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まえがき 

 

フォトニックネットワークは 21 世紀の通信インフラを支えるコア技術である。光パス・

クロスコネクトから端緒を開いたフォトニックネットワークは、コアネットワークからア

クセスネットワークのインフラストラクチャへと浸透してきている。 

ユーザに広帯域なマルチメディアサービスや高速インターネットサービスを提供できる

Fiber To The Home (FTTH) は、全世界に広く普及してきており、なかでも Passive Optical 

Netwrok (PON) は経済的な実現手段として数多くの導入が図られている。今では広帯域サ

ービスの普及による更なる帯域需要が増加すると見込まれ、IEEE および ITU-T では次世

代の光アクセスネットワークの基盤となるであろう Next Generation PON (NG-PON) の

標準化が検討されている。 

一方、波長パスや OTN と組み合わせて今後進展が期待される次世代トランスポート技術

方式として国際標準化が進行中の Multi-Protocol Label Switching Transport Profile 

(MPLS-TP) は、トランスポート技術を効率的なパケットベースにより実現することにより、

従来の保守・運用・管理機能を大きく変えるものとして期待されている。これは、次世代

の光ネットワークの制御技術として、固定的な帯域でデータ伝送している既存の光波長多

重に対してフレキシブルな帯域をもったトランスポートであり、両者と組み合わせること

によりネットワーク帯域の利用効率を飛躍的に向上させられることが期待されている。 

また、パケットトランスポートが時間軸を使ってフレキシビリティを向上させるのに対

し、波長グリッドを可変にして波長の帯域をフレキシブルに使う光エラスティック技術が

ある。本報告でも基本的なメカニズムやフレームワークについて報告する。 

フォトニックネットワーク分野は、我が国の技術力が先行している分野であり、光ブロ

ードバンドアクセス環境が整った“ブロードバンド先進国”としても世界最先端の一翼を担

っている。今後も日本が本分野において主導的立場を維持して行くためには、先進的な研

究開発を継続的に行っていくとともに、国際標準化活動にも積極的に取り組んで行くこと

が重要である。このような背景のもと、本調査報告書は次世代光アクセスネットワークに

おけるトランスポート技術およびネットワーク制御技術に関する最新の動向を調査した結

果をまとめたものである。 
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第１章  次世代光アクセスネットワーク 

 

１．１ 次世代光アクセスネットワークの概要 

Fiber To The Home (FTTH) は、ユーザに高速インターネットアクセスや IPTV などの

広帯域マルチメディアサービスを提供する手段として全世界で普及が進みつつある。なか

でもPassive Optical Network (PON) は、複数のユーザでOptical Line Terminal (OLT) お

よび Optical Distribution Network (ODN) の共有が可能であること、および ODN にスイ

ッチ等のアクティブデバイスを含まないことから、FTTH の経済的な実現手段として数多

く導入されている。 

PON 方式の歴史的変遷を図 1.1-1 に示す。PON 方式の標準化は主に IEEE および ITU-T

により行われている [1][2]。現在実用化されている代表的な PON 方式には、IEEE 802.3ah

で標準化された Gigabit Ethernet-PON (GE-PON) および ITU-T G.984 で標準化された 

Gigabit-PON (G-PON) の２種類が存在する。GE-PON は日本をはじめとするアジア諸国

で採用されている方式で、Ethernet フレームを OLT-ONU 間で伝送するため、インターネ

ット等の Ethernet 系サービスとの親和性が高いことが特徴である。一方、G-PON は主に

欧米諸国で採用されている方式で、G-PON Transmission Convergence (GTC) フレームと

呼ばれる 125µs 周期の固定長フレームを OLT-ONU 間で伝送する。GTC フレームの構造を

図 1.1-2 に示す。GTC フレームは G-PON Encapsulation Method (GEM) 領域と

Asynchronous Transfer Mode (ATM) 領域に分けられており、Ethernet フレームは GEM

領域内にカプセル化され、ATM セルは ATM 領域にそのまま格納され伝送される。この構

造により、G-PON は様々なサービスをサポート可能である。 

 

 
図 1.1-1 PON システムの変遷 
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図 1.1-2 下り GTC フレーム構造 

 

近年の広帯域サービス普及によるさらなる帯域需要増加に対応するため、IEEE および

ITU-T はそれぞれ次世代 PON の標準化に取り組んでいる。IEEE では伝送速度が 10Gbps

となる 10GE-PON の物理層・データリンク層を規定した IEEE 802.3av の標準化を 2009

年に完了している。現在は GE-PON/10GE-PON における異ベンダ間・異事業者間でのイ

ンターオペラビリティを可能にするため、IEEE P1904.1 Service Interoperability in 

EPON (SIEPON) において、上位レイヤの標準化が検討されている。一方、ITU-T は次世

代 PON を、現在導入されている GE-PON、G-PON との共存を要求条件とした Next 

Generation-PON1 (NG-PON1) 、及び共存を要求条件とせず新技術を利用した NG-PON2

の２段階に分けて技術検討を行っている。NG-PON1 は光スプリッタをベースとした既設の

ODN (Optical Distribution Network） を用い、GE-PON や G-PON といった既存方式と

10Gbps 級の新方式の共存を目的とする。これにより、既存方式から新方式へのスムーズな

マイグレーションを実現する。2010 年に ITU-T G.987 として標準化された XG-PON がこ

の NG-PON1 に相当する。一方、NG-PON2 では ODN の共用は必須条件ではなく、現在

は目標とすべき要求仕様および各種候補技術の検討段階にあり、従来の Time Division 

Multiplex (TDM) のみならず、Wavelength Division Multiplex (WDM) や Code Division 

Multiplex (CDM)、Orthogonal Frequency Division Multiplex (OFDM) といった多重化方

式、およびこれらの組み合わせの使用が検討されている。次節では、現在のトレンドであ

る NG-PON の技術動向について報告する。 
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１．２ NG－PON の技術動向 

１．２．１ FSAN （Full Service Access Network）での標準化動向 

2008 年 1 月に NG-PON （Next Generation PON） タスクグループが設立されて、

NG-PON の標準化に向けた技術白書 （White Paper） が作成された。図 1.2-1 示すよう

に、この技術白書では既に導入されている GE-PON、G-PON との共存を要求条件とした

NG-PON1 と、共存を要求条件とせずに新しい技術を用いる NG-PON2 とに分類されてい

る。標準化の概略スケジュールとして、NG-PON1 は 2009 年～2012 年、NG-PON2 は 2013

年以降の標準化完了との目標が示されている。 

NG-PON1 は 10GE-PON と同様に既存システムとの共存が要求条件となっており、下り

／上りの速度によって XG-PON1 と XG-PON2 に分類される。XG-PON1 は下り 10Gbps、

上り 2.5Gbps の非対称型、XG-PON2 は下り 10Gbps、下り 10Gbps の対称型である。 

 

 
図 1.2-1  FSAN における NG-PON 検討シナリオ 

 

NG-PON2 の要求条件としては、加入者収容光ファイバーラインの高延長化 （ロングリー

チ化：long reach）、OLT (Optical Line Terminal) の加入者収容数の拡大、加入者当たり

の伝送容量の拡大が掲げられている。ラインの高延長化については 50km～100km、OLT

の収容加入者数は 64 加入～1,000 加入、加入者当たりの伝送容量としては 500Mbps 以上

を目標に掲げている。NG-PON2 の要求条件に応える候補として、以下の方式と以下の方式

を組み合わせたハイブリッド方式が考えており、研究と実証実験が急速に進んでいる。 

(a) 高速 TDM-PON （High-rate Time Division Multiple access PON） 

(b) WDM-PON （Wavelength Division Multiple access PON） 
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(c) OFDM-PON （Optical Orthogonal Frequency Division Multiple access PON） 

(d) OCDM-PON （Optical Code Division Multiple access PON） 

(e) コヒーレント WDM-PON (Coherent WDM-PON） 

以下、上記 NG－PON2 方式のメリット、デメリット、研究および実証実験状況について

2011 年３月６日～10 日 (米国) にて開催された OFC/NFOEC2011 (The Optical Fiber 

Communication Conference and Exposition and the National Fiber Optic Engineers 

Conference 2011) における光アクセス関連技術を軸として調査した結果を報告する。 

 

１．２．２ NG-PON2 候補方式の現状 

光アクセスの下記 NG－PON2 候補方式、および下記方式を組み合わせたハイブリッド方

式は、次世代 PON の国際標準仕様 （ITU-T/FSAN NG-PON2） に向け、これまでの中心

であった高速 TDM-PON 技術 （10G-PON/EPON） に匹敵する勢いとなってきている ［3］。

特に近年急速に進展するデジタルコヒーレント技術を用いた OFDMA-PON システムの検

討が加速してきている。 

 

（１） 高速 TDM-PON （High-rate Time Division Multiple access PON） 

10G－EPON に関する国際標準化が 2009 年 9 月に完了し、実用化が加速している。純粋

な TDM-PON 方式のみで、加入者収容光ファイバーラインの延長要求及び加入者収容数の

拡大要求に応えて、10 Gbps を超える高速化を実現することは、コスト効率の点では得策

ではないため、他方式との組み合わせによる実現方式の検討が進んでいる。 

 

（２） WDM-PON （Wavelength Division Multiple access PON） 

WDM-PON の方式構成図を図 1.2-2 に示す。WDM-PON のメリットとしては、波長多重

によるファーバー削減、機器の削減、アップグレードの柔軟性、加入者当たりの十分な伝

送帯域の提供、光ファイバーラインの延長、セキュリティと信頼性の確保、データとフォ

ーマットの透過性が挙げられる。デメリットとしては、運用保守の複雑性、装置価格が高

いこと、装置密度の低さが挙げられる。実現に向けた課題は、各 ONU のカラーレス化であ

る。ONU のカラーレス化とは波長 （カラー） に依存しない ONU を意味する。WDM-PON

ではその仕組みから、ユーザごとに波長の異なる ONU を用意しなければならない。しかし

それでは、設備導入時に波長設定に手間がかかり、保守運用性にも欠ける問題が発生する。

そこで、これを回避するため、ONU の使用する波長を局側から設定できる機能が必要とな

る。 

カラーレス光源の候補として、 Widely tunable laser (DFB) 、 Injection-locked 
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Fabry-Perot Laser (FP-LD)、Wavelength-seeded reflective SOA (RSOA) 等が研究されて

いる。WDM-PON の低コスト化に向けた ONU 側カラーレス送信光源として、広帯域 ASE 

(Amplified Spontaneous Emission) 光源と AWG (Arrayed Waveguide Grating) により、

スペクトルスライス波長多重信号を生成する方式も提案され、FEC （Forward Error 

Collection） と AWG 帯域の最適化により、伝送速度 1.25Gbps、パワーバジェット 20dB

を達成したことが報告されている [4]。カラーレス光源としてバタフライパッケージ型

RSOA を、負分散付加、受信電気段イコライザと組み合わせることで 25.78Gbps、20 km

の高速直接変調に成功したシステムの実験結果も報告されている [5]。 

 

 
図 1.2-2  WDM-PON 方式構成図 

 

（３） OFDM-PON （Optical Orthogonal Frequency Division Multiple access PON） 

OFDM-PON は、無線分野で実用化されている OFDM 技術を光の分野に適用した方式で

あり、高速アナログデジタル変換 （ADC）／高速デジタルアナログ変換 （DAC） 技術お

よび高速 DSP （Digital Signal Processing） 技術と高速 DSP プロセッサーの発達により、

最近大きな注目を集めてきている。本方式は OFDM 信号の高い周波数利用効率の利点を活

かして大容量化を狙ったものである。 

OFDM-PON のメリットは、多くの狭帯域の直交するサブキャリアを用いており周波数効

率の高い高速伝送ができること、線形拡散に対する高耐性をもつことからロングリーチ化

が可能であること、サブキャリアを用いたダイナミックナな帯域割り当てが可能なこと、

直交するサブキャリアを用いることから変調フォーマットが柔軟性を持ちベースバンド 
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（アナログ、デジタル） 信号のトランスペアレント伝送が可能であることが挙げられる。

デメリットとしては、WDM-PON と同様に運用保守の複雑性、装置価格が高くなることで

ある。図 1.2-3 に OFDM の生成例を示す。各サブキャリアは周囲数ｆ０ （図 1.2-3 に示す

carrier１） を基準としてその整数倍の連続した正弦波であり、周波数 n×ｆ０ の正弦波は

シンボル長 T 区間に n 周期分含まれること、つまり、これらの正弦波である各サブキャリ

アは直交している。従って、OFDM-PON は多くの狭帯域の直交するサブキャリアを用い

た周波数効率の高い高速伝送を実現することができる [6]。 

図 1.2-4 に OFDM-PON の接続構成例を示す。OFDM のサブキャリアは透過性のある伝

送路のパイプを提供する。従って、T1/E1、イーサネット、モバイルバックホールの RF 

（Radio Frequency）、IPTV 等の透過伝送が可能であり、異なるタイムスロット内の異な

るサービスに対しダイナミックな帯域割り当てができ、拡張性と柔軟性を持ったシステム

を構成することができる。 

加入者への帯域割り当て例を図 1.2-5 に示す。図 1.2-5 に示すように、Ｎ個のサブキャリ

アから構成される１つの OFDM 帯域内の異なるサブキャリアに対し、異なる加入者を割り

当てることが可能である。 

 

 
図 1.2-3  OFDM 信号の生成例 
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図 1.2-4  OFDM-PON の接続構成例 

 
図 1.2-5 柔軟な帯域割り当て例 

 

OFDMA-PON の高速伝送 （目標：100Gbps） およびロングリーチ化 （目標：100km） 

に向けた課題は、超高速 ADC (Analog Digital Converter)／DAC(Digital Analog 

Converter) の開発と超高性能な DSP プロセッサーの開発である。リアルタイムの OFDM

送信器の実現には、高度な変調を補助する２チャネル DAC と ADC、高性能 DSP プロセッ

サーが必要である。DAC のサンプリングレートは OFDM 信号帯域幅の 1.5 倍以上が必要

であり、ADC のサンプリングレートは OFDM 信号帯域幅の 2.5 倍以上が必要である。高

性能 DSP プロセッサーへの要求条件は、超高速並列処理の実現と設計の複雑さの低減であ

り、殆ど OFDM 機能に最適化された機能ブロックでの構成となる。 

なお、現在、40Gbps（オーバーヘッドを含めると 44.8Gbps）、1 対 32 分岐、20km 伝送

まで実験確認されたことが報告されている  [7]。具体的には 16QAM （Quadrature 

Amplitude Modulation）マルチサブキャリアOFDM信号を用いて、OLTからの下りOFDM

信号を複数の周波数サブバンドに分割し、各 ONU では所要の周波数バンド・サブキャリア

のみ信号処理回路にて選択し受信する方式を採用している。 

一方、送信レーザチャープの伝送後周波数特性を補償する手法として、OFDM 信号の各

周波数サブキャリアにおける強度、多値変調度の最適マッピングを行う適応変調方式

AMOOFDM (Adaptively Modulated Optical OFDM) により、直接変調レーザを用いた

12Gbps での 100km の長距離伝送の実験結果も報告されている [8]。なお、適応変調とは、

伝送路の環境によってスループットを変更する方式であり、伝送路の環境が良い時は高ス

ループットの変調を行い、環境が悪い時低スループットの変調を行うことである。他に

OFDM 周波数サブバンド信号の多重化による 2.5G/10G の ONU 混在システム等も報告さ

れている [9]。 

 

（４） OCDM-PON （Optical Code Division Multiple access PON） 

CDMA (Code Division Multiple Access) とは、信号に対し、チャンネルごとに異なる符
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号をかけて符号化することで、同一波長帯、同一時間に複数の信号を送信し、受信側では

送信側と同じ符号で復号化することで、各送信側の信号を取り出す方式であり、携帯電話

の CDMA 方式を光伝送に応用したものと言える [10]。図 1.2-6 に OCDM の符号化・復合

化のイメージを示す。 

 
図 1.2-6  OCDM 符号化・複合化イメージ 

 

図 1.2-7 に OCDM-PON システム構成例を示す。局舎側では、マルチポートの E/D 

(Encoder/Decoder) が多重化された波長上で、時間軸上に広がった多重化光コードを同時処

理する。ONU 側では SSFBG (Single phase-shifted Super Structure Fiber Bragg Grating) 

が光コードワード (Optical code word) の分離と複合化を行う。加入者はユニークな光コー

ドワードを専用に指定され、チップ (chips) と呼ばれる N 回周期のコードに分割される。

各ビットはデータの流れの増加に対応してユニークな光コードにより表現される。宛先の

受信器で光 CDMA 信号を複合化するためには、正確な光コードワードが必要である。 

OCDMA-PON のメリットは、簡易な光コードワード多重化により ONU 収容数の超多分

岐化が可能なこと、ユニークな光コードワードに起因するデータの秘匿性とプラーバシー、

非同期伝送、低アクセスレイテンシー、ユニークコードごとの保証された伝送帯域であり、

ギガビットクラスでの上り下り対称伝送の有力候補である。また、需要に応じて WDM-PON

システムの上にオーバーレイ可能である。しかし、現在の OCDM-PON は複雑であり、新

たな光デバイスと内部拡散補償が必要である。 

現在、４符号の OCDMA 信号を用いることで、既存の光アクセス網にて 10G-EPON シ

ステムの最大４多重化、または既存 G-EPON システムとの混在化を可能とし、ONU 収容

数の超多分岐化 （64分岐×４システムで256分岐相当） の実験結果が報告されている [11]。
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更に OCDM-PON のフィールドトライアルについては、伝送距離 100km 以上、全二重化８

加入、10Gbps のデモが実施されている [12]。 

 

 
図 1.2-7  ＯＣＤＭ－ＰＯＮシステム構成例 

 

（５）コヒーレント WDM-PON (Coherent WDM-PON） 

コヒーレント WDM-PON は、ＤＳＰ技術の進展によりその実用可能性が大幅に向上し、

従来から期待されてきた高受信感度特性、狭波長選択特性といった利点を利用したシステ

ムが提案されてきている。図 1.2-8 にコヒーレント WDM-PON の構成例を示す。 

コヒーレント WDM-PON のメリットは、LO (Local Oscillator) のチューニングによる周

波数選択性、受信感度の改善、加入者分岐数増大とロングリーチ化、高波長密度である。

ロングリーチ化については、線形拡散に対する高耐性をもつことから光増幅器またはリピ

ータの介在なしに、実現することができる。コヒーレント WDM-PON の主なデメリットは、

高価な DSP プロセッサーを使ったデジタルコヒーレント受信器の価格が高いことである。 

なお、コヒーレント WDM-PON のフィールドトライアルは、68km コヒレントリンクを

使って 2.5Gbps の伝送スピードで実施されている [13]。また、狭波長選択性を利用した波

長間隔 2.8GHz の UDWDM-PON （Ultra Dense WDM-PON） システムについて報告が

されている [14]。このシステムでは、311Mbps DBPSK (Differential Binary PSK) 変調信

号を 2.8GHz 間隔で 64 波長並べ、最小受光感度-53dBm、パワーバジェット 50dB をリア

ルタイムシステムにより実現し、各 ONU ユーザ辺りの伝送容量を現実的な～1Gbps 程度

とし、1,000 分岐収容をシステムターゲットとしている。 
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図 1.2-8 コヒーレント WDM-PON システム構成例 
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１．３ NG-PON の導入の狙い 

１．３．１ アクセス系の集約による消費電力・コスト削減 

NG-PON2 の導入の狙いの一つにアクセス系の集約による消費電力・コスト削減がある。

ここでは LongReach-PON などによるアクセス系の集約の効果について説明する [15]。図

1.3-1 左図は、集約ネットワークを概念的に描いた図であり、右図は Access site 数による

コストの変化を示している。図 1.3-1 において Customer 数は一定である。Access site は

CO (Central Office) 等を想定している。PoP (Point of Presence) はユーザが最初に ISP に

接続するアクセスポイント、Aggregation network は現在複雑化しているメトロアクセスお

よびメトロエリアネットワークをシンプルにAggregation linksで集約することを想定した

ネットワークである。また First mile はスプリッタを用いる PON 等を想定しており、図

1.3-1 において Customer 数は一定であるため、集約度に関係なくコストは一定である。右

図においてAccess siteが少ない場合はすべてのCustomerを少数のAccess siteで集約する

ことを意味するため集約度が高く、Site costs および Aggregation link cost は最も少ない。

しかしながら、その場合、アクセスサイトから First mile まで伸びる link は必然的に長く

なるためそのコストは極端に上昇する。従って、図 1.3-1 は、トータルコストが最も小さく

なるように集約度を決定することが重要であることを示している。 

 

 
図 1.3-1 集約ネットワークの主な構成要素およびアクセスサイト数によるコスト 

 

一方で消費電力の観点から考えると、 Access site をできる限り集約することが望ましい。

テレコムネットワークの消費電力調査によると、現在のアクセスネットワークの消費電力

は、ネットワーク全体の 70％に及ぶ [16]。また、各ネットワーク機器の消費電力は許容可
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能な伝送速度と共に増加するため、メトロエリアネットワークに多数存在するネットワー

ク機器は消費電力が大きく、ブロードバンドの伝送速度増加と共に今後更に増加する。故

に、地球環境保全のため、ネットワークの消費電力問題の解決が急務である。 

 

１．３．２ 他のネットワークシステムとの連携によるネットワークサービスの向上 

消費電力・コストの削減の他に、NG-PON 導入の狙いとして、他のネットワークシステ

ムとの連携によるネットワークサービスの向上がある。 

代表的なものとして、アクセス光ネットワークに無線通信技術を組み合わせたハイブリッ

ド光ワイヤレス技術がある。この技術は、光技術を使用することによる広帯域化に加え、

ワイヤレス技術を用いて有線ネットワークが利用不可能である地域への接続、移動体通信

としてのメリットの両立を可能とする。 

また、映像配信サービスとアクセス光ネットワークの連携に関する研究開発も行われてい

る。アクセス系の発達により、光ファイバ経由で TV 放送を配信する IPTV サービスが開始

されている。現在は、ダウンロード型サービスやオンデマンド型サービスが主流であるが、

今後 IPTVサービスで地上波と同様にTVコンテンツを放送する放送型サービスが普及する

と考えられており、放送型サービスを実現するためには、全視聴者に同一品質を提供する

ためのアクセス系の広帯域化、帯域制御、マルチキャスト配信技術が必要となる。このよ

うな次世代のネットワークアプリケーションが要求するサービス品質を提供できるアクセ

ス系を提供するために NG-PON を導入する必要がある。 

 

１．３．３ アクセス系の高信頼化 

従来、光アクセスネットワークではコアネットワークやメトロエリアネットワークと比較

して高信頼化に関する検討は少なかった。その理由は、光アクセスネットワークを介して

提供されるサービスがベストエフォートのインターネット接続にほぼ限られていたことか

ら、高信頼化よりもネットワークの冗長性を抑え低コストを実現することが優先されたた

めである。しかし、近年では光アクセスネットワークの発達・普及により、IPTV や VoIP

といったリアルタイム性サービス、あるいはインターネットバンキングやオンライントレ

ードなどといった接続断の許されないサービスが、光アクセスネットワークを介して提供

されるようになっている。このようなネットワークサービスの発展に対して、障害復旧技

術は重要なファクターとなっており、高信頼化は NG-PON 導入の大きな目的となる。 

 

１．３．４ 現状の研究開発課題 

上記、1.3.1～1.3.3 節を踏まえて、NG-PON へ向けた研究開発課題を図 1.3-2 に示す。 
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(a) 既存設備からのマイグレーション技術 

(b) ハイブリッド光ワイヤレス技術 

(c) 低消費電力化技術 

(d) IPTV 配信サービス技術 

(e) 高信頼化技術 

であり、1.4 節以降各課題について概説する。 

既存設備からのマイグレーション技術として、1G ONU と 10G ONU の混在収容時の公

平な帯域割当技術があるが、この研究は異なるサービスが同一のアクセス系に同時収容さ

れる際の制御技術の研究という側面を持つ。ハイブリッド光ワイヤレス技術や IPTV 配信サ

ービス技術は、PON 以外のサービスをアクセス系で収容するための技術と捉えることがで

きる。また、IPTV 配信サービスといった次世代のネットワークサービスが要求する帯域制

御技術などを研究することは今後多様化が進むネットワークサービスのサービス品質 

(QoS:Quality of Service) を満たすための技術開発へとつながる可能性を持つ。したがって、

これら３つの課題の発展形として、アクセス系で様々なサービスを収容し、各サービスの

要求する QoS を提供するマルチサービス・マルチ QoS 集約技術が考えられる。この集約技

術と低消費電力化、高信頼化が結びついたものが次世代アクセス光ネットワークの一候補

となりうる。1.9 節では、集約型次世代光アクセスネットワークの研究例を説明する。 

 
図 1.3-2  NG-PON に向けた研究開発課題 
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１．４ 既存設備からのマイグレーション技術 

10Gbps 級 PON の標準化が進められたことを受け、10G アクセスの今後の普及が見込ま

れるが、長期的な視点から GE-PON から 10GE-PON へのマイグレーションを考えた場合、

その移行期における課題の明確化とそれをクリアする手法が必要となる。 

 

１．４．１ GE-PON/10GE-PON 混在下における検討 

EPON システムでは、加入者宅の ONU から OLT との間の通信において TDMA を採用

している [17]。しかし、OLT がそれぞれ異なる通信速度を持つ ONU からの上り信号を

収容する場合、OLT は GE-PON/10G-EPON 間で上りトラヒックの動的帯域割当（DBA：

Dynamic Bandwidth Allocation）制御を行う必要があり、既存の GE-PON ONU の数が

多いと、GE-PON ONU に対し多くの時間を割り当てなければならず、広帯域化した

10G-EPON の恩恵を受けにくくなってしまう問題がある。 

以下に、GE-PON/10G-EPON 混在環境下における課題の解決方法について述べる。 

（１） 速度別レイヤ構造方式 

まず、OLT は異なる通信速度を持つ ONU を直接収容せず、一旦 GE－PON ONU から

の上り 1Gbps トラヒックをバッファリングし、OLT へは上り 10Gbps で出力する光集約通

信装置 （Optical Concentration Unit:OCU） を採用する。図 1.4-1 に示すように、OCU

をONUとOLTの間に取り入れることで、OLTに対してOCUがあたかも10G-EPON ONU

であるかのように見せ (図 1.4-2 の階層 A)、下位層 （図 1.4-2 の階層 B） からの上り 1Gbps

波長を中継し上り 10Gbps 波長に乗せ変えて OLT へ送信する。 

 
図 1.4-1 光集約通信装置の設置 
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図 1.4-2 仮想的なレイヤ構成 

 

また、OCU は OLT から見て ONU のように振る舞うため、OCU が上り通信を行ってい

ない時間帯は、OCU 配下の上り通信と上位層とは独立に通信可能である。すなわち階層 A

と階層 B は同じ時間帯で上り通信が可能となる。 

 

（２） 装置構成 

図 1.4-3 に OCU 装置構成を示す。OLT からの下り信号は OCU 配下にある ONU からの

上り信号受信時の選択切替のためにスプリッタにて分岐し、一方は下り 10G 受信部にてゲ

ートフレームをスヌープし、一方はそのまま ONU 側へ送信する。ONU からの上り信号は、

スヌープしたゲートフレーム解析により上り 10Gbps の送信時間帯ではそのまま OLT 側へ

透過するが、上り 1Gbpsの送信時間帯では上り 1G受信回路側で一旦バッファリングされ、

OCU に対するグラント割り当て時間帯に、上り 10G 送信部より OLT へバースト送信され

る。 
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図 1.4-3 光集約通信装置の構成図 

 

（３） 光集約 PON システムによる効果 

従来のネットワークにおいては、図 1.4-4 の上図に示すように、上りの通信速度が遅い

ONU に多くの時間を割り当てるため、システム全体で総帯域が小さくなるが、一旦 OCU

に集約することにより （図 1.4-4 の下図）、総帯域を増加させる効果を期待できる。 

 

 
図 1.4-4 光集約装置導入の効果例 

 

１．４．２ １G ONU 、10G ONU 混在収容時の公平性を実現する適応型 DBA アルゴリ

ズム  

GE-PON から 10G-EPON への移行段階において、10G-EPON が 1G ONU と 10G ONU
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とを混在収容する場合の、上り帯域割当の公平性を実現する適応型動的帯域割当（DBA：

Dyanamic Bandwidth Allocation）アルゴリズムが提案されている [18]。 

提案アルゴリズムでは、輻輳の有無に応じて、以下の 2 種類の方式を動的に使い分ける

ことで有効な帯域利用を図る。 

(a) Status Reporting 方式 （SR-DBA） 

ONU が必要な帯域を OLT に通知することで、ONU のトラヒック状態を把握 

(b) Traffic Monitoring 方式 （TM-DBA） 

OLT が ONU の送信するデータ量をモニタし、ONU のトラヒック状態を把握 

上りのデータ量の合計が多く、輻輳状態であれば SR-DBA を、一方、上りのデータ量の

合計が少なく非輻輳状態であれば TM-DBA を用いる。 

1G ONU と 10G ONU の上り帯域割当の公平性を実現するため、Forward Error 

Correction （FEC） パケットの有無及び上り伝送レートの差を考慮して、帯域要求量及び

Service Level Agreement （SLA） の重み付けを行う。 

最初に、帯域要求量の重み付けについて説明する。10G-EPON においては誤り訂正が必

須であり、RS (255, 223) によるストリーミング FEC が規定されている。これは、MAC 層

では、216 Byte ごとに 32 Byte のパリティを付加することになる。248 Byte の FEC 

codeword を形成するため、FEC 適用後のフレーム長は階段状に増加する。一方、GE-PON

の場合は FEC がオプションであり、一般的には FEC パリティによる帯域ロスを避けるた

め、未使用で運用されている。 

従って、10G ONU の PON 区間の実データ量は、1G ONU の実データ量に比べて FEC

パリティ分劣化するため、10G ONU に対して 1G ONU と同じ SLA で同等の送信データ量

を提供するためには、FEC パリティ分加算する必要がある。そこで、帯域更新周期#j にて

10G ONU#i から通知された帯域要求量 R_req を式 (1)、(2) により FEC パリティ増加分

を考慮し、実際にデータ送信に必要な帯域要求量 T_req に換算する。 

      T_req [ i ][ j ]  =  R_req [ i ][ j ] × FW                  (1) 

 

                   FEC_CW / FEC_PL  (ONU#i ∈ 10G ONU) 

        FW  =                                                 (2) 

                   1   (ONU#i ∈ 1G ONU) 

ここで、FW、FEC_CW、FEC_PL は FEC を考慮する際の重み、FEC の 1 codeword 長 248 

Byte、FEC ペイロード長 216 Byte である。 

次に、SLA の重み付けについて説明する。1G ONU と 10G ONU の上り伝送レートは 10

倍の差がある。従って、10Gbps の上り帯域を割り当てる場合、上り 1Gbps の ONU は 10
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分の 1 の実行伝送ビットしか割り当てられず不公平さが生じる。そこで、上り 1Gbps の

ONU の SLA に対して 10 倍の重みを付加する。ONU#i に対して重み付けした最大帯域

T_maxbw、最低保証帯域 T_minbw とすると以下の式(3)で算出する。 

      T_maxbw [ i ]  =  R_maxbw [ i ] × FW × RW [ i ] 
                                                                (3) 

        T_minbw [ i ]  =  R_minbw [ i ] × FW × RW [ i ] 
ここで、R_maxbw、R_minbw は ONU#i に設定した最大帯域、最低保証帯域である。

また、RW は ONU #i の伝送レートによる重みを表す。 

               1   (ONU#i ∈ 10G ONU) 

       RW  =                                                   (4) 

                   10   (ONU#i ∈ 1G ONU) 

このように SLA に FEC パリティと伝送レートを考慮することで、1G ONU と 10G ONU

への公平な帯域割り当てを実現する。DBA のフローチャートは図 1.4-5 のようになる。 

 
図 1.4-5  DBA アルゴリズムのフローチャート 

 

図 1.4-6 に 10G-EPON 試作システムによる帯域利用効率の測定結果を示す。 

図 1.4-6 (a) の FEC パリティによる重み付けを行わない DBA （NoFEC-DBA） の場合

では、1G ONU の入力レートが 50％を超えると 1G ONU の帯域利用効率が 10G ONU の

帯域利用効率を 5％程度上回ることがわかる。これは 10G ONU が FEC パリティによって

帯域を浪費するためである。従って、ラインレートの異なる ONU に対して、公平に帯域を

割り当てていないことがわかる。一方、図 1.4-6 (b) に示すように、提案アルゴリズムであ

る適応型 DBA （ADP: Adaptive-DBA） では最低保証帯域に FEC パリティ分を考慮して
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いるため、1G ONU と 10G ONU はともに帯域利用効率が 45％になり、公平に帯域を割り

当てていることがわかる。 

 

 
(a) NoFEC-DBA を用いた場合      (b) ADP-DBA を用いた場合 

図 1.4-6 帯域利用効率 

 

図 1.4-7 に出力ビットレートの測定結果を示す。図 1.4-7 (a) は各 ONU に同じ最低保証

帯域を設定した場合の結果である。NoFEC-DBA では 10G ONU と 1G ONU の帯域割当量

に 112Mbps の帯域割当差が生じているのに対し、提案アルゴリズムでは 10G ONU、1G 

ONU の出力はともに 860Mbps であり、各 ONU に対して公平に帯域を割り当てているの

がわかる。図 1.4-7 (b) は各 ONU に同じ最大保証帯域を設定した場合の結果を示しており、

図 1.4-7 (a) と同様に、NoFEC -DBA では 65Mbps 生じた不公平さを、提案アルゴリズム

では 10G ONU:481Mbps、ONU:482Mbps とほぼ公平にしていることを示している。 

 

   
(a) 最低保証帯域による帯域割当        (b) 最大帯域に対する帯域割当 

図 1.4-7 出力ビットレート 
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１．５ ハイブリッド光ワイヤレス技術 

近年、有線の光ネットワークに無線通信技術を組み合わせるハイブリッド光ワイヤレス技

術の研究が進んでいる。本技術は、光技術を使用することによる広帯域化に加え、ワイヤ

レス技術を用いて有線ネットワークが利用困難な地域への接続や移動体通信としてのメリ

ットの両立が可能となる。本節では、ハイブリッド光ワイヤレスに関する研究例を 2 例報

告する。 

 

１．５．１ WiMAX-EPON 

光技術とワイヤレス技術との融合ネットワークを実現するためには、WiMAX-EPON 間

の接続方法や DBA 手法が研究課題として残されている。そこで、WiMAX および EPON

の融合ネットワークを WEN (WiMAX-EPON Network) と定義し、WiMAX-EPON 間の接

続方法および DBA アルゴリズムが提案されている [19]。図 1.5-1 に WEN のネットワー

クモデルを示す。WEN では EPON の ONU と WiMAX の BS を接続することにより、２

つのネットワークを接続する。ONU および BS は以下の類似点より接続可能となる。 

(a) 帯域容量：EPON では、1Gbps の帯域を 16 個の ONU で共有するため、各 ONU

は平均 1Gbps/16 = 62.5 Mbps の帯域を保持する。また、WiMAX の BS は、70Mbps

の帯域を保持し、ONU の帯域容量と類似する。 

(b) インタフェース：BS および ONU は共にイーサネットインタフェースを保持。 

(c) 帯域割当：WiMAX および EPON は、共にポイントツーマルチポイント通信を行い、

アップリンクにおける TDMA (TimeDivsion Multiplexing) を用いた帯域要求・割当

の手法が類似する。 

 

 
図 1.5-1  WEN のネットワークモデル 

 

WEN では、WiMAX-EPON 間の接続に ONU および BS の接続を仮想化した VOB 

(Virtual ONU-BS) を利用する。図 1.5-2 (a) に VOB のハードウェア配置を、図 1.5-2 (b) に

VOB の内部構造を示す。 
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図 1.5-2 (a)  VOB のハードウェア配置      図 1.5-2 (b)  VOB の内部構造 

 

VOB では、ONU および BS がイーサネットインタフェースを介して接続され、両者に

ソフトウェアモジュール WE-Bridge (WiMAX-EPON Bridge) が接続されている。

WE-Bridge では、WiMAX と EPON を連携させた帯域割当を行う。BS および ONU は保

持するアプリケーションごとの優先キューが異なるため、WE-Bridge 内で優先キューの対

応付けが必要となる。これを QoS マッピングという。ONU は EF、AF、BE の３つの優先

クラスがあり、BS は UGS、rtPS、ertPS、nrtPS、および BE の 5 つの優先クラスがある。

各クラスの特性を図 1.5-3 に示す。本提案では、QoS 要求の類似性から、UGS を EF に、

rtPS 及び ertPS を AF に、nrtPS 及び BE を BE に対応させる。以上のような QoS マッピ

ングに従い、VOB はアップリンク伝送 (VOB →OLT) においては ONU の優先キューとし

て、ダウンリンク伝送 (VOB → SS) においては BS の優先キューとして仮想的に機能する。 

 

 
図 1.5-3  QoS マッピング 

 

WEN では、OLT 及び VOB においてクラスごとの要求に応じて、QoS を考慮した DBA

アルゴリズムが必要となる。これを WE-DBA (WiMAX-EPON Dynamic Bandwidth 

Allocation) と定義する。図 1.5-4 に WEN における帯域要求および割当の流れを示す。 

(a) SS から VOB にクラスごとに帯域を要求する 
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(b) VOB 内で QoS マッピングを行う 

(c) VOB から OLT に対して各クラスの合計帯域を要求する 

(d) OLT から VOB に対して VOB 内のクラスの合計帯域を割り当てる 

(e) VOB から SS に対してクラスごとに帯域を割り当てる 

 

 
図 1.5-4  WEN における帯域要求および帯域割当の流れ 

 

WE-DBA は、OLT において VOB に対して帯域割当を行う OLT-DBA と、VOB において

SS の各クラスに対して帯域割当を行う VOB-DBA の２つの部分に分類する。  

WE-DBA の特性を評価するにあたって、比較対象として OLT および VOB においてクラ

スに応じて固定的に帯域割当を行う DBA1 を定義する。本シミュレーションでは、次の３

つのトラヒックのいずれかを送信する。 

(a) EF/UGS：512kbps の固定ビットレートトラヒック 

(b) AF/rtPS/ertPS：平均 1Mbps の可変ビットレートトラヒック 

(c) BE/nrtPS：512kbps の自己相似性を持つ BE トラヒック 

その他のシミュレーション諸元を表 1.5-1 に示す。WEN ネットワークにおいて、SS を

10 から 100 まで増加させたときの３種類のトラヒックにおける平均遅延を WE-DBA およ

び DBA1 で比較した。遅延時間は、SS においてトラヒックが発生してから OLT が受け取

るまでの時間とする。図 1.5-5 は DBA1 に対して WE-DBA を使用したときの遅延減少率を

示す。WE-DBA では、ネットワーク内の SS 数が増加すると遅延が減少する。これは

WE-DBA では要求に応じた動的な帯域割当を行うため、効率的な帯域割当が実現できるた

めである。また、３つのトラヒックのうち、BE トラヒックの遅延減少率が最も大きかった

理由としては、WE-DBA では BE トラヒックに対して最小帯域保証があるためであると考

えられる。 
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図 1.5-5 遅延減少率 

 

１．５．２ 省電力なハイブリッド光ワイヤレス技術の提案: WOBAN (Wireless-optical 

BroadbandAccess Network) 

インターネットにおいて、ネットワークの広帯域化に伴い、消費電力の拡大が課題となっ

ている。また、エネルギーの 15％は待機中のアクセスネットワーク機器によるものである

と試算されており、省電力化が必要である。そこで，上記の課題であるアクセスネットワ

ークにおける省電力化を実現するために、ONU のシャットダウン率の向上とエネルギーア

ウェアなルーティングが提案されている [20]。 

提案方式は以下の３つの要素から構成する。 

 

（１） WOBAN アーキテクチャ 

WOBAN のアーキテクチャを図 1.5-6 に示す。OLT は光パワーをスプリッタで分割し

ONU に送信し、ONU はゲートウェイに接続している。そしてゲートウェイからワイヤレ

スルータ、ユーザまでをワイヤレスで接続する。ONU から OLT に送信を行う上り通信で

は、時分割を使用し、OLT から ONU に送信を行う下り通信では、OLT は全ての ONU に

対してブロードキャストする。  

 

 
図 1.5-6  WOBAN アーキテクチャ 

 

表 1.5-1 シミュレーション諸元 
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（２） エネルギーアウェアな WOBAN デザイン 

一日を通して、時間帯によってトラヒック負荷は変動するため、負荷の少ない時間は選択

的にいくつかのノードをスリープ状態にすることで、ネットワーク全体としてエネルギー

消費を減少させることが可能である。特に負荷の低い ONU をスリープ状態にすることによ

り、WOBAN における ONU のエネルギー消費を減少させる。スリープ状態への切替方法

は、アルゴリズム１に記載する。 

 

アルゴリズム１ 

負荷の下限を Low Watermark(LW)、上限を High Watermark(HW) と定義 

初期化： LW と HW の初期値を設定 

測定： 一日の異なる時間において OLT が対応する入力キューの長さを測定し、異

なる ONU におけるトラヒック負荷を定量化 

決定： 負荷＜ LW  ONU をシャットダウン 

負荷＞ HW  ONU はアクティブ，他の ONU を作動 

その他  ONU はアクティブのまま 

 

（３） エネルギーアウェアなルーティング 

エネルギーアウェアなルーティングでは、既に確立されたパスを優先的に使用することで

新たなパスの使用を回避する。そのため、リンク容量を超えない範囲で負荷の大きなリン

クから使用することになり、負荷の小さい ONU はアルゴリズム１により、スリープさせる

ことが可能である。これには、リンクの重み付けをする必要があり、リンクの残留容量を

使用する。トラヒックフローがリンクに流れる際、元の容量からトラヒックフローを引い

たものがリンクの重みとなる。送信元から宛先までをルーティングするために、最も容量

が小さくなるようなパスを探索する。しかし、他のメトリック （ホップ数や遅延） を使

用した場合、最短経路とはならず、パスの平均長が増加する可能性がある。本問題に対処

するために、hop offset を使用する。使用目的はパスの平均長を減少させることである。hop 

offset を m と仮定し、m を各ホップのパスの重みに足す。n ホップの経路においてパスの

重みは、パスの残留容量 ＋n×m となる。hop offset の選択は、ネットワークの接続がどの

程度の遅延に耐えるかに依存する。平均パス長が極端に増加しないように hop offset を選択

する必要がある。平均パス長が極端に長くなった場合、ワイヤレス伝送数が増加している

と考えられる。本アルゴリズムをアルゴリズム 2 に示す。 
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アルゴリズム２ 

初期化： 各リンクに初期容量を割り当て 

Link State Advertisement(LSA)： ノードから各リンクに定期的にリンクの重み等

を広告 

リンク重み付け： 各リンクに追加の Hop Offset を追加し更新 

経路計算： 送信元から手先間の最短経路探索 

選択されたパスの重みを更新 

 
（４） 特性評価 

シミュレーションにはカリフォルニア大学 Davis 校近辺にてオフィス街、学校、住宅地

のエネルギー使用状況が異なる３シナリオを考慮する (図 1.5-7)。また、１日を３時間ごと

に分割し 8 回測定を行う。表 1.5-2 にシミュレーション諸元を示す。 

 

表 1.5-2 シミュレーション諸元 

 
図 1.5-7 使用トポロジー 

 

（５） ONU のシャットダウン率 

図 1.5-8 に各アルゴリズムにおける ONU のシャットダウン率を比較した結果を示す。

Regular mode と比較し、アルゴリズム１を使用した Power-save mode は 30～50％の

ONU がシャットダウンされ、Energy-Efficient Routing では、最大で 60％の ONU がシャ

ットダウンされた。これはアルゴリズム１に加え、アルゴリズム２によりパスが集約され、

負荷が小さい ONU には追加の負荷がかかりにくいためである。 
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図 1.5-8  ONU の稼働率 
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１．６ アクセス系の低消費電力化技術 

現在、世界全体の二酸化炭素排出量の約 2％が ICT 関連の活動によるものであり、2020

年には 3％まで上昇すると推定されている [21]。さらに現在の ICT 分野において、エネル

ギー効率の優れた技術が導入されなかった場合、世界全体の固定ネットワークが消費する

総電力は、2025 年までに 1.5TW (およそ原子力発電所４基分) に到達すると推定されてい

る [22]。 

現在の通信ネットワークでは、主にアクセス系が電力を消費している。この理由は単にア

クセス系のネットワークを構成するデバイスの数が多いためである。例え PON (Passive 

Optical Network) のような光アクセス技術の導入が１ビットあたりの電力消費量を削減し

たとしても、今後 10 年間は固定光アクセスネットワークの消費電力量が、固定光ネットワ

ークの消費電力量の大部分を占めるものと考えられている [21][22]。従って、アクセス系

における低消費電力化は重要な問題の一つであると言える。以下に、プロトコルからのア

プローチ、アーキテクチャからのアプローチ、その他のアプローチについて説明する。 

 

１．６．１ プロトコルからのアプローチ - ONU のスリープモード 

本節では ONU のスリープモードについて説明する。ONU についてはシステム集約の効

果は当然のことながら現れない。しかしながら、ユーザの数だけ ONU は設置されるため、

全体での消費電力量は多くなる。そのため ONU の消費電力を削減することはシステム全体

の消費電力の削減に大きく寄与する。消費電力の削減手法として、ONU をスリープモード

へ移行させる研究が行われている [23]。 

現在のTDM-PONでは、OLTは、宛先が異なるONUを含めすべてのアクティブなONU

に対してダウンストリームトラヒックを送信する。図 1.6-1 に OLT および n 個の ONU の

動作時間を示す。白色部分は非動作時間であるので、スリープモードにすることで消費電

力の削減が期待できる時間帯である。 

 

 
図 1.6-1  OLT および ONU の動作時間 

 

現在の TDM-PON でスリープモードを実現するためには、ONU はスリープモードから
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の復帰と共に OLT との同期を回復する必要がある。スリープモードから復帰する段階とし

て、(1) OLT クロックの回復 (Trecovery)、(2) OLT クロックとの同期 (Tsync) がある。ONU

が帯域割当やデータの送受信の前に必要とするオーバーヘッド (Toverhead) は、 

Toverhead = Trecovery + Tsync 
と表すことができる。図 1.6-2 にスリープモードからの復帰プロセスを示す。 

 

 
図 1.6-2  ONU における動作プロセス 

 

OLT クロック同期時間 Tsync は、使用されるフレームおよび MAC プロトコルに依存す

る。図 1.6-3 (a) に GPON におけるコントロールフレームの一部を示す。GTC フレームの

先頭に physical control block (PCB) が挿入されており、このビット列により物理的な同期

を取得する。PCB は 32n 秒であるのに対し、GTC フレームのヘッダ長は 125µ 秒となって

いるため、同期における最大遅延は 125µ 秒程度ということになる。図 1.6-3 (b) に EPON

におけるコントロールフレームの一部を示す。EPON フレームは GPON よりく、最大送信

ユニット (MTU) は、マルチポイントコントロール (MPC) ヘッダより始まる 1,500 バイ

トである。MPC 内に同期をとるための start position delimiter (SPD) と呼ばれるプリア

ンブルが用意されている。従って、同期による遅延は GPON 以下と予想される。 

    
(a) GPON                    (b) EPON 

図 1.6-3  GPON および EPON におけるコントロールフレームの一部 

 

図1.6-4に現在のGPONあるいはEPONのONUの受信構造を示す。まず、光検出器 (PD)
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において光信号を電気信号へ変換する。次に相互増幅器 (TIA)、制限増幅器 (LA) を通し

た電気信号をクロック・データ・リカバリー (CDR) 回路に入れる。CDR は回復したデー

タをデシリアライザー (DMUX) へ送り、DMUX は並列したデータをデジタル回路の後方

へ渡す。 

 
図 1.6-4 従来の ONU 受信構造 

 

本構造におけるスリープモードの実現方法を手法１とする。手法１ではアナログ回路の前

方およびデジタル回路の後方の各素子をオフにする。各素子の消費電力は表 1.6-1 となる。 

 

表 1.6-1  ONU を構成する素子の消費電力 

 
 

手法１では、OLT クロック回復のために continuous mode CDR (CM-CDR) が使用され、

2-5ms の時間が必要とされる。 

そこでクロック回復時間を短縮するために、手法２として burst mode CDR (BM-CDR) 

を使用したタイプが提案されている (図 1.6-5)。手法２では、ローカル発振器 (LO) を用い

てスリープモード中に OLT クロックに関連したクロック同期を維持する。通常時の

BM-CDR の入力信号は LA から送られ、スリープモード時は LO から送られる。BM-CDR

は常にオンである必要があり、電力を消費するが、スリープモードから抜け出すためのオ

ーバーヘッドを小さくすることが可能である。オーバーヘッドを小さくすることにより、

ONU が動作する時間を短縮することが可能となる。また、製造上の追加コストが大きくな

いことも利点として挙げられる。 
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手法２の欠点としては、正確な LO クロックが不可欠である点である。この欠点を克服す

るために、手法３として手法１にスリープモード管理をする回路を導入したタイプが考え

られる （図 1.6-6）。 

 

  
 

 

 

図 1.6-7 および図 1.6-8 に手法 1～3 を用いてスリープ時間を可変にした場合の電力消費

削減率および TDM タイムスロットを可変にした場合の電力消費削減率についての評価結

果を示す。図 1.6-7 に示すように、スリープ時間が 30ms 以下の場合、手法２および手法３

は手法１に比べて 10％程度の消費電力の削減が見込まれる。一方、30ms 以上の場合、手

法１が最も消費電力の削減が見込まれる。また、図 1.6-8 に示すように、TDM タイムスロ

ットが一定以下の場合、手法 3 が手法 1 よりも消費電力の削減が見込まれる。一方、TDM

タイムスロットが一定上の場合（つまりスリープ時間が増加する場合）には、手法１の方

が大幅に消費電力を削減することが見込まれる。 

 

  
図 1.6-7 スリープ時間と電力削減率   図 1.6-8 TDM タイムスロットと電力削減率 

図 1.6-5  BM-CDR を用いた 

スリープモード手法 

図 1.6-6  CM-CDR およびスリープコント 

ロールを実装したスリープモード手法 
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１．６．２ アーキテクチャからのアプローチ 

（１） アクティブな ONU 数を考慮した OLT の設計 

TDM-PON におけるアクティブな ONU 数を考慮した OLT (Optical Line Terminal) ラ

インカードの設計について説明する。現在、サービス継続性の観点からセントラルオフィ

スに存在する OLT は常に電源がオンになっている。OLT は多数の OLT ラインカードより

構成されており、１カードは 16 または 32 の ONU を管理する。OLT における電力消費量

を低減すべく、アクティブな ONU の数に応じて OLT ラインカードも電源をオン/オフする

提案がなされている [24]。 

図 1.6-9 に提案方式の概念を示す。図 1.6-9 (a) のように、OLT ラインカード数に対応す

る数の光スイッチを設置する。ここでは簡単のため、OLT を構成するカード数を４とした。

図 1.6-9 (b)～(e) は、トラヒックの割合に応じて OLT ラインカードをオンにする状況を示

している（赤がオン、緑がオフ）。  

 

 
図 1.6-9  OLT と光スイッチ 

 

ONU が所属する OLT ラインカードを変更させるために、OLT-ONU 間に光スイッチを

設置しているが、スイッチコンフィギュレーションに必要とされる遅延を考慮する必要が

ある。ここでは、EPON と GPON の場合についてそれぞれ検討していく。 

EPON では、スイッチコンフィギュレーションが 50ms より小さければ問題ないと考え

られる。IEEE802.3ah によると EPON において、送信すべきトラヒックのバッファの有無

にかかわらず、ONU は 50ms ごとに GATE メッセージを送信する必要がある。従って、ス

イッチコンフィギュレーションが 50ms 以上かかる場合には、サービスの継続性に支障をき

たすと考えられる。 

GPON では、スイッチコンフィギュレーションは 125µs 以下である必要がある。ITU-T 

G.984.3 によると、GPON において ONU はデータの送受信を 125µs の GPON フレームご
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とに行う。下がって、125µs 以下でスイッチコンフィギュレーションを行えば、サービスの

持続性に支障は生じない。 

本提案では、光スイッチを多数使用するが、光スイッチが非常に高価であるという問題を

解決する必要がある。現在、光スイッチは大別すると４種類ある。 

(a) opto-mechanical switch 

(b) micro-electro-mecanical system (MEMS) 

(c) electo-optic switch 

(d) semiconductor optical amplifier switch） 

本提案では、そのうち最も低価格である opto-mechanical switch を使用する。 

全ての Amsterdam Internet Exchange member ports の一日の平均的なトラヒックを参

考に、削減可能な電力量を算出する。図 1.6-10 (a) に一日のトラヒックプロフィールを、(b) 

および (c) にそれぞれスイッチ数を変えた提案方式による OLT の使用割合を示す。 

 

 
図 1.6-10  １日のトラヒックプロフィール 

 

N×N の光スイッチを使用した場合 (今回は N=4)、22.474％の消費電力の削減が見込まれ

る。一方、低価格という点で現実的な手法である 2×2 スイッチの直列配置の場合、18.151％

の消費電力の削減を見込むことができる。 

 

（２） LR-PON による集約効果 

LR-PON の集約における消費電力効果について説明する [25]。サンプルとして 14 の CO 
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(Central Office)、125,000 ユーザのある町をユーザ数の多い４つの CO に集約することを

考える。各 ONU は多い順に選ばれる （N1>N2>N3>N4）。また、図 1.6-11 のように最も

多い CO は Master CO とする。Master CO はメトロネットワークに最も近く、３つの Slave 

CO と接続されている。表 1.6-2 は OLT における ONU の充填率 （filling ratio） による

１ユーザあたりの消費電力を示す。 

 

表 1.6-2  OLT port と充填率による消費電力 

    
図 1.6-11  Master および Slave CO 

 

1OLTは最大4,096ユーザ容量を持つ （16card、4PON ports/card、64ユーザ/PONports）。

OLT が最大 4,096 ユーザを持つとき充填率は 100％で消費電力 W/user は最も低くなる。

ここで、図 1.6-12 に示すように、６つのシナリオにおいて集約効果を検討する。(a) (b) は

パッシブシナリオで、(a) は G-PON (64 ユーザ、20km、パワーバジェット:13～28dB)、(b)  

は (a) に+3dB パワーバジェットを持つシナリオで （１つの PON でユーザ２倍を収容）、

初期の値から充填率を２倍にする。しかし、元々の 64 ユーザ以上にはならないようにする

ことで、充填率を 50％に抑えるシナリオである。送受信の消費電力は (a) と同じとする。

(c) (d) (e) (f) は EB (Extender Boxes) を持つアクティブシナリオで、Master CO のみ OLT

を持つ。Slave CO は EB を持ち、(c) は (a) を 60km に長距離化（Master CO の OLT か

ら Slave CO の EB を経由するアーキテクチャ）したもので、(d) は (b) を 60km に長距離

化したものである。(e) は 1:4EB を Slave CO に置き、長距離化および４倍の分岐数を可能

にする。これは Slave におけるポート数を減らすためである。充填率は４倍になる、(f) は 

(e) と (b) を合わせたもので、初期状態から Master OLT のポート数は半分に削減され充

填率は２倍になる、Slave CO では充填率は４倍になる。本アーキテクチャを用いて消費電

力比較を行う。 
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図 1.6-12 各 LR-PON 比較モデルのアーキテクチャ 

 

EB (1:1) の消費電力は 11W、 EB (1:4) は 23W とし、また、初期の充填率は 25％に設

定する。この 25％は実際の OLT の使用状況から設定した。図 1.6-13 および図 1.6-14 は電

力消費量と Master CO の平均充填率を示す。結果は必然的だが、消費電力と充填率は関係

があることを示している。充填率が高い場合、消費電力は低い。(a) は 1.18W/user で、(b) 

は充填率が２倍であるので 0.59W/user である。しかし、OLT を持つ CO の数に変化はな

い。EB の使用により伝送距離が伸長することで、充填率が増加し消費電力を減らすことが

できる。そして、CO を一つに集約することができる。(c) において消費電力に改善はない。

(d) (e) においては、Slave CO の OLT ポートの数が減少するため、充填率が改善し、電力

消費を抑えることができる。(f) はベストな提案で、充填率に関して master CO は２倍、

slave CO は４倍になる。結果として、(b) (f) は (a) と比較して、125,000 ユーザにて年間

で消費電力を約 600,000kWh 抑えることができる。(f) に関しては、高い充填率を示すので、

CO における機材コストを抑えることができる。 

 
図 1.6-13 電力消費量 
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図 1.6-14 平均充填率 
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１．７ IPTV 配信サービスの実現と課題 

１．７．１ IPTV 配信サービスの種類と技術課題 

GE-PON の普及に伴い、各家庭に光ファイバを用いて IPTV サービスを実現できる環境

構築が進んでいる。日本では、2011 年の地上波 TV のデジタル化に伴い、付加価値の高い

放送サービスの実現が求められている。映像の高精細 (HD) 化と薄型 TV の大画面化が進

展し、通信の広帯域化により、放送と通信の融合に向けた技術が検討されており、IPTV 配

信サービスは有力なサービスの１つとして期待されている。 

表 1.7-1 に IPTV サービスの要求条件と技術課題を示す。IPTV サービスは、ダウンロー

ド型、VOD （Video On Demand） 型、放送型の３種類に分類できる [26][27]。  

 

表 1.7-1 IPTV の要求条件と技術課題 

サービスの種類 要求条件 技術課題 
ダウンロード型 高速ダウンロード 

大容量映像の保存 
広帯域化 
HDD 大容量化 

VOD 型 高品質な配信 広帯域化 
帯域制御 

放送型 高品質な配信 
同一性の確保 
匿名性の確保 
地域限定性の確保 

多チャネル配信 
広帯域化 
帯域制御 
マルチキャスト 

 

ダウンロード型 IPTV サービスは、家庭のハードディスクに映像コンテンツをダウンロー

ドし視聴するなど、インターネットを通してコンテンツをダウンロードするサービスであ

る。ハードディスクの大容量低コスト化に伴い、サービスの普及が加速している。VOD 型

IPTV サービスは、視聴者からの要求により VOD サーバから映像データをストリーム配信

し、IPTV 端末で受信しながら視聴するサービスである。VOD 型 IPTV の基本は、ユニキ

ャスト配信である。映像帯域は数 100kbit/s から数 10Mbit/s になり、１チャンネル程度の

映像であれば快適に見ることができる。放送型 IPTV サービスは、地上波や CATV と同様

に全チャネルの放送番組や映像をあらかじめ配信しておき、視聴する時にチャンネルを選

択切替して視聴するサービスである。放送型 IPTV は放送電波による TV では数 10 チャネ

ル、CATV では 100～400 チャネルが配信されるため、広帯域のアクセスネットワークが必

要となる。現在はダウンロード型や VOD 型 IPTV サービスが主流であるが、放送型 IPTV

サービスの普及も期待されている。 

これら 3 つのサービスの要求条件と技術課題は、以下のとおりである。ダウンロード型

IPTV サービスでは、大容量コンテンツをいかに高速にダウンロードするかが重要な課題で

ある。VOD 型 IPTV サービスでは、高品質な映像配信の実現が課題である。映像帯域が大
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きい高画質な番組を視聴する際に、通信ネットワーク帯域が十分でない場合には、パケッ

ト損、パケット転送遅延、ゆらぎが発生し、映像の画質が劣化する。ネットワークの広帯

域化、帯域制御技術による映像帯域の保証が必要となる。放送型 IPTV サービスでは、地域

限定性の確保、同一性の確保、匿名性の確保等の放送要求条件、高品質な配信が課題とな

る [27]。地域限定性の確保とは、放送事業者が放送免許エリアのみに映像を配信すること

である。同一性の確保とは、全視聴者が同じ放送品質の複数のチャネルを同時視聴もしく

は同時録画出来ることである。匿名性の確保とは、放送事業者が、視聴者が選択している

番組を知ることは出来ないことである。この放送型 IPTV サービスの実現方法として、１チ

ャネル分の帯域で全 IPTV 端末に映像配信可能な IP マルチキャスト配信が利用されている。

しかし、同一性、匿名性の確保の要求条件を満たすためには、複数のチャネルを同時に配

信する多チャネル配信を実現しなければならず、現在のアクセスネットワークでは帯域不

足である。現在の放送電波による TV では数 10 チャネル、CATV では、250～350 チャネ

ル、HDTV では 100 チャネル以上必要となる。また複数のチャネルを同時に配信する場合、

チャネルの切替方法と切替時間の高速化が課題となる。さらに、地域限定性の確保を満た

す放送サービスを実現するためには、マルチキャストで映像を配信するエリアを制限する

必要がある。このように、アクセスネットワークにおける多チャネル配信、広帯域化、帯

域制御、マルチキャストが重要な課題となる。 

このように、IPTV サービスの普及のためには、アクセスネットワークの技術、同一性の

確保、匿名性の確保などの技術的要件の検討が必要となる。 

 

１．７．２ PON 技術を用いた IPTV 配信サービスの実現 

TDM-PON 技術を用いた放送型 IPTV アーキテクチャの具体例について示す[26][28]。地

上波と同様に映像コンテンツを多数の IPTV 端末に配信し、同一性と匿名性を確保出来る

多チャネル配信の実現を目的としている。多チャネル配信とは、複数のチャネルをあらか

じめ ONU まで配信しておくことである。ここでは、ONU までチャネル配信することに

よって、CATV サービスと同様な匿名性の確保が実現できるものと想定している。 

図 1.7-1 に PON を用いた放送型 IPTV アーキテクチャを示す。IPTV 端末、放送サーバ、

IP 放送マルチキャスト管理サーバおよび PON から構成される。放送局内に設置された放

送サーバは HD 映像をマルチキャストネットワークに IP マルチキャスト配信する。ONU

は IGMP (Internet Group Management Protocol)や MLD (Multicast Listener Discover) 

を用いて、あらかじめマルチキャストグループに帰属することで、多チャネル配信が実現

可能となる。ONU はチャネル機能が実装され、IPTV 端末と連携した HD 映像の選択切替

機能を搭載する。OLT は下りの帯域制御機能が実装され、HD 映像とインターネットの帯
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域を制御する。 

最初に、IPTV 端末は IP 放送マルチキャスト管理サーバに問い合わせをし、IPTV チャネ

ル情報からマルチキャストアドレスを取得する、次に IPTV 端末は、ONU に IPTV チャネ

ル選択要求を行う。この結果、ONU で選択された HD 映像は、ホームネットワークを介し

て IPTV 端末に転送され再生される。 

 

 
図 1.7-1 放送型 IPTV アーキテクチャ 

 

PON を用いた放送型 IPTV アーキテクチャの実現に伴い、PON のブロードキャストを用

いて、効率的に IPTV 映像を配信する方式を紹介する [27][29]。  

PON のブロードキャストとは、光信号が光スプリッタでコピーされ、すべての ONU に

配信されることで実現する。図 1.7-2 に PON のブロードキャストフレームを用いた配信シ

ステムを示す。IP マルチキャストパケットを ONU に配信する際に、ブロードキャストフ

レームを活用し、帯域利用効率の向上を図っている。OLT は IP マルチキャストパケットを

受信すると、すべての ONU に転送するブロードキャストフレームにマッピングして配信す

る。図 1.7-3 に示すように、IP マルチキャストパケットは OLT の L2 スイッチレベルの電

気レベルでコピーされることなく、光スプリッタでコピーされ、全 ONU に同じ IP マルチ

キャストパケットが同時配信される。 
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図 1.7-2  PON のブロードキャスト 

 

 
図 1.7-3 光スプリッタによるコピー 

 

１．７．３ アクティブ型マルチキャスト 

光スプリッタを使用した従来の PON と異なり、アクティブ型の PON である ActiON で

は、10nsec 以下での超高速方路切替を達成する PLZT (PlombLanthanum Zirconate 

Titanate) 光スイッチが使用される [30]。しかし、１スロット内において通信可能な ONU

が１台に限定されるため、マルチキャストおよびブロードキャストを行う際には送信先の

ONU の数だけスロットを使用する必要があり、帯域の浪費が生じる。この問題を解決する

ため、 PLZT 光スイッチを光スプリッタのように動作させることで、マルチキャストを実

現する方法が提案されている [31]。図 1.7-4 に PLZT 光スイッチの内部構造および動作を

示す。PLZT 光スイッチはマッハツェンダ構造を有し、(a) に示す最小単位の光スイッチを

アレイ状に接続することで、大規模な光スイッチを構成する。導波路上に設置された２個

の電極に電圧を印加することにより、 (b) (c) に示すように、所望の方路へ光信号をスイッ

チングする。このとき、２個の電極にそれぞれ中間的な電圧を印加することで、(d) に示す

ように、入力した光信号を光スプリッタのように分割し、２ つの方路に出力させることが

可能である。この動作を PLZT 光スイッチの分配モードと呼ぶ。図 1.7-4 の入力ポート A

から一定パワーの光を入力した場合の出力ポートXにおける光パワーの変化を図1.7-5に示

す。分配モードを使用した場合、光スプリッタと同様に光パワーの損失が発生する。 
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ActiONの系全体で、同時に分配モードとなるPLZT光スイッチ数を制限することにより、

ActiON の特徴である多ユーザ収容・長距離伝送を維持しながら、最小スロット数で ONU

に対しマルチキャスト配信を行う方式について検討が行われている [31]。図 1.7-6 に分配

モードを使用した場合の動作例を示す。図 1.7-6 に示すように、光スプリッタの代わりに光

スイッチを使用した場合でもマルチキャスト配信が可能である。 

 

 
図 1.7-6 分配モードを使用した光スイッチのマルチキャスト配信 

図 1.7-4  PLZT 光スイッチの動作 
図 1.7-5 PLZT 光スイッチの 

出力パワーの変化 
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１．８ 光アクセスネットワークの高信頼化 

１．８．１ 概要 

従来、光アクセスネットワークではコアネットワークやメトロエリアネットワークと比較

して、高信頼化に関する検討は少なかった。その理由は、光アクセスネットワークを介し

て提供されるサービスがベストエフォートのインターネット接続にほぼ限られていたため、

高信頼化よりもネットワークの冗長性を抑え低コストで実現することが優先されたためで

ある。しかし、近年では光アクセスネットワークの発達・普及により、IPTV や VoIP とい

ったリアルタイム性サービス、あるいはインターネットバンキングやオンライントレード

などといった接続断の許されないサービスが、光アクセスネットワークを介して提供され

るようになっている。また、1.1 節において述べた通り、次世代光アクセスネットワークで

は伝送距離の延長、および収容加入者数の増加が要求条件として掲げられている。従って、

次世代光アクセスネットワークでは従来と比較して、ネットワーク障害の発生時により多

くの加入者に影響が及ぶことが考えられる。こうしたことから、高信頼化は次世代光アク

セスネットワークにおいて必須要件であると言える。 

ネットワークの高信頼化には、ネットワーク装置や伝送路を冗長化することで耐障害性を

向上させる場合と、ネットワーク装置自体を改良し信頼性を向上させる場合とが存在する。

以下では、主に前者による光アクセスネットワークの高信頼化手法について述べる。 

 

１．８．２ PON プロテクション 

ITU-T G.983 Broadband PON (B-PON)では、OLT や ONU、伝送路の冗長化によるプロ

テクション方式を規定している [32]。図 1.8-1 に本勧告において規定される４種類の冗長

化構成 （Type A, B, C, D） を示す。Type A では幹線ファイバ、Type B では OLT と幹線

ファイバ、Type C および Type D では PON 全体に対し、正常系とは別に予備系を設置す

る。正常系において障害が発生した場合、伝送路を予備系に切り替えることで通信を継続

する。正常系から予備系への切り替え時間は 50ms 以内と規定されている。また、Type C

および Type D では OLT-ONU 間を完全に二重化しているため、通常時に予備系を利用して

エクストラトラヒックを伝送可能である。 
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図 1.8-1  ITU-T G.983 による PON 冗長化構成 

 

一方、IEEE により標準化されている GE-PON および 10GE-PON においては、現在に

至るまでプロテクション方式の規格は存在しておらず、ITU-T の PON プロテクション方式

を拡張により適用可能であることが付記されているのみである。しかし、現在、1.1 節にお

いて述べた IEEE P1904.1 SIEPONのTask Force 3において、GE-PONおよび 10GE-PON

における PON プロテクションに関する検討が行われている。 

ITU-T G.983 で規定された PON プロテクション方式は正常系と予備系が 1:1 で対応する

ため、設置コストが著しく増大するという欠点が存在する。そこで、より低い設置コスト

で PON プロテクションを実現する標準化外手法として、予備系を複数系統の PON で共有

する方式が多く提案されている。最も代表的な方式として、type H と名付けられた N :1 の

プロテクション方式である [33]。図 1.8-2 に type H の構成を示す。type H では OLT-光ス

プリッタの区間を冗長化の対象とする。N 系統の PON の内いずれか１系統の OLT-光スプ

リッタ間において障害が発生した場合、光スイッチを操作し予備系に切り替えることによ

って通信を継続する。 
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図 1.8-2 プロテクション type H 

 

また、上記とは異なるアプローチとして、ツリー型ではなくリング型やメッシュ型のトポ

ロジー上で PON を実現することにより、信頼性向上を図る方式も存在する。次節では光ア

クセスネットワークにおける具体的なプロテクション方式の研究例を示す。 

 

１．８．３ 高信頼化方式の研究例 

（１） N:M 負荷分散方式を適用した PON の高信頼化 （NTT アクセスサービスシステ

ム研究所） 

本研究では、正常系と予備系が N:M (N<M) で対応するプロテクション方式を提案して

いる [34]。図 1.8-3 に本プロテクション方式の構成を示す。本方式では、スプリッタを２

段構成とした PON を使用する。第１スプリッタ （分岐比 k1） と第２スプリッタ （分岐

比 k2） の間に、接続を自由に組み替え可能な光スイッチを複数の PON にまたがる形で設

置し、支線ファイバ単位で接続を切り替え可能とする。光スイッチには第１スプリッタに

よって分割されたファイバ (M×k1) 本と、第２スプリッタからの支線ファイバ (N×k1) 本

が入力されており、OLT 側の {(M-N)×k1} 本の余剰ファイバを予備系として利用する。 
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図 1.8-3 N:M 負荷分散方式を適用した PON プロテクション方式 

 

図 1.8-4 にプロテクション動作を示す。OLT 故障あるいは OLT－第１スプリッタ間断線

時には、(a) のように支線ファイバの接続先を他の正常な OLT へ切り替える。また、第２

スプリッタを 1:k2 から 2:k2 へ変更し予備支線ファイバを追加することにより、(b) のよう

に支線ファイバ断線にも対応可能となる。 

 

 
図 1.8-4 N:M 負荷分散方式を適用した PON プロテクション方式の動作 

 

本プロテクション方式では、正常時に冗長 OLT のエクストラトラヒックを複数の ONU

で利用できる利点が存在する。さらに、正常時には各 OLT が収容する ONU の数を動的に



45 

 

変化させることが可能であり、加入者の要求条件に応じた帯域割り当てや負荷分散が可能

である。 

 

（２） Scalable Advanced Ring-based passive Dense Access Network Architecture 

(SARDANA) (欧州 FP7 プロジェクト） 

SARDANA は、メトロアクセス融合型の大規模な WDM/TDM-PON の構築を目的とした

プロジェクトである [35]。 

図 1.8-5 に SARDANA のアーキテクチャを示す。SARDANA は WDM を用いたメトロリ

ングと TDM を用いたアクセスツリーのハイブリッド構造を有する。Central Office (CO) 

および Remote Node (RN) を WDM リング上に配置し、各 RN の配下に従来の PON で使

用されているアクセスツリーを２個ずつ配置する。 

 

 
図 1.8-5  SARDANA アーキテクチャ 

 

SARDANA では、WDM リング上、すなわち CO-各 RN 間の伝送路上において発生した

障害に対し、プロテクションが可能である。CO-RN 間において障害が発生した場合、CO

は伝送路を反対回りに切り替え ONU との通信を継続する。図 1.8-6 に 2009 年 5 月に行わ

れたプロトタイプ実験の様子を示す。RN は左回り・右回りの両方向の信号を波長フィルタ

および光スプリッタを使用して Add/Drop 可能な構造となっている。本実験において、ファ

イバ切断時に 1dB 未満のペナルティで伝送路切り替えが可能であることが検証された。 
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図 1.8-6 実験アーキテクチャ 

 

（３）2x2 光スイッチを用いた大規模光スイッチングネットワーク （慶應義塾大学） 

本研究では、2x2 の導波路型光スイッチを用いて大規模な光スイッチングネットワークを

設計する手法について初歩的検討を行っている [36]。大規模光スイッチングネットワーク

においては、1.8.1 節と同等の理由から高信頼性の確保が必須である。また、コストや消費

電力の観点から光増幅器の使用を最小限にとどめるため、基地局—ユーザ間の光損失を低

く抑える必要がある。 

図 1.8-7 に典型的なトポロジーを用いて、大規模光スイッチングネットワークを構成した

例を示す。単純なツリー型トポロジーの場合 （図 1.8-7 (a) ）、光ファイバや光スイッチに

おいて障害が発生した場合、１台以上のユーザが必ず通信不可能となるため信頼性が低い。

ITU-T G.983 “type C”のように、ツリー全体を二重化した場合 （図 1.8-7 (b) ）、高信頼性

は確保されるが使用光スイッチ数が２倍となり、設置コストの増大が懸念される。一方、

リング型トポロジーの場合 （図 1.8-7 (c) ）は、基地局—ユーザ間に左回りと右回りの２経

路を確保するため信頼性は高い。しかし、基地局—ユーザ間で光信号が多数の光スイッチ

を経由するため、挿入損失の影響をカバーするために光増幅器が必要となってしまう。 
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 (a) ツリー型トポロジー             (c) リング型トポロジー 

 

 
(b) ２重化ツリー型トポロジー 

図 1.8-7 典型的なトポロジーによる大規模光スイッチングネットワーク 

 

図 1.8-8 に本研究における提案アーキテクチャを示す。本アーキテクチャでは 2x2 光スイ

ッチを用いて小規模なリング型トポロジーをツリー状に接続する。各 2x2 光スイッチでは

光信号を１段下あるいは１段上のリングへスイッチング可能である。各リングにおける光

信号の周回方向は、光信号をネットワークに入射した際の方向によって一意に定まる。 

本アーキテクチャでは、ツリー構造の導入により単純なリング型トポロジーと比較して基

地局-ユーザ間における経由光スイッチ数が減少し、光損失を抑制する。これにより、少数

の光増幅器の使用で多数のユーザの収容を可能とする。また、基地局およびユーザに回線

終端装置 （LT: Line Terminal） をそれぞれ２個ずつ設置し、各ユーザに対し同一の 2x2
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光スイッチを共有しない独立した２経路を設置する。従って、ネットワーク上のいずれか

１個の 2x2 光スイッチにおいて障害が発生した場合に、障害発生箇所を経由しない経路に

切り替えることにより、基地局-ユーザ間の通信を継続可能となる。図 1.8-8 には、例とし

て基地局-ユーザ２間の２経路を点線で示している。 

また、本アーキテクチャは、リング段数および各リングの光スイッチ数を適切に選択する

ことにより、所定数のユーザを二重化ツリーよりも少ない光スイッチ数で収容可能である。 

 

 
図 1.8-8 高信頼・低光損失を実現する大規模光スイッチングネットワーク 
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１．９ 次世代光アクセスネットワークの研究例 

１．９．１ Scalable Advanced Ring-based passive Dense Access Network Architecture 

(SARDANA)  

SARDANA は、メトロアクセス融合型の大規模な WDM/TDM-PON の構築を目的とした

プロジェクトである [37][38][39][40]。SARDANA という名称は、スペイン・カタルーニャ

地方で行われる大勢が手をつなぎ輪になる伝統的な民族舞踊に由来する。本プロジェクト

は FP7 （欧州第 7 次研究・技術開発の枠組み計画） に採択され、2008 年１月から 2010

年 12 月までの３年計画で実施された。 

図 1.9-1 に SARDANA のアーキテクチャを示す。SARDANA は、WDM を用いたメトロ

リングと TDM を用いたアクセスツリーのハイブリッド構造を有する。Central Office (CO) 

および Remote Node (RN) を WDM リング上に配置し、各 RN の配下に従来の PON で使

用されているアクセスツリーを２個ずつ配置する。SARDANA は波長帯に変更はあるもの

の、チップセットについては XG-PON との互換性を有する。ただし、RN の構成上映像信

号のオーバーレイは不可能である。伝送速度は下り 10Gbps 上り 2.5Gbps であり、ユーザ

あたり 100Mbps〜10Gbps をフレキシブルに割り当てる。RN の最大配置数は 16 である。

最大伝送距離は100km、最大ユーザ数は16RN×2ツリー×32ユーザ＝1,024ユーザである。 

 

 
図 1.9-1  SARDANA アーキテクチャ 

 

図 1.9-2 に RN のアーキテクチャを、表 1.9-1 に RN のスペックを示す。RN は電源不要

な構造を有する。各 RN には波長フィルタと光スプリッタが備えられ、固定的に割り当て

られた波長の Add/Drop を行う。Add/Drop による光信号の損失は Erbium Doped Fiber 

(EDF) により増幅される。ポンプ光は CO より供給されたものを用いる。 
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ONU は Reflective Semiconductor Optical Amplifier (RSOA) を用いカラーレス化され

たものを利用する。下り光信号は受信時に再変調され上り光信号として再利用される。 

 

 
図 1.9-2  RN のアーキテクチャ 

 

表 1.9-1  RN のスペック 
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2009 年 5 月には最初の実装実験がローマにおいて行われている。図 1.9-3 に実験アーキ

テクチャを示す。本実験では 105km のリングを構成し、RN2 個、３波長を使用した。ポン

プ光は 1,480nm で 1.2W 未満とした。図 1.9-4 に下り方向 （DN） および上り方向 （UN） 

における受光感度を示す。BER=10-9 を達成する受光感度は下り-33dBm、上り-36dBm で

あった。ファイバ断時のリルートによるペナルティは、両方向ともに１dB 未満であった。

また、2010 年 10 月にはフランステレコム （Orange） の施設を用いたフィールドトライ

アルが実施されている。 

 

 
図 1.9-3 実験アーキテクチャ 

 

  
図 1.9-4 実験結果（左：下り 右：上り） 
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また、表 1.9-2 は SARDANA を含めたアクセスネットワークにおける消費電力を示し、

図 1.9-5 は想定するアクセスネットワークのトポロジーを示し、図 1.9-6 は消費電力の比較

を示す。SARDANA (1) は現状のテストシステムで、SARDANA (2) は技術が成熟しマー

ケットに入る頃のコンポーネントの使用を想定した場合である。図 1.9-6 より SARDANA 

(2) の消費電力 [W/(Gbit/s)] が低いことがわかる。 

 

表 1.9-2 各光アクセスネットワークモデルで使用されるパラメータ 

 
 

 

 
図 1.9-5 アクセスネットワークオプション 
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図 1.9-6 アクセスネットワークオプションにおける消費電力[W/(Gbit/s)] 

 

１．９．２ Hybrid WDM/OCDM-PON （シャリフ工科大学） 

インターネットを介して提供される様々なサービス （例： VoIP、 IPTV、 ビデオ会議） 

に柔軟に対応するために、WDM および OCDM を利用したマルチレート伝送・マルチ QoS

を実現可能な次世代 PON システムの研究が行われている [41]。 

WDM-PON は、現在主流の TDM ベースの PON （例： GE-PON, G-PON） の何倍も

の帯域をユーザに提供する手段として注目を集めている。しかし、使用可能な波長数がユ

ーザ数に対して少ない上、ユーザごとに個々の波長を割り当てるため帯域利用効率が低下

するという問題が存在する。一方、OCDM-PON はユーザごとに異なる光直交符号を割り

当てる方式であり、非同期ユーザ間で波長資源を共有することが可能である。しかし、複

数のユーザが同じ波長を用いて信号を伝送することにより Multiple Access Interference 

(MAI) と呼ばれる干渉ノイズが発生する。したがって、各ユーザに対して所望の QoS を保

証するためには同時に伝送可能なユーザ数を制限する必要がある。 

そこで、本研究では WDM-PON と OCDM-PON を組み合わせることで上記の問題を解

決し、さらにマルチレート伝送やマルチ QoS を実現することで複数サービスの共存に対応

する。さらに、マルチレベルシグナリング技術と光論理ゲートに基づく干渉除去装置を使

用することで MAI の影響を軽減する。 

図 1.9-7 に WDM/OCDM-PON における帯域割り当ての様子を示す。図 1.9-7 では OCDM

の符号数は Nc、WDM の波長数は Nwであり、合計で Nc×Nw台の ONU を収容する。OCDM

では図 1.9-8 の右下に示すような長さ・重みの異なる光直交符号  （Multi-Length 

Variable-Weight Optical Orthogonal Codes: MLVW-OOCs） を用いる。光直交符号では、

符号長が長いほど伝送レートは減少するが、使用可能な符号数が増加する。また、符号の

重み （符号中の‘1’の数） が多いほどユーザの QoS は向上するが、使用可能な符号数は減
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少する。本提案では、サービスクラスに基づいて使用する MLVW-OOC の長さ・重みを設

計する。例えば、高い QoS 保証が必要なユーザは重みの大きい符号を用いるクラスに、高

い伝送レートが必要なユーザは短い符号を用いるクラスに分類する。 

 

 
図 1.9-7  WDM/OCDM-PON における帯域割り当て 

 

 
図 1.9-8 光直交符号の種類 

 

WDM/OCDM-PON における最大伝送レートは、符号長が最も短いクラスの伝送レート

に制限される。WDM/OCDM-PON では超高レート伝送を要求するユーザをサポートする

ために、OCDM-PON と波長および伝送路を共有することが可能である。図 1.9-9 に

OCDM-PON と WDM/OCDM-PON の帯域共有の様子を示す。本方式では、全符号のうち

一部を OCDM-PON に、残りの符号を WDM/OCDM-PON に割り当てる。図 1.9-9 では符
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号 C1〜Ck が OCDM-PON に、Ck+1〜CNc が WDM/OCDM-PON に割り当てられている。

OCDM-PON ではすべての波長 λ1〜λNw にわたる光信号に対し、同一符号により符号化を

行う。従って、符号を割り当てたユーザに対して超高レート伝送を提供可能である。残る

ユーザに対しては、前述した WDM/OCDM-PON により、各ユーザの所望する QoS 保証や

伝送レートに応じて柔軟に帯域割り当てを行う。 

 

 
図 1.9-9  OCDM-PON と WDM/OCDM-PON の帯域共有 

 

１．９．３ 長距離 DWDM ハイブリッド PON （韓国電子通信研究院） 

本研究では、既存の G-PON の長延化およびリンク容量の増大を可能にするために、

DWDM-PON および Reach Extender  (RE) を用いたハイブリッド PON を提案している 

[42]。 

図 1.9-10 に (a) 既存の G-PON および (b) ハイブリッド PON の敷設方式を示す。(a) 既

存の G-PON では、図の範囲をカバーするため最低 7 カ所に Central Office (CO) を配置す

る必要がある。一方、(b) ハイブリッド PON では、CO を１箇所に統合し、CO を排した地

点には代わりに RE を配置する。図 1.9-11 にハイブリッド PON の詳細なアーキテクチャを

示す。CO には G-PON および DWDM-PON の OLT が設置される。CO-RE 間では

DWDM-PON が使用され、RE ごとに１波長が割り当てられる。RE は光信号の 3R 再生機

能および DWDM-PON から G-PON への変換機能を有する。RE-ONU 間は G-PON が使用

される。分岐数は RE あたり 128 である。 

下り通信では、G-PON OLT から送信された 1,490nm の光信号が DWDM-PON OLT に

おいて C バンド （32 チャネル） の光信号に変換される。光信号は DWDM-PON のリン

クを伝送され RE に到達し、AWG によりフィルタリングされた後、内蔵 ONT において

G-PON の波長に変換されると同時に、G-PON Transmission Convergence (GTC) フレー

ムの再生が行われる。再生された信号は、G-PON のリンクを伝送され、G-PON の ONT
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へ到達する。一方、上り通信では、G-PON ONT から送信された 1,310nm のバースト光信

号が逆の経路を通り RE に到達する。バースト光信号は、RE において下り通信と同じ波長

の連続光信号に変換される。光信号は DWDM-PON のリンクを伝送され、DWDM-PON 

OLT に到達し、再び G-PON の 1,310nm の光信号に変換され、G-PON の OLT へ到達する。 

本ハイブリッドPON では、COの削減によりCAPEX/OPEXの削減が可能である。また、

幹線光ファイバあたり最大で 40km 伝送、4,096 加入者を実現する。 

 

 
図 1.9-10 既存の G-PON およびハイブリッド PON の敷設方式 

 

 
図 1.9-11 ハイブリッド PON のアーキテクチャ 

 

１．９．４ WDM/TDM ハイブリッド型メトロアクセス融合型次世代アクセスネットワー

ク （三菱電機） 

本研究では、現在のアクセスネットワークが抱える課題を解決するために、メトロ・コア
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向け技術として注目されている Optical Transport Network (OTN) を用いた WDM/TDM

ハイブリッド型メトロアクセス融合アクセスネットワークを提案している [43]。 

図 1.9-12 に本ネットワークの OLT および RN の構成を示す。また、図 1.9-13 に上り通

信帯域制御方法の概要を示す。本ネットワークでは現在のコアネットワークの配下に OLT

を配置し、メトロネットワーク （ROADM リング） の配下に RN を配置する。RN あた

り 64トランスポンダを収容し、ODNを介してトランスポンダあたり最大 32台を収容する。 

 

 
図 1.9-12 OLT および RN の構成 

 

ONU-RN 間では現在使用されている 32 分岐の ODN を流用し、10GE-PON で規定され

たフレームフォーマットおよび波長を用いて通信を行う。RN は上りバースト信号を終端し、

GE-PON フレームと OTN フレームを相互変換する機能を有する。OTN は Ethernet フレ

ームを直接収容できるよう標準化が進められており、10GE-PON との親和性が高い。

OLT-RN 間では RN ごとに１波長を割り当て、連続光による OTN 通信を行う。OLT は RN

配下の ONU に対する上り TDM 制御を一括して行う。 

PON の多分岐化はフレームのオーバーヘッド増加により帯域利用効率の低下を招くが、

本方式では、ODN あたりの分岐数が既存方式と変わらないため、PON 区間の帯域利用効
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率を 75％程度に維持することが可能である。また、RN が 3R 再生装置としての役割を果た

すため、OLT-ONU 間伝送距離の延伸が可能になる。さらに、本方式ではアクセス系機器の

機能を集約することにより、CAPEX/OPEX の低減および省電力化が期待される。 

 

 
図 1.9-13 上り通信帯域方法の概要 

 

１．９．５ アクティブ型光アクセスネットワーク (日立製作所) 

本研究は、スプリッタの代わりに導波路光スイッチを用いたアクティブ型光アクセスネッ

トワークを提案している [44]。導波路光スイッチは、Ethernet スイッチ等の電気処理を行

うスイッチに比べ消費電力が低く、超高速なスイッチングが可能である。図 1.9-14 に PON

とアクティブ光アクセスのアーキテクチャを示す。 
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図 1.9-14  PON とアクティブ光アクセスとの比較 

 

光スイッチは、スプリッタに比べ光パワーの挿入損失が小さいため、多ユーザ化および長

距離伝送が可能となっている （128ONU、40km）。多ユーザ長距離により、システムの集

約効果を得ることができる。また、PON においては、スプリッタを使用する構造上、悪意

ある ONU が他の上り通信に干渉することが可能であったが、本システムでは、スイッチを

用いることで物理的に１対１通信が確立するため悪意ある ONU の干渉を防ぐことができ

る。 

アクティブシステムでは、PON と違いデータ送信前にスイッチを制御する必要がある。

図 1.9-15 は制御フレーム、図 1.9-16 は Dowstream、および図 1.9-17 は Upstream データ

送信を示す。 

各パラメータは以下のとおりである。 

tr : OSW が制御フレームを受け取る時間 

Ts : 切替え遅延 

Tc : 制御フレーム処理遅 

Tf : データ送信時間 

Tr : シグナル搬遅延 

tg : Grant start time 

 

図 1.9-15 制御フレーム 
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本システムでは OLT、OSW および ONU で同期を取り、OSW は OLT から送られるス

イッチコントロールフレームに記述されるスイッチングスケジュール通りにスイッチング

を行う。これにより、スイッチにおいてデータ解析を行うことなくオール光通信が可能と

なる。 

 

 
図 1.9-16  Downstream データ送信 

 

 
図 1.9-17  Upstream データ送信 

 



61 

 

 
図 1.9-18 OSW の構造         図 1.9-19 OSW プロトタイプ

システム 

 

また、図 1.9-18 に OSW 構造、および図 1.9-19 に OSW プロトタイプシステムを示す。

本研究では、プロトタイプシステムでの試験を成功させている。 

 

１．９．６ リモートリピータを用いた長距離・多分岐 EPON （メルボルン大学） 

本研究では、Remote Repeater Node (RN) を利用した EPON の長距離・多分岐化方式

を提案している [45]。RN において OLT-ONU 間を伝送されるフレームの監視・制御を行

うことにより、収容 ONU 数が増加した場合でも帯域利用効率および隣接 ONU 間の伝送遅

延を改善する。 

図 1.9-20 に本ネットワークのアーキテクチャを示す。本ネットワークでは既存の EPON

の２倍となる 64ONU を 1OLT により収容する。OLT-ONU 間のフレーム処理効率を高め

るため、ONU を２つのサブネットに分割し、各サブネットに RN を配置する。RN は受信

したすべてのフレームのヘッダ情報を監視し、すべてのONUのLogical Link ID (LLID) お

よび MAC アドレスを自身のフォワーディングテーブルに格納しておく。OLT から受信し

たフレームの宛先 MAC アドレスが配下のサブネット内に存在しない場合はフレームを破

棄する。これにより、OLT-ONU 間の帯域利用効率の向上を図る。また、ONU が同一サブ

ネット内の ONU へフレームを送信する場合は、OLT を中継せずに RN より ONU へ送信

する。これにより、隣接 ONU 間の伝送遅延および OLT の処理負荷を抑制する。 
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図 1.9-20 リモートリピータを用いた長距離・多分岐 EPON アーキテクチャ 

 

図 1.9-21 に RN の機能ブロック図を示す。RN は ONU から受信した上りフレームをバ

ッファ B1 へ格納する。その後、同一サブネット内の ONU あてのフレームはバッファ B4

へ格納し、それ以外のフレームは OLT へ送信する。一方、OLT から受信した下り方向のフ

レームはバッファ B2 に格納する。宛先がサブネット内に存在しない場合はフレームを破棄

する。Multi-Point Control Protocol (MPCP) メッセージを含むフレームは優先度が高いた

め、スケジューリング間隔の短いバッファ B5 へ格納し、それ以外のフレームはバッファ

B3 へ格納する。B5 に格納した MPCP メッセージを含むフレームは、12.24µs （最大フレ

ームサイズ 1518Byte のフレーム伝送時間とフレーム間ギャップの合計値） 待機した後

ONU に送信する。B3、B4 に格納したフレームは、B5 内フレームの送信処理の空き時間に

送信する。 
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図 1.9-21  RN の機能ブロック図 

図 1.9-22 にトラヒック増加に対する ONU あたり帯域幅のシミュレーション結果を示す。

RN が存在するネットワークでは、RN のフレーム破棄処理およびフレーム転送処理により、

高トラヒック時に ONU が使用可能な帯域幅が増加する。 

 

 
図 1.9-22 トラヒック増加に対する ONU ごとの帯域幅 

 

１．９．７ OFDM-PON （NEC Laboratory America） 

本研究では、光サブキャリアを水平偏波成分と垂直偏波成分に分け、携帯電話での MIMO 

（Multi Input Multi Output） 方式の考え方を取り入れ、偏光多重方式 （POLMUX : 

Polarization Multiplexing） と DSP 技術を活用した等価なしの直接検出方式により、

16QAM (Quadrature Amplitude Modulation) 方式を用いた 40Gbps の OFDM-PON の実

験確認結果について報告している [46]。1:32 分岐、SSMF (standard single mode fiber) に

よる伝送距離 20km の条件下で、ZF (Zero Force ※1) と ML （Maximum Likelihood ※2) 

を用いた DSP ベース処理により OSNR ( Optical Signal to Nose Ratio) の利得 21dB を

確保している。 

※1：推定した伝達係数行列Ｈの逆行列 （H－1） を各受信信号に乗ずるこ

とで各送信信号を検出する方法 

※2:与えられたデータの確率分布の母数について推測し、データを確率的に

最も良く説明する推定値を見つけるために用いられる方法 

周波数ドメインでの POLMUX-OFDM 信号の周波数スペクトルを図 1.9-23 に示す。直交

偏光面 Pol-X の CX と直交偏光面 Pol-Y の CYは互いに直交する光キャリア信号、fc は中間

Radio Frequency キャリア、SX,iは i 番目のサブキャリアの Pol-X 面での変調された OFDM

シンボルの複素数、FFT (Fast Fourier Transform) のサイズがNである時、SX,N-i+1はN-i+1

番目のサブキャリアの Pol-X 面での変調された OFDM シンボルの複素数を示しアナログ値
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を持つ。SY,i、SY,N-i+1は同様に、Pol-X 面で変調されたシンボルの値を示す。図 1.9-24 に示

すように、Pol-X 面および Pol-Y 面から出た変調信号は、光ファイバの中で偏光波の回転が

発生し、相互の信号の雑音源となる。 

 

 
 

 

図 1.9-25 に POLMUX-OFDMA-PON 実験システムの構成を示す。その特徴は、図 1.9-25

の右下に示す ONU 内の PolDemux Receiver (MIMO) 内に、block-diagonal equalization

機能を持たせ、従来 OFDM-ONU で必要であったコヒーレント受信器を取り除いているこ

とにある。FFT のサイズは 256 で、1/32 の繰り返しプレフィックスが適用される。トレー

ニングシーケンスは 128 OFDM データフレーム、fc は 12.5GHｚ、以前の評価結果と比較

するため 4×4 の ZF を使用した。 

 

 

 
図 1.9-25  POLMUX-OFDMA-PON 実験システムの構成 

 

 

 

Experimental setup for POLMUX-OFDMA-PON with direct detection over 20km SSMF 

plus 15dB attenuator. (PC = polarization controller; IM = intensity modulator; ECL = 

external cavity laser; ATT = attenuator; PBC/PBS = polarization beam 

combiner/splitter) 

図 1.9-23  POLMUX-OFDM 信号の 

周波数スペクトル 

図 1.9-24  POLMUX-OFDM 伝送の 

チャネルモデル 
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１．９．８ 時分割サービスアグリゲーションネットワーク（慶應義塾大学） 

本研究では、1.9.5 節において述べたアクティブ型光アクセスネットワークをベースに、

プロトコルの異なる複数の通信サービスを時分割多重により統合的に収容する大規模な全

光ネットワークの構築を目指している [47]。 

図 1.9-26 に本ネットワークのアーキテクチャを示す。本ネットワークでは、超高速導波

路光スイッチにより構成されたツリー型の伝送網により、OLT-ONU 間を光トランスペアレ

ント接続する。OLT は Field Programmable Gate Array (FPGA) 等の書き換え可能な集積

回路を用いて構成し、通信サービスごとの仮想 OLT をソフトウェア的に実現する。通信サ

ービスとしては、インターネット接続、IPTV、専用線サービス、モバイルバックホール、

遠隔データセンタ間通信などを想定している。各仮想 OLT は個々の通信プロトコルに従い、

データフレームの生成および符号化・復号化を実行する。同様に、ONU はユーザの所望す

る通信サービスに応じて仮想ONUを生成し、仮想OLTからのデータフレームを受信する。 

 

 
図 1.9-26 時分割サービスアグリゲーションネットワークのアーキテクチャ 

 

図 1.9-27 に本ネットワークにおける帯域割り当ての例を示す。本ネットワークでは、各

仮想 ONU に対しタイムスロットを論理リンクとしてアダプティブに割り当てる。タイムス

ロットの割り当て量および割り当て周期は、各通信サービスにおいて保証すべき QoS（最

小帯域幅、最大遅延量、ジッタ等）および通信プロトコル上の制約（接続維持や輻輳制御

におけるタイムアウト値等）を考慮して動的に計算する。 
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図 1.9-27 帯域割り当ての例 

 

本ネットワークの実現により、通信インフラの統合および電気処理を行うノードの削減に

よる消費電力の大幅な削減が見込まれる。また、独自の通信プロトコルを使用する新規サ

ービスを低コストで参入させることが可能となり、ネットワークサービス市場の活性化を

もたらす。今後は光スイッチ制御方式やデータ転送手順、WDM との併用等について研究を

行う予定である。 
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第２章  キャリア向けメトロトランスポート技術 （ＭＰＬＳ－ＴＰ） の動向 

 

２．１ はじめに 

本調査検討は、高信頼かつ効率的なパケットベースの次世代トランスポート技術方式とし

て、国際標準化が進行中の「MPLS-TP (Multi-Protocol Label Switching - Transport 

Profile) 技術」について、メトロおよびコア領域への適用可能性を探ることを目的として行

ったものである。MPLS-TP は、1997 年 IETF (Internet Engineering Task Force;インタ

ーネット技術の標準化を推進する任意団体) にて標準化された MPLS (Multi-Protocol 

Label Switching) を基に、従来の伝送システム同等の保守・運用・管理機能をパケット交

換網上で実現するトランスポートシステム・アーキテクチャを持つプロトコルである。2006

年 か ら ITU-T (International Telecommunication Union - Telecommunication 

Standardization Sector) で国際標準化作業が始まった MPLS-TP は、当初 T-MPLS 

(Transport MPLS) としてデータプレーンフォーマットのみを MPLS から流用し、保守・

運用・管理に関しては既存の MPLS と無関係に規格制定を行う方向であったが、既存 MPLS

とのバックワードコンパチビリティを懸念する声の高まりから、2008 年３月、IETF へ標

準化の場を移し、現在、その中の MPLS-TP ワーキンググループにて検討が進められてい

る。 

 

２．２ MPLS と MPLS-TP 

２．２．１ ＭＰＬＳ 

2009 年に開催された第 74 回 IETF 会合の MPLS ワーキンググループ [1] において、

MPLS[2] の生誕 12 周年が祝われた。10 年以上にわたって、MPLS は VPN、BGP 不要な

IP コアネットワークの構築、トラヒックエンジニアリング (TE) 等の ISP にとって一般的

なサービスを提供している。IETF において 2008 年に制定されたプロトコルに関する成

功・不成功の解析を行った RFC 5218 [3] においても、MPLS は公式に成功したプロトコ

ルとして認定されている。ここでいう成功とは、①広く実用化されること、②当初の設計

目標を達成していることの２点を言う。RFC 5218 では、MPLS は当初の設計目標を超越

してプロトコル設計がなされたこと、MPLS が設計された時期には想定されなかった領域

においても利用されていることの２点より、”wild success”なプロトコルと認定されている。 

MPLS 成功の源泉は単純さと柔軟性にある。MPLS は 20 bit のラベル情報と、TTL 領域、

３bit のサービスクラス指示領域、スタック最下層指示ビット (S ビット) の合計 32 bit の

情報をパケットに付加するのみである。 

ラベルは IP アドレスと同様に、パケットの転送 (フォワーディング) に利用される。IP
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アドレスと異なり、ラベルは構造や構成を持たない純粋な数値である。また、IP アドレス

と異なり、ラベルはリンクローカルあるいはノードローカルで意味を持ち、ネットワーク

内を転送されるホップごとに書き換えられる。このラベル書き換えは、ラベルの“スワッピ

ング”と呼ばれ、ラベルを付与することを“プッシュ”、ラベルを除去することを“ポップ”と呼

ぶ。これらの呼称は、スタックの操作で使われており、ラベルもまたスタックすることが

可能であることを意図している。このスタックは、MPLS において階層化を実現するため

に利用されている。スタック操作は、MPLS のデータプレーンにおいて必須の動作である。 

ラベルに基づいたパケット転送は、IP アドレスによるパケット転送を超える利便性を有

する。その威力と IP との大きな違いは、トラヒック転送の仕組に起因する。IP は、宛先に

基づいた転送の枠組に属しており、パケット転送時には IP ヘッダ中の宛先アドレスを解釈

することが必須となる。MPLS では、IP パケットを MPLS ドメインに入力される際に FEC

と呼ばれるグループに所属させる。同一 FEC に所属する IP パケットは同一の転送取り扱

いを受ける。つまり、LSP に沿って IP パケットは転送されていく。MPLS の設計コンセプ

トとしては、FEC は IP パケットのヘッダ情報のみならず、アプリケーション単位に設定す

ることが可能となっている。 

コントロールプレーンにおいては、MPLS は単一の制御プロトコルを必須とはしていな

い。これが MPLS のもう一つの強みであり、柔軟性につながる。コントロールプレーンで

動作させるプロトコルは、LDP [4] と RSVP-TE [5] から選択することができる。選択の基

準は、ネットワークサイズ、ネットワーク中での MPLS の果たす役割、サポートされてい

るアプリケーション等となる。 

以上が MPLS の成功した簡潔なまとめであり、MPLS が当初想定されたアプリケーショ

ンを超越して利用された理由でもある。もう一つ MPLS の成功例を挙げると、IP とは異な

る他の領域への適用がある。GMPLS (Generalized Multi-Protocol Label Switching) [6] が

良い例である。GMPLS では、MPLS の設計当時には想定されていなかったタイムスロッ

トや波長といった転送方式に対して MPLS のコントロールプレーンが適用されている。ま

た、MPLS に対しては、MPLS 自身を頑強にするための仕組みとして FRR [7] が追加され

ている。もう一つの成功例は、疑似回線 (Pseudowire [8] ) 提供技術である。疑似回線によ

り、レイヤ２フレーム (Ethernet) を MPLS 網で転送することでネットワークのコンバー

ジェンスやマイグレーションが実現されている。また、疑似回線の対象技術も日々追加さ

れている。 

このような広く利用されているプロトコルに対しては、多くの人は標準化においては改変

期・収束期を過ぎて維持期に至っていると考えるかもしれない。しかしながら、MPLS は

現在もなお拡張が議論されている。現在では、MPLS-TP [9] をパケット伝達網 (PTN) に
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適用させる拡張が進められている。 

 

２．２．２ MPLS-TP 

MPLS-TPは、IETFにおいてはかなり特別な進め方がなされている。MPLS-TPは、ITU-T

の T-MPLS が開始点となっている。T-MPLS は、伝達網向けのコネクションオリエンテッ

ドなパケット交換技術と位置付けられていた。T-MPLS は、IETF に移管されて後、

MPLS-TP と名称変更がなされ、位置付けの再定義が行われた。再定義を行う理由としては、

T-MPLS には、既存の IP/MPLS と整合性が取れていない部分が存在していたためである。

IETF と ITU-T とで議論した結果、２つのオプションが提示された。 

(a) オプション１：ITU-T で非 MPLS なものとして開発を進める。 

(b) オプション２：MPLS の設計管理者である IETF に移管して、拡張版 MPLS を開発

する。 

最終的にオプション２が選択され、IETF で作成された RFC に従って、ITU-T の既存

T-MPLS 用標準化文書 (Recommendation) を改訂していくこととなった。 

ITU-T と IETF は、まったく異なった世界観を持っていた。回線交換主体 vs パケット交

換主体、QoS 主体 vs ベストエフォート主体である。しかしながら、MPLS-TP においては、

両標準化機関からの参加者が協力して仕様制定を進めた。この転換は容易ではなく、しば

しば両者は激しく衝突した。そのため、両者の技術用語の変換用辞書を作成することから

作業が開始された。幾つかの未だに引きずっている課題は残っているものの、仕様制定は

進行している。技術的に深い部分の議論はまだ行われているが、要求条件 [10]、アーキテ

クチャ  [11]、フレームワーク [9] といった文書が既に RFC 化されている。 

MPLS-TP がどのように定義されたについて以下に示す。広義には、MPLS-TP は MPLS

技術を ITU-T が定義する PTN を構築できるように改良したものである。これは従来から

ある SDH/SONET といった伝達網技術を、高可用性、QoS サポート、運用性といった特徴

を保持したまま、よりパケットとの親和性を高めたものである。 

これは MPLS と疑似回線技術をできる限り流用し、ITU-T の PTN 要求条件に合致する

ように新たな機能拡張を最小限追加することで達成された。PTN 要求条件は、一般、OAM

（Operation Administration and Maintenance）、マネージメントの３本の RFC  (RFC 

5654 [10]、RFC 5860 [12]、RFC 5951 [13] ) としてまとめられている。この取組はすべて

の MPLS ツールキットの機能を PTN 様に新規に定義するのではなく、既存の MPLS ツー

ルキットから不要な機能を削除し、必要な機能を追加する形で実装が進められた。図 2.2-1

に示すように、MPLS-TP は MPLS の機能すべてを利用するのではなく、MPLS の必要十

分なサブセットを定義し、MPLS が果たし切れていない機能を追加したものである。 
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図 2.2-1 MPLS-TP に向けた新たな MPLS の定義 

 

２．２．３ IP/MPLS では使われるが、MPLS-TP では使われない機能 

前節で述べたように、MPLS-TP は IP/MPLS のサブセットである。排除された機能に対

しては、利用されないしかるべき理由が存在する。例えば、PHP 機能は制定された OAM

ツールに対する不都合が発生するため、MPLS-TP からは排除されている。最終ホップの１

ホップ前のルータでラベルを除去する PHP は、OAM の仕組が機能するための重要な情報

をも除去してしまうからである。同様な理由で ECMP（Equal-cost multi-path routing）

も排除されている。ECMP では、マルチパスを１本の LSP として管理運用し、フロー単位

でどのパスに収容するかを決定している。OAM パケットも一つのフローになってしまうた

め、特定のパスに OAM パケットが収容され、他のパスには OAM パケットが流れないとい

う状態が発生する。ちなみに、これは Ethernet における Ling Aggregation (LAG) [14] で

も発生する。OAM パケットは、データパケットと運命を共有する (故障発生時に同じ振舞

をする) という OAM 的な強力な要求条件があるが、ECMP あるいは LAG 利用時にこの要

求が満たされないため、キャリアからの強力な要請により ECMP は排除された。しかしな

がら、ECMP が使えるように拡張を行うべきであるという提案も Huawei 等から IETF に

対して行われてきており、具体的な拡張として OAM 用の BFD を LAG にて利用可能とす

る提案が出てきている [15]。 

IP/MPLS と MPLS-TP の一番の違いは、MPLS-TP において IP は必須要件でなく、オプ

ションであることである。言い換えれば、IP が利用不可な環境においても MPLS-TP は機

能することが要求されている。IP/MPLS は、機器管理は SNMP で行う、警報の外部転送

は syslog や SMTP で行う、管理インタフェースは ssh や http を利用する等、様々な場面

で IP に依存しているため、この条件は大きなインパクトを装置設計に与えている。しかし

ながら、現在の伝達網の運用環境においては IP の存在には依存していないため、自然な要

求であるといえる。 

IP/MPLS では当たり前でも、MPLS-TP ではオプションになっていることはダイナミッ

クコントロールプレーンにも当てはまる。既存伝達網は長時間継続されるコネクションに
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より構成され、OSS がパスの設定や運用に使用されている。運用のルックアンドフィール

を継続するために、MPLS-TPにおいてはOSSにより運用できることが必須とされている。

このため、IP/MPLS で当たり前に利用されている、より進歩した運用方式であるダイナミ

ックコントロールプレーンの利用は、純粋に MPLS-TP ではオプションとなっている。 

 

２．２．４ IP/MPLS と MPLS-TP で共通の機能拡張 

IP/MPLS と MPLS-TP において、最も重要な共通要素はデータプレーン（D-Plane）の

整合性要求である。MPLS-TP は、IP/MPLS のデータプレーンに対して、一切の変更を行

うことはできない。前節で PHP 機能が MPLS-TP において排除されたことを述べたが、こ

れは IP/MPLS のデータプレーンとの非整合を引き起こしたりはしない。MPLS-TP は、

MPLS の完全なるサブセットとして制定されている。 

MPLS-TP を制定するにあたって、IETF は出来る限り IP/MPLS および既存技術の再利

用を行うことを試みた。例えば、IP ルータ間でルータの生死判別を行うためのプロトコル

である BFD （RFC 5884 [16] で MPLS 用 BFD を定義） が良い例である。BFD

（Bi-directional Forwarding Detection）は一般的に数 10 秒を要するルーティングメカニ

ズムによる生死判別よりも、極めて高速に障害発生を検知できるように設計されている。

伝達網においては、接続検証 (CC)、接続性確認 (CV)、遠隔障害通知 (RDI) といったノー

ドの生死確認、経路の正常性確認、終端点間の故障通知を行う機能を有することが求めら

れている。 

BFD は、簡単に言えば Hello Protocol である。数 10 ms といった周期にて定期的に装置

間でパケットを交換することで、装置やプロトコルソフトウェアの生死を確認することが

できる。パケットを交換する装置は必ずしも隣接する必要はなく、任意の装置間やプロト

コルソフトウェア間で BFD を稼働させることで、様々なレベルの生死判別が行えることが

特長となっている。 

BFD は少々の修正が必要であったり、MPLS-TP では使用されないオプションがあった

りするが、元々これらの機能を実現することが可能であった。そのため、IETF は MPLS-TP

の伝達網としての要求を完全に満たすソリューションとしてBFDを採用することを決定し

た。ITU-T 由来の技術に関しては、次節で記述する。同様に、パス経路のトレースに関し

ては、LSP-Ping （RFC4379 [17] で MPLS 用を定義） を採用した。 

RFC4379 で定義されている LSP-Ping は、IP パケットを用いて LSP の FEC を確認して

LSP の egress までのデータプレーンでの到達性を確認する”ping”モードと、データプレー

ンの故障点を発見するためにコントロールプレーンを経由して IP パケットを送出して経路

上の LSR の転送設定を確認する”traceroute”モードが存在する。 
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BFD および LSP-Ping は、MPLS-TP においては IP を利用しないように、後述する一般

連携チャネル (G-Ach [18]) を利用して非 IP のパケットを転送するように変更が加えられ

ている。BFD はコンフィグに従って能動的に動作する OAM 機能であるのに対して、

LSP-Ping はオンデマンドに動作する OAM 機能である。これらの OAM 機能は IETF で制

定され、ITU-T では受け入れが拒否されている部分であったが、ITU-T においても G.8113.2 

[19] として IETF で作成された RFC をそのまま受け入れる予定であるが、2011 年 12 月の

SG15 会合で不承認となったため動向が注目される。 

もう一つの MPLS-TP に対する要求は、OAM パケットが通常のデータパケットと生死を

共有することである。つまり、OAM パケットはデータプレーンのパス上を in-band で転送

される必要がある。OAM 機能は、IP およびダイナミックコントロールプレーン（C-Plane） 

が存在しない環境においても動作可能である必要がある。この要求に対しては、疑似回線

提供技術における連携チャネルが適合する。不幸なことに、連携チャネルは疑似回線提供

技術に対してのみ仕様制定されていたため、IETF はこの機構を LSP にも適用できるよう

に一般化を行った。MPLS-TP に対しては、一般連携チャネル (G-Ach) が伝達網環境での

OAM や他の制御機構を利用可能にするための中心的な機構となっている。パケットが

G-Ach に属しているのか、データプレーンに属しているのかをノードにおいて判別するた

めに、RFC 5586 [18] において特殊ラベル (GAL) が制定された。最終スタックのラベル 

(S=1)、かつ GAL にマッチしたパケットは制御チャネル (G-Ach) に属するものとして処理

される。End-to-End の LSP と連携する G-Ach を利用する場合、G-Ach には LSP と同一

ラベルがスタックされている。そのため、ノードにおいて G-Ach を認識するために TTL の

期限切れ処理が利用される。ラベルの TTL が期限切れになった際に、ノードは最終スタッ

クラベルをチェックする。そのラベルが GAL であった場合、連携チャネルのヘッダを見て

どのような OAM 動作が要求されているのかを判別するのである。この処理の概要を図

2.2-2 に示す。図中の４つのノード A、B、C、D が LSP の一部であり、 A と D が LER で

ある。LSP には TTL 値２のラベルが付与されたパケットが入力された場合、これは LSP

の２ホップ先のノードである C 宛を意味する。ノード C では、TTL が期限切れになるため

GAL が取り出され、パケットに記述された OAM メッセージが解釈されて機能が実行され

る。 
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図 2.2-2 一般連携ラベル(GAL)を用いた OAM 運用例 

 

２．２．５ MPLS-TP には存在するが IP/MPLS には無い機能 

ITU-T の PTN に対する要求条件を完全に満たすために、IP/MPLS にとって欠けている

特徴はネットワーク管理と可用性向上に対する OAM である。 

ITU-T は IETF に対して、ITU-T で定義された OAM モデルを持ち込んだ。このモデル

は新たな使用用語、OAM 構成、制限を MPLS-TP の OAM に対して要求していた。このモ

デルにおける最も基本的な OAM 構成要素は管理構成要素 (ME) と呼ばれ、伝達パス上の

二点間の関係を表している。OAM に関する操作はすべて ME に対して行われる。ME の端

点集合は管理構成要素群 (MEG) 、終端点 (MEP) として参照される。また、MEP 間に存

在する要素は MIP として参照される。MEP 間に MIP が存在しないことも有り得る。 

上記の OAM 枠組のまとめは完全なものではない。モデルはより一般化されているため、

上記は単なる機能名称定義として認識される場合もある。しかしながら、この枠組は OAM

をどのように実装することができるかという課題に対して大きな制限を与えている。例え

ば、MIP は外部からのトリガーなしに自らの OAM パケットを生成することは許可されな

い。この機能は MEP に割当られており、MIP は MIP 宛の OAM メッセージに反応するか、

単純に OAM メッセージを転送することが許容されている。これはアーキテクチャ的な制限

であり、幾つかの伝達網 (ATM、Ethernet) に対して適用されてきたものである。そのた

め、MPLS-TP の OAM 運用もこの枠組で制定されることが必要であった。 

パケットロスと遅延測定は、IP/MPLS が保有していなかった OAM 機能例である。制定

された RFC 6374 [20][21] では、G-Ach 上で転送されるシンプルなプロトコルによって測

定を行うこととなった。前述のように、可用性向上機能の組込も要求されている。可用性

向上とは、ネットワークの障害や転送能力の重大な劣化の発生時に、パケットを正常に転

送させる能力を回復させる機能のことである。光伝達網装置は、信頼性および可用性にお

いて高い性能を示してきていた。MPLS-TP も同様の性能を示すことが要求されている。そ

のため、例えば、MPLS-TP におけるリニアプロテクション [22] やリングプロテクション 
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[23][24][25] の実装が進められている。しかしながら、現在複数のドラフトで異なった仕組

の可用性向上提案がばらばらに進められており、整理統合が必要である。 

MPLS-TP の一部として MPLS に新たに追加されたのは、MPLS を伝達網として適用さ

せるためのものであり、IP/MPLS 環境に利用することを妨げるものは一つとして存在して

いない。MPLS-TP に追加されたものは MPLS の一部であり、MPLS と並列する技術では

ないということを忘れてはいけない。IP/MPLS と MPLS-TP として分類されて標準化され

たものとを併せて、図 2.2-1 のように新たな MPLS とするのである。 

 

２．２．６ MPLS-TP に含まれなかった機能 

これまで説明した MPLS-TP は、IETF において制定されたものである。MPLS-TP を標

準化する際に ITU-T から MPLS-TP に標準化の場を移し、OAM 等においては ITU-T の定

義した要求条件や ITU-T の OAM の考え方を取り入れて IETF 内で RFC 化を進めた。しか

しながら、具体的な OAM の実現ツールに関しては IETF が主張する BFD 由来の OAM ツ

ール (これは RFC 化されている [16][17][20][21][26] ) と、ITU-T が主張する Ethernet 

OAM 由来の OAM ツール(これは RFC 化されていない)の両方が議論され、決着がつかない

まま機器ベンダが OAM ツールの実装を進めた結果、IETF の OAM ツールのみを具備する

機器、ITU-T の OAM ツールの具備する機器、両者を具備する機器の両方が存在すること

になってしまっている。ITU-T では MPLS-TP の OAM ツールとして G.8113 シリーズを制

定しているが、G.8113.1 [27] として ITU-T 由来の OAM ツールを、G.8113.2 [19] として

IETF 由来の OAM ツールを記述する模様である。また、G.8113.1 に関しては、その題名が

"Alternative mechanisms for Operations, Administration and Maintenance of MPLS-TP 

networks using the tools defined in G.8013/Y.1731."と ITU-T 由来の OAM ツール

は”Alternative”と位置付けることになっていたが、G.8113.2 の状況により元の題名に戻る

可能性もある。 

 

２．２．７ 何故 MPLS-TP なのか 

前節までに MPLS-TP の概略を紹介し、伝達網の要求条件に対していかに適合性が高い

かを説明した。ここでは、何故 MPLS-TP なのかを説明する。 

パケット転送に基づいた技術を伝達網に導入することは、今日のネットワークがパケット

である IP トラヒックで占められているという事実により、要求が高まってきている。

MPLS-TP は、従来の回線交換に基づいた伝達網技術よりも、効率的にパケットに基づいた

サービスを取り扱えることが十分に期待できる。MPLS が既に多くの IP コア網に導入され

ており、MPLS はパケット交換ベースでコネクションオリエンテッドな技術であることか
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ら、PTN 実現のための候補技術として最適であった。MPLS を基本とすることは、既存の

大規模サービス提供事業者の IP コア網との相互運用を容易にする。幾つかの大規模サービ

ス提供事業者は、MPLS をコア網だけでなく、集約網やアクセス網にも適用していくこと

を宣言しており、MPLS-TP を利用することが期待されている。 

波長レイヤから IP ルーティングのレイヤに至るまで、どこかのレイヤに必要と思われる

機能を追加することは技術的に可能であれば十分に実現することができる。しかしながら、

機能を追加することはコストを追加することである。IP/MPLS は歴史的に極めて多くの機

能が追加されてきたため、必要以上に高コストになってしまっていると言える。MPLS-TP

を導入することで、IP/MPLS から高コストとしている主要機能を削除することができる。

例えば、IP で信頼性を向上させること、その信頼性を向上させた IP を使って IP ルーティ

ングプロトコルを稼働させることは IP に依存しない伝達網の世界では不要であるため、

MPLS-TP では削除可能な機能である。そのため、MPLS-TP は MPLS の利点のみを低価

格で提供できる。オプション的な機能が必要であればそれを導入することは禁止されてい

るわけではなく、GMPLS をコントロールプレーンに利用することもまったく問題無い。問

題はコストがメリットに見合うかどうかである。 
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２．３ 通信キャリアにおける MPLS-TP の導入状況 

本節では、具体的な導入状況および導入に向けた取り組みとして、NTT Communications

および Verizon の例を紹介する。 

 

２．３．１ キャリアグレード伝達網 OAM 

2.2 節において、MPLS-TP では伝達網の OAM の考え方が取り入れられたことを紹介し

たが、OAM の実装に関しても一般的な IP ルータの OAM 実装方式とは異なるキャリアグ

レード伝達網 OAM の実装が必要となることが考えられる。IP ルータの実装方式で実装す

るか、伝達網の実装方式を要求するかは、各キャリアの運用方針で決定されることである

が、装置製造においては根本的なアーキテクチャに関る重要事項である。図 2.3-1 に一般的

な IP/MPLS ルータで採用されている OAM 実装方式を示す。 

 

 
図 2.3-1 IP/MPLS ルータにおける OAM 実装 

 

図 2.3-1 においては、左から右へのパケット転送の例を示している。入力されたパケット

はラインインタフェース部において、OAM パケットと通常のパケットが判断され、OAM

パケットは OAM 処理部へ、通常のパケットはスイッチ部へと送られる。OAM 処理部では、

自ノードで終端されるパケットはデータ部に対応した処理を行い、自ノードを通過するパ

ケットは TTL の減算処理を行って該当する出力ラインインタフェース部へ、自ノードから

挿入されるパケットについても該当する出力ラインインタフェース部へと送られる。出力

ラインインタフェース部では、OAM 処理部から送られてきたパケットとスイッチ部から転

送されてきたパケットが多重されて隣接装置へと伝送されていく。図 2.3-1 では、ラインイ

ンタフェース部と OAM 処理部とが直接パケットの送受を行うイメージが記述されている

が、装置実装の観点からは、ラインインタフェース部では OAM パケットには OAM 処理部

行きの内部ヘッダを付与し、スイッチ部を経由して OAM 処理部へパケットを振り分ける形

態を、OAM 処理部から出力されるパケットは、該当出力ラインインタフェース部宛の内部

ヘッダが付与されてスイッチ部に入力される形態を採用することも十分あり得る。この場

合、スイッチ部の故障に対しては、 

（a） 図 2.3-1 の実装イメージのままでは通常パケットは転送されないのに対して、
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OAM パケットは転送されるため故障検知が行えなくなる。 

（b） スイッチを経由する実装では、OAM パケットが受信されないため、入出力伝送

路に故障が発生しているものと誤認する。 

といった運用上の不都合が生じる可能性が高くなる。 

この（a）（b）の不都合を解消できる OAM 実装アーキテクチャを図 2.3-2 に示す。 

 

 
図 2.3-2 キャリアグレード伝達網 OAM 実装 

 

OAM 処理部を入力部と出力部の両方に設置し、スイッチ部を OAM 区間として両側の

OAM 処理部において監視を行うことで、スイッチ故障発生時における故障検知不能問題を

解決するのである。（a）に対しては、スイッチが故障すると OAM パケットの転送も行わ

れなくなる。（b）に対しては図 2.3-3 に示すように、OAM パケットを振り分けるスイッチ

と、通常パケットを転送するスイッチとを分離することで、単一のスイッチ故障において

は切り分けが可能な装置構成となる。 

 

 
図 2.3-3 キャリアグレード伝達網 OAM 実装（スイッチによる 

OAM パケット振り分け実装構成例） 

 

２．３．２ MPLS-TP のキャリアサービスでの適用のされ方 

国際会議等で公表されている MPLS-TP の適用をまとめると次の３点となる。 

(a) 各種サービスを収容するプラットホーム（MPLS-TP と各種サービスは、サーバ・

クライアントの関係） 

サービスとしては、Ethernet、ATM、SDH/SONET、IP/MPLS 等を想定 

(b) MPLS-TPと IP/MPLSの相互接続運用（MPLS-TPと IP/MPLSはピアな関係） 

(c) MPLS-TPを IP/MPLSのクライアントとして運用（MPLS-TPドメイン間を IPMPLS
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のコア網が LSP を提供して接続。MPLS-TP と IP/MPLS はオーバーレイの関係） 

メトロサービスとして MPLS-TP を考えた場合、(a) (b) (c)いずれにおいても、MPLS-TP

は多用なサービスを収容する役割を担っている。また、(a) (b)においては長距離伝達網（コ

ア）網の役割を MPLS-TP が担っている。 

MPLS-TP 自体は、レイヤ 2.5 としてレイヤ３サービスを収容したり、レイヤ 1.5 として

レイヤ１サービスを収容したり、レイヤ 0.5 としてレイヤ１サービスを収容するのに利用さ

れる。装置間を伝送するためには、あらためてMPLS-TPパケットをEthernetフレームや、

GMP を介して OTN/ODU に収容する必要がある。 

 

２．３．３ Ethernet over XXX 技術の動向 

Ethernet サービスをターゲットする場合、図 2.3-4 に示すように  

(a) Ethernet を SDH/SONET の VC に GFP を利用して収容 

(b) Ethernet を OTN の ODU に GMP を利用して収容 

(c) Ethernet を Pseudo Wire (PW)を介して MPLS/MPLS-TP に収容 

(d) Ethernet を PBB [28] に収容 

の４方式が主体である。 

 

 
図 2.3-4 Ethernet 収容方式例 

 

(a) は既存の SDH 網への収容がターゲットであり、10Base-X、100Base-X、1000Base-X

といった主に低速系の Ethernet の収容に適している。(b) は 1000Base-X、10GBase-X、

40GBase-X、100GBase-X といった高速系の Ethernet 収容に適している。(c) は低速から

高速まですべての Ethernet に対して、統計多重効果を利用してより多くのインタフェース

を収容するのに適している。(d) は Native な Ethernet であるため、運用の一貫性という
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面で優れている。(c) と(d) に関しては、収容するサービスを Ethernet に限定した場合に

は、MPLS-TP 自体が下位レイヤに Ethernet を利用することが多いため、キャリアは

MPLS-TP OAM と Ethernet OAM の両方で管理運用する必要がある点で、Ethernet OAM

だけで管理運用が可能な PBB が優れていると言える。 

近年では、Ethernet サービスの増大に加えて、レガシーサービスとなりつつある ATM

サービスの巻き取りも期待されている。ATM を PBB に収容する技術は市場には出回って

いないと思われるが、今すぐにサービス提供の要求があれば実現可能なレベルのものであ

ると考える。一方、ATM over MPLS [29] は PW（Pseudo Wire）において既に実用化され

ている技術であり、また、低速な TDM 回線を PW で収容する TDM over MPLS [30] も実

用化されている。このように、やればできる技術 (PBB：Provider Backbone Bridge) に対

して、既存技術がデファクト化されて運用にコストがかかる決定を凌駕して、 (c) の導入

がメトロエリアにおいては今後進んでいくものと推測される。 

一方、データセンタ内部においては、単一技術での網構築がコストの観点から最優先とさ

れ、Native Ethernet での利用が進んでいる。しかしながら、データセンタ間の Ethernet

接続に対しては、Native Ethernet の利用は基本的に専用線サービスとなるため、IP/MPLS

を利用した低コストな VPN サービスが好まれる傾向にある。そのため、データセンタ内の

管理運用者からは、Ethernet として取り扱うことが可能な PBB over IP/MPLS/MPLS-TP 

をサポートした装置に対する要望が高まっている。 

OTN と MPLS-TP との比較では、どちらも多様なクライアント信号の収容が可能であり、

一概にどちらが優れているとは言えないが、多数の低速な信号を多重化して収容し統計多

重効果を利用して低コストなサービス提供を行いたい場合は MPLS-TP が優れており、高

速な信号を収容する、あるいは QoS に厳しいサービスを収容する場合には OTN が優れて

いる。図 2.3-5 に定性的な比較を示す。 

 

 
図 2.3-5 OTN と MPLS-TP へのサービス収容比較 

 

簡単な定量的な比較として、以下の例を提示する。GbE を OTN の ODU4 に収容する場

合、最大 96 本収容可能である。一方、MPLS-TP を介する場合は、ラベル (32bit) 分のオ

ーバーヘッドが必要となる分収容効率が低下する。帯域１Gbpsを要求するフルGbEでは、
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96 本未満となることは明らか (具体的な本数は、MTU やフレームサイズ依存) であるが、

UNI が GbE で、LSP としての帯域要求が 100Mbps 程度であれば、数 100 本以上の UNI

を収容可能となる。 

QoS に大きく影響を与えるスイッチング時間に関しては、OTN はフレームサイズに依存

せず固定 (TDM) となるが、MPLS-TP はサイズ依存で場合によっては、OTN よりも小さ

くなることもある。 

 

 

２．３．４ NTT Communications の MPLS-TP への取組 

（１） サービスアグリゲーション網への MPLS-TP の導入 

NTT Communications は、2008 年に MPLS-TP をサービス網への導入を行っている。

当時は、T-MPLS に基づいた装置が利用されていたが、2010 年には MPLS-TP に準拠した

装置に更新されている。 

MPLS-TP 導入の大きな目的は、これまで ATM を利用して構築していたサービスアグリ

ゲーション網の維持管理のための更改である。現在のサービスアグリゲーション網の概要

を図 2.3-6 に示す。 

 

 
図 2.3-6 NTT Communications のサービスアグリゲーション網の概要 

 

サービスアグリゲーション網は、アクセス網とコア網の間を接続する位置に存在してお

り、ADSL、Ethernet、ATM、STM といった加入者へ提供されている様々なアクセスライ

ンにより提供されている様々なサービスを、アクセスラインを終端することでサービスの

データを一度 ATM に収容し直す役割を担っている。それぞれのサービスデータは、コア網

内に位置する OCN、IP-VPN、e-VLAN、専用線といった様々なサービスごとの伝達網に

ATM 網を用いて転送されている。 

このアグリゲーション網をMPLS-TP網に置換し、アクセス網から入力されるSTM、ATM、
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Ethernet、IP 等の様々なデータを MPLS-TP に収容することが必要となる。2.3.3 節で述

べたように、比較的低速な様々なデータを効率良くサービス収容するのに MPLS-TP が

Ethernet より適しているため、MPLS-TP が採用されていると推測される。 

図 2.3-6 では、アクセス網、アグリゲーション網、コア網と並んでいて、アグリゲーショ

ン網がメトロ網的な位置に存在するように見ることもできるが、実際にはアグリゲーショ

ン網と MPLS-TP で提供するコア網とを一体化した、日本国内をカバーするような網が構

築されている。MPLS-TP 網の全体概要を図 2.3-7 に示す。 

 

 
図 2.3-7 2010 年の MPLS-TP 網構成概要 

 

MPLS-TP 網は、2008 年 12 月に東京－大阪で E-Line (Ethernet 専用線) サービスを提

供するために導入されたのを皮切りに装置導入が進められた。 

図 2.3-7 では、アグリゲーション網用の 10 Gbps パスが MPLS-TP XC small (日立製

AMN1700シリーズ等) とMPLS-TP XC Large (日立製AMN6400シリーズ等) の間に設定

されており、北海道、東北、北関東、南関東、東海、北陸・関西・四国、中国、九州の８

拠点にてアグリゲーション網がコア網に接続されていることが分かる。また、E-Line サー

ビス用の 10Gbpsパスと 2.4Gbpsパスがメッシュ状にMPLS-TP XC Largeノード間に設定

されており、E-Line サービスのコア網が MPLS-TP で提供されていることがわかる。つま

り、E-Line サービスに関しては、アグリゲーション網からコア網までが MPLS-TP で構成

されているのである。 

 

（２） Ethernet サービスへの MPLS-TP の導入の特徴 

NTT Communications は、Premium Ethernet サービスを提供しているが、MPLS-TP
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は Premium Ethernet サービス提供に大きく貢献している。 

MPLS-TP の特長として、コントロールプレーン  （C-Plane）  とデータプレーン 

（D-Plane） を分離することで高信頼性を実現している。これは、コントロールプレーン

の故障がデータプレーンに影響を与えずに、データプレーンではユーザデータの転送が継

続されることを意味している。 

Premium Ethernet サービスは、UNI は Ethernet であり、ユーザビル間の End-to-End

区間は、 Ethernet OAM を適用することで監視が行われている。一方、 NTT 

Communications ビル間は、MPLS-TP で転送されており、MPLS-TP 区間には LSP レベ

ルのプロテクションが組まれている。このため、MPLS-TP におけるデータプレーンの故障

は MPLS-TP プロテクションで救済され、Ethernet OAM では検知されないようにパラメ

ータが設定されている。図 2.3-8 に Premium Ethernet サービスにおける MPLS-TP の役

割の概要を示す。 

 

 
図 2.3-8 Premium Ethernet サービスにおける MPLS-TP の役割 

 

MPLS-TP における故障は、プロテクションによって救済されることを述べたが、保守監

視としては、MPLS-TP の故障状態は、End-to-End の Ethernet OAM で検出されている必

要がある。故障状態の継続時間が、プロテクションが発動して短時間で終了した場合には

Ethernet サービスとしては正常状態を継続し、長時間となる場合には、サービス終端装置

においてアラームを発生させる。 

このような機能は、エスカレーションと呼ばれ、MPLS-TP レイヤの保守監視と Ethernet

レイヤの保守監視が連携することでEthernetサービスの保守性を向上させている。図 2.3-9

にエスカレーションによる保守性向上の概要を示す。 
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図 2.3-9 OAM エスカレーションによる保守性の向上 

 

（３） パケットトランスポート技術への期待 

NTT Communications の現在のサービス提供網構成の概要を図 2.3-10 に示す。サービス

ごとにサービスを終端するサービスノード SNE が存在し、サービスごとに存在するコア網

へ SNC を介して接続される。SNE と SNC の間はアグリゲーション網を介在させることで

統一されているが、コア網はサービスごとに存在している。コア網自体は、伝達レイヤと

して SDH/SONET を利用することで統一化されている。 

 

 
図 2.3-10 サービス提供網構成概要 

 

現在のサービス提供網が抱える課題は２点存在する 

(a) サービスごとにコア網を構築する必要があること 

(b) サービスレイヤと伝達レイヤのマルチレイヤ構成であり、レイヤごとに異なる運用

が必要となること 
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これらの課題に対して MPLS-TP を利用して構成の単純化を実現することが期待されて

いる。具体的には、コア網を MPLS-TP で構成し、サービスに対して共通のプラットホー

ムを利用することで、アグリゲーションからコアまで統一した技術を利用することである。

これにより、サービスに共通なコア網を構築することで網構成のシンプル化が、サービス

レイヤと伝達レイヤが MPLS-TP で共通化されることで運用のシンプル化が図れる。 

NTT Communications が考えている次世代伝達網のコンセプトを図 2.3-11 に示す。 

 

 
図 2.3-11 NTT Communications の次世代伝達網のコンセプト 

 

２．３．５ Verizon の MPLS-TP への取組 [31][32] 

（１） MPLS-TP に期待すること 

Verizon は、多数の地域・長距離通信キャリアの買収により全米一位、二位を争う規模に

成長してきた企業であり。最新の統合技術を導入して、網のマイグレーションを推進する

ことで運用コストを低減させていこうという意気込みが大変に高い。そのため、Verizon が

抱える多数のサービスインフラを集約するためのキーワードとして、①Packet Transport、

②Ethernet、③OTN の３技術が多用されている。 

サービスとしては、データ、モバイル、音声の三大サービスが存在し、データ系は、IP、

Frame Relay (FR)/ATM が、モバイル系は FR/ATM と TDM が、音声系は TDM と PSTN

が利用され、Ethernet、POS、ATM、SONET/SDH といった多様な技術を介して

SONET/SDH のコア網に収容されている。このように、サービスごとに網が存在し、網ご

とに OSS/BSS が存在するために、運用コストを削減することが困難な状態になっている。 

この困難な状態を解消する統合インフラストラクチャとして、ネットワークレイヤの L2、

IP、MPLS をサービス提供に、Packet Transport を統合伝達網に、Ethernet と OTN をレ
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イヤ１として利用することで、シンプルなレイヤ構成と複数サービスの集約を実現しよう

としている。図 2.3-12 に Verizon が期待する統合インフラストラクチャの概念を示す。 

 

 
図 2.3-12 Verizon の次世代統合インフラストラクチャの概念 

 

MPLS-TP に対しては、Packet Transport として、インテリジェント性、スケーラビリ

ティ、TE の機能を期待しており、MPLS-TP レイヤと OTN レイヤを統合運用する Packet 

Optical Transport (POT) の実現を目指している。POT プラットホーム (P-OTP) が提供す

べき機能として、以下の３機能を定義している 

(a) サブ IP レイヤの転送機能を共通プラットホーム化 

(ア) サービスに直結しないトンランスポンダの削減が期待できる。 

(イ) 下位レイヤでのトラヒックバイパスによる低消費電力化が期待できる。 

(ウ) 共通部と装置間接続の高速光モジュールの削減が期待できる。 

(エ) 自動化の推進や占有床面積の低減により運用の効率化が期待できる。 

(b) IP とトランスポートのルーティングドメインの分離 

(ア) ルーティングテーブルのスケーラビリティ向上が期待できる。 

(イ) 経路の安定化が期待できる。 

(ウ) 経路計算時間の低減が期待できる。 

(c) ルーティング、シグナリングの簡素化 

(ア) GMPLS を拡張することで伝達網制御の統一化が期待できる。 

(イ) 伝達網内では BGP を使用しないことで運用の簡素化が期待できる。 
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(ウ) レイヤ境界に統一された UNI を配備することで運用の簡素化が期待できる。 

このような機能を満たす伝達プラットホームとして、図 2.3-13 に示すように従来は

NG-ADM + DWDM + Packet Switching という形で複数の装置により構成されていたが、

次世代の P-OTP では単一の装置としてプラットホームを提供することが期待されている。 

 

 
図 2.3-13 伝達網プラットホームの変遷 

 

（２） MPLS-TP による伝達バックボーン網の構成 

NTT Communications は、MPLS-TP をサービスアグリゲーション網として導入し、コ

ア網へ展開領域を拡張していっているが、Verizon も、MPLS-TP によるバックボーン網の

構築を計画している。図 2.3-14 にバックボーンへの MPLS-TP 適用形態を示す。 

 

 
図 2.3-14 MPLS-TP バックボーン網概要 
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MPLS-TP は、複数のサービスに対する共通伝達網基盤となり、図 2.3-14 では、クライ

アント網として Ethernet サービス網および IP/MPLS ネットワークがアイランドとして記

述されている。MPLS-TP の伝達網は、メトロ網、中距離網、長距離網が想定されており、

アイランドと伝達網の間のインタフェースとしては Ethernet が想定され、Ethernet スイ

ッチや IP/MPLS ルータ間のリンクを提供する役割を担っている。 

バックボーン網とクライアント網の関係は、MPLS-TP の LSP がアイランド間のリンク

を提供するオーバーレイモデルであり、共通の UNI によりリンクが設定される。ルーティ

ングに関しては、MPLS-TP 内部のルーティングと、クライアントのルーティングは完全に

分離されており、アイランド間を接続してルーティングネイバーを構成することで、アイ

ランド間での単一のルーティングドメインが構築される。 

現在の MPLS-TP は NMS から静的な LSP を設定する Permanent Connection  (PC) サ

ービスが主流であるが、Verizon は早期から NMS からユーザ要求に対応して LSP を設定

する Soft Permanent Connection (SPC) サービスや、ユーザ主導によるシグナリングで

LSP を設定する Switched Connection (SC) サービスの展開に力を入れており、MPLS-TP

バックボーン網を複数ドメインで構成し、ドメイン間に跨った LSP を SPC サービスあるい

は SC サービス向けに提供するダイナミック LSP の運用を目指している。 

 

（３） MPLS-TP の実用化に向けて、Verizon が注目している項目 

2011 年現在、Verizon において MPLS-TP を導入したという報告は入手されていない。

実用化に向けて、次の様な項目が重要であると Verizon は装置ベンダや通信キャリアに対し

てアピールを続けている。 

(a) 拡張可能な MPLS-TP UNI の策定 

(ア) データプレーンは Ethernet 

(イ) コントロールプレーンでサービスに対応した拡張を期待 

(b) プロビジョニング手法 

(ア) NMS から設定するスタティック LSP 設定 

(イ) GMPLS によるダイナミック LSP 設定 

(c) OAM の簡単化 

(ア) コスト削減およびキャリア間接続の実現が必要 

(イ) ITU-T 版の Y.1731 ⇒ G.8113.1 は、proactive 型の OAM ツールとして利用 

(ウ) IETF 版の BFD ⇒ G.8113.2 は、on demand 型の OAM ツールとして利用 

(d) OTN の ODUflex vs. MPLS-TP のコスト比較 
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(ア) MPLS-TP の統計多重効果はコスト的に魅力的である。 

(イ) 両方の技術を適材適所で使い分ける必要がある。 

(e) キャリア間の相互接続性 

IP/MPLS においては、キャリア間のアライアンスによってグローバルなサービス展

開が進められている。 
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２．４ MPLS-TP のキャリアサービスへの導入シナリオ 

２．４．１ MPLS-TP を利用するサービス例 

前節では、NTT Communications および Verizon の導入状況および導入に向けた取り

組みを紹介したが、本節では、それ以外のキャリアで検討されている導入シナリオを紹介

する。紹介するのは以下の３項目である。 

(a) TDM サービスの置換 

(ア) MPLS-TP Access/Aggregation 

(イ) End-to-End MPLS (Aggregation MPLS-TP over IP/MPLS) 

(b) Mobile RAN 

(c) Dynamic MPLS-TP over OTN/DWDM for ULH 

(ア) Overlay Model 

(イ) Peer Model (Unified MPLS) 

 

２．４．２ TDM サービスの置換 [33] 

（１）MPLS-TP Access/Aggregation 

現在、SDH/SONET を用いてサービスに対して確定的な帯域割当が行われている。これ

は QoS 保証を求める所謂プレミアムサービスには適した転送方式であるが、統計多重を多

用してできるだけ低コストで提供することが求 められて非プレミアムサービスにとって

は過剰スペックとなる。 

次世代の MPLS-TP を利用したパケット伝達システム (PTS) では、MPLS-TP によりメ

トロ・コアのサービスアグリゲーション機能を提供することが期待でき、TDM を排除する

ことでより一層の統計多重効果を期待することが可能になる。 

プレミアムサービスに対しては、OTN を用いて TDM 収容を行い DWDM 網に MPLS-TP

とは別波長で収容し、TDM 用のサービスコア網へ転送することでサービス品質の低下なし

に PTS との共存が可能となる。 

図 2.4-1 に示した例では、非プレミアムサービスとして、家庭用のトリプルプレイサービ

ス、Ethernet サービス、携帯電話基地局収容が提示されている。この内、携帯電話基地局

収容に関しては、MPLS-TP アグリゲーション網を抜けた後では、TDM 収容を行うことに

注意が必要である。プレミアムサービスとしては、ビジネス用の TDM や専用線サービスが

提示されており、これらはコア網においては TDM 収容されている。 
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図 2.4-1 MPLS-TP によるサービスアグリゲーション機能の提供 

 

このように、MPLS-TP のサービスアグリゲーション網においては、Ethernet、トリプル

プレイ、TDM の各種サービスが収容され、IP/MPLS サービスコア網、Ethernet サービス

コア網、TDM サービスコア網へ収容されていく。 

 

（２）End-to-End MPLS (Aggregation MPLS-TP over IP/MPLS) [33] 

MPLS のコア網を構築済のキャリアにとっては、MPLS-TP でアクセス網/アグリゲーシ

ョン網を構築した際に、MPLS-TP のコア網を別に構築するのではなく、MPLS のコア網を

そのまま利用することが網構築コストの観点から望ましい。図 2.4-2 に  MPLS-TP 

aggregation over MPLS core の構成例を示す。 
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図 2.4-2 MPLS-TP aggregation over MPLS core 

 

IP/MPLS がコア網とサービスエッジ機能を提供し、MPLS-TP がアクセス網とサービス

アグリゲーション機能を提供する。この場合、MPLS コア網はダイナミックな LSP 運用 

(LDP、RSVP、OSPF 等のプロトコルが稼働） であるのに対して、MPLS-TP アクセス/

アグリゲーション網は静的な LSP 運用である。OAM に関しては、コア網の OAM が IETF

標準の MPLS OAM であるため、End-to-End では IETF 標準の MPLS OAM が利用でき

ることが運用のシンプル化の面で好ましい。また、アグリゲーションノードでは MPLS-TP

の双方向 LSP と MPLS の片方向 LSP の変換等の機能を実現することが必要となる。 

 

２．４．３ Mobile RAN [33] 

Radio Access Network (RAN) は、携帯電話の基地局(BTS)と基地局制御局 (BSC) 間の

転送網であり、サービスの制御とデータ転送の両方の機能を担っている。現在は、図 2.4-3

に示すように、SDH/SONET の AＴM リング網にフロントエンド (FE) の BTS が E1/T1

レベルで接続されて、BSC/PCF からの制御とデータ転送が行われている。 
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図 2.4-3 MPLS-TP による RAN の提供 

 

MPLS-TP に対しては、以下の 5 項目の機能を提供することが期待されている。 

(a) サービス制御と転送における柔軟な網の管理 

(b) SDH や MSTP が提供していたのと同等の耐障害性の維持 

(c) 2G から 4G で要求される 20～100 Mbps の帯域を有するパスと Ethernet インタフ

ェースの提供 

(d) マルチメディア/音声/制御トラヒックの統計多重伝送 

(e) インバンドでの時刻と周波数同期 

また、MPLS-TP にはパケット転送の特性として、柔軟性、スケーラビリティ、低コスト、

パケットフローの多重機能が期待され、伝達網の特性として、制御性、QoS 保証、同期、

コネクションオリエンテッド、OAM、、NMS での管理運用が期待されている。 

 

２．４．４ Dynamic MPLS-TP over OTN/DWDM for ULH [33] 

（１） Overlay Model 

2.3.5 節において Verizon でのバックボーン網への MPLS-TP 適用を紹介した。現在、

ASON のフレームワークとして UNI を有してダイナミックに制御可能な SDH/SONET が

AT&T、China Telecom (CT)、Deutsche Telekom (DT)、France Telecom ( FT)、Telecom 

Italia (TI)、Verizon といったキャリアで導入されている。クライアント網としては、

SDH/SONET インタフェースや Ethernet インタフェースを持った、企業網が想定され、

MSPP/MSSP/MSTP 装置、Ethernet スイッチ、IP ルータ等の機器が接続される。 

この SDH/SONET の VC パス接続を MPLS-TP の LSP に置換するのが、Dynamic 

MPLS-TP over OTN/DWDM for ULH である。一般的に MPLS-TP 装置のインタフェース

は安価な Ethernet が利用される、伝送装置を介して Ethernet を OTN/DWDM に収容する

形態と、MPLS-TP 装置が OTN インタフェースを具備する、あるいは DWDM まで具備す
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る形態が想定されるが、Dynamic に制御されるのは基本的には MPLS-TP レイヤとなる。

図 2.4-4 に、Dynamic MPLS-TP over OTN/DWDM for ULH の概要を示す。 

 

 
図 2.4-4 Dynamic MPLS-TP over OTN/DWDM for ULH 概要 

 

（２） Peer Model (Unified MPLS) 

本節(1)で示した Overlay Model での利用では、MPLS-TP ドメインがコア網を構成し、

Ethernet 網や IP/MPLS 網がクライアント網として収容されるため MPLS-TP 網がサーバ

網と位置付けられている。2.4.2 節(2)項で示した End-to-End MPLS では、アグリゲーショ

ン用の MPLS-TP 網がコア IP/MPLS 網に接続されている。図 2.4-5 に示すように

End-to-End には MPLS LSP が設定され、階層化 LSP としてアグリゲーション部では

MPLS-TP LSP が、コア部では MPLS LSP が設定される。このような網アーキテクチャを

最近では Unified MPLS と呼ぶことが多い。Unified MPLS においては、MPLS-TP 網と

IP/MPLS 網とは Peer の関係にある。 

 

 
図 2.4-5 Unified MPLS 概念図 

 

Unified MPLS は、図 2.4-6 に示すように、MPLS が提供可能なサービスを完全にカバ

ーしている。図 2.4-6 のコントロールに注目すると、多くのサービスがダイナミック制御を
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要求しているため、End-to-End においてもダイナミック性が有することが望まれることが

あると言える。そのため、スタティック指向な MPLS-TP とダイナミック指向な IP/MPLS

との接続が課題となる。 

 

 
図 2.4-6 MPLS サービスマップ 

 

Unified MPLS では、MPLS におけるコントロールプレーン (CP) とデータプレーン 

(DP) の 1:1 のマッチングという１台の装置に対して内蔵された CP モジュールを搭載する

という制約を排除し、MPLS-TP の集中制御に合わせて中央集約型のコントローラを

MPLS-TP ドメインに設置し、MPLS-TP ドメインが IP/MPLS からは単一の IP/MPLS ノ

ードとして見え、一つのネットワーク機器として仮想的に振舞うことで IP/MPLS と

MPLS-TP の CP 接続を実現する。図 2.4-7 に Unified MPLS での CP の統合概念を示す。 

 

 
図 2.4-7 Unified MPLS でのコントロールプレーン統合概念 

 

中央集約型のコントローラを導入する理由を以下に示す。 

(a) P-OTS 等の統合ノード上でレイヤの異なる複数のサービスを提供している 

(ア) 全サービスでダイナミック制御機能を不要としているわけではない 

波長貸、専用線サービス等はスタティックで十分 

(イ) １ノード内における各サービス収容の需要が読みにくいためコントロ
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ールプレーンの需要も読みにくい 

OTN による専用線、L2VPN や L3VPN、MPLS による TDM 収容や

ATM 収容が存在 

(b) シングルポイントで様々なネットワーク機能のオートメーション化が必要 

(ア) サービスおよび接続プロビジョニング 

(イ) リストレーション 

(ウ) 既存 IP/MPLS 網との接続 

(エ) VPLS、VPWS、VRF、VSI、VPN などのバーチャル化 

(c) ダイナミック性が求められるネットワークアーキテクチャが登場してきている 

(ア) クラウド間トラヒックへの柔軟なオンデマンド接続 

(イ) 3GPP R10 Heterogeneous Networks の登場と Self Organized Network  

(SON) との連携 

(ウ) クラウド RAN 向けバックホール帯域のダイナミック制御 

(エ) 固定とモバイルのポリシー・サーバー同士の連携とダイナミック帯域制御 
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２．５ MPLS-TP に関する相互接続デモ 

国際会議 MPLS2010 [34]、国際会議 iPOP2011 [35]、国際会議 MPLS2011 [36] におけ

る相互接続デモンストレーションを紹介する。 

 

２．５．１ 国際会議 MPLS2010 

MPLS2010 は、2010 年 10 月 24 日～27 日に米国ワシントン D.C.にて開催された。 

MPLS-TP の相互接続に関しては IETF の BFD による OAM の動作確認が行われた。参

加ベンダは、Cisco、Ericsson、日立製作所、Ixia、NEC の 5 社である。検証された項目は

以下の通りである。 

(a) MPLST-TP static LSP の確立 

(b) MPLS-TP のデータプレーンの疎通確認 

(c) BFD による CC メッセージの交換確認 

(d) BFD CC による故障同定 

(e) BFD CC による故障検出とプロテクション動作 

図 2.5-1 に MPLS-TP 検証試験のトポロジーを示す。 

 

 
図 2.5-1 MPLS-TP 相互接続試験トポロジー 

 

以下に示す LSP ペアがプロテクション用に設定された。 

(a) W: Ixia XM2 – Ericsson SE1200 

P: Ixia MX2 – Ericsson SE1200 – Ericsson SE1200 

(b) W: Cisco 7600 – Cisco ASR9K – Ericsson SE1200 

P: Cisco 7600 – Ericsson SE1200 – Ericsson SE1200 

(c) W: NEC CX2800 – Ericsson SE1200  
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P: NEC CX2800 – Ericsson SE1200 – Ericsson SE1200 

(d) W: Cisco ASR9K – Cisco 7600 – Ericsson SE1200  

P: Cisco ASR9K – Ericsson SE1200 – Ericsson SE1200 

(e) W: 日立 AMN1700 – Ericsson SE1200 

P: 日立 AMN1700- Ericsson SE1200 – Ericsson SE1200 

この結果からは、 

① プロテクション側のトランジットには、Ericsson SE1200 しかなれていない 

② ワーキング側のトランジットには、Cisco ASR9K と Cisco 7600 がなれている 

③ 通常 LSP のトランジットには、Cisco ASR9K と Cisco 7600 と Ericsson 

SE1200 がなれている 

④ NEC CX2800 と Cisco ASR9K を結ぶ LSR は張られていない 

⑤ 日立 AMN1700 と Cisco 7600 を結ぶ LSR は張られていない 

といったことが読み取れる。 

 

２．５．２ 国際会議 iPOP2011 

iPOP2011 は、2011 年 6 月 2 日～3 日に川崎市 NEC 玉川事業所にて開催された。 

MPLS-TP の相互接続に関しては ITU-T の Y.1731 ベースの OAM (G.8113.1) と IETF

の BFD による OAM の相互接続がデモされた。参加ベンダは、Hitachi、NEC の２社であ

る。デモされた項目は以下の通りである。 

(a) インタフェースごとに異なる OAM を適用して、ドメイン内とドメイン間で

異なる OAM を適用する。 

(b) LSP プロテクション 

図 2.5-2 に MPLS-TP 相互接続デモのトポロジーを示す。 

 

 
図 2.5-2 MPLS-TP 相互接続デモンストレーショントポロジー 

 

Hitachi、NEC 共にインタフェースごとに異なる OAM を動作させることが可能であるこ
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とが示されていた。 

 

２．５．３ 国際会議 MPLS2011 

MPLS2011 は、2011 年 10 月 16 日～19 日に米国ワシントン D.C.にて開催された。 

MPLS-TP の相互接続に関しては IETF の BFD による OAM および LSP Ping の動作確

認が行われた。参加ベンダは、Cisco、Ixia、NEC、Spirent の４社である。検証された項

目は以下の通りである。 

(a) MPLST-TP static LSP の確立 

(b) MPLS-TP のデータプレーンの疎通確認 

(c) BFD による CC メッセージ、CV メッセージ、RDI メッセージの交換確認 

(d) BFD 故障検出と 1:1 プロテクション動作 

(e) G-Ach を用いた LSP Ping 

(f) MPLS OAM ド メ イ ン と Y.1731 OAM ド メ イ ン に 跨 っ た

Multi-segment PW サービス  

図 2.5-3 に MPLS-TP 検証試験のトポロジーを示す。 

 

 
図 2.5-3 MPLS-TP 相互接続検証試験トポロジー 

 

表 2.5-1 に示す LSP が設定され、OAM 試験が行われた。 
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表 2.5-1 検証された LSP リスト 

LER LSR LER 
Cisco ASR9K NEC CX2800 

Cisco 7600 NEC CX2800 
Cisco 7600 Ixia 

Cisco ASR9K Spirent 
NEC CX2800 Spirent 
NEC CX2800 Ixia 
Cisco ASR9K NEC CX2800 Cisco 7600 
Cisco ASR9K NEC CX2800 Spirent 
NEC CX2800 Cisco 7600 Ixia 
Cisco ASR9K NEC CX2800 Ixia 

 

図 2.5-3 と表 2.5-1 からは、 

① トランジットには、Cisco 7600 と NEC CX2800 しかなれていない 

② Y.1731 をサポートするのは、NEC CX2800 と Ixia XM2 と Spirent Test Center で

ある 

③ NEC CX2800 は、Y.1731 ドメインと MPLS OADM ドメインのインターワークを行

うことができる 

といったことが読み取れる。 
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２．６ Optical Internetworking Forum (OIF) における Dynamic MPLS-TP 相互接続の

状況 

 

２．６．１ はじめに 

Optical Internetworking Forum (OIF) [37] は、主に IP ルータや Ethernet スイッチを

クライアント装置と位置付け、Next Generation SDH/SONET (NG-SDH/SONET) 装置、

OXC 装置、ROADM 装置等で構成される伝達網との間の制御インタフェースである UNI

と伝達網間の制御インタフェース E-NNI に関する標準実装仕様 (IA: Implementation 

Agreement) の作成と、IA に基づいて実装されたプロトコルの相互接続性検証をターゲッ

トとしている。2008 年より、OIF においても伝達網としての MPLS-TP がパケットトラン

スポート技術として注目されてきており、ITU-T や IETF の動向を睨みながら、UNI と

E-NNI の制定に向けて活動を行ってきている。 

ここでは、OIF における MPLS-TP に関する技術的な動向として以下の３点に注目して

調査を行った結果を紹介する。 

(a) 国際的なキャリアのパケットトランスポートに関する関心の方向 

(b) 伝送装置ベンダのパケットトランスポートに関する関心の方向 

(c) OIF 2009 world-wide interoperability demonstration に おける

MPLS-TP デモンストレーション概要 

 

２．６．２ OIF における UNI/E-NNI に関する取組概要 

OIF (http://www.oiforum.com) は、1998 年に設立され、アジア・米・欧 100 弱のキャリ

ア、システムベンダ、コンポーネントベンダが参加している。主要な活動テーマは、パケ

ットネットワーク （ユーザ網） と伝達網 （プロバイダ網） との間のインタフェースに

おける物理仕様および制御プロトコル仕様である。具体的な成果物としては、実装合意書

である IA および相互接続性検証デモンストレーションによるマーケットの創出となる。 

制御プロトコル仕様に関しては、ITU-T で制定された ASON アーキテクチャ [38] を基

本アーキテクチャとし、IETF で制定されている GMPLS プロトコル群を UNI/E-NNI に適

用する。OIF では、ASON アーキテクチャに対応するための拡張 GMPLS プロトコルの作

成や、GMPLS プロトコル群に対するオプションやパラメータの選択、各種アドレスの体系

整理、制御用ネットワークの構成等をまとめて IA [39] としている。 

これまで、伝達網装置の進化に合わせて UNI および E-NNI の改版が進められてきてい

る。IP ルータ用 POS インタフェースをターゲットして第一世代の UNI1.0 が作成され、

SDH/SONET インタフェースをターゲットとして第一世代の E-NNI1.0 が作成された。第



105 

 

一世代においては、ユーザ網とプロバイダ網の間のインタフェースはSDH/SONETであり、

プロバイダ網がユーザ網に提供するサービスは SDH/SONET 専用線や L1VPN である。

Ethernet 技術の進展に伴い、ユーザ網とプロバイダ網の間のインタフェースが Ethernet

化され、プロバイダ網がユーザ網に提供するサービスは、イーサネット専用線 (EPL、

E-LINE) やイーサネット仮想専用線 (EVPL) に変化した。この第二世代では、ユーザ網と

プロバイダ網間の Ethernet インタフェースをターゲットして UNI2.0 が作成された。プロ

バイダ網では、Ethernet を SDH/SONET にマッピングして転送されるため、プロバイダ

網間の接続インタフェースは SDH/SONET である。そのため、E-NNI1.0 がそのまま利用

可能である。E-NNIに関しては、UNI2.0で拡張された機能をサポートするためにE-NNI2.0

が作成された。ここ数年のパケットトランスポート技術の進展に合わせて、第三世代の

UNI/E-NNI の検討が開始された。第三世代においては、プロバイダ網の構成が純粋

Ethernet (PBB) や MPLS-TP となることが想定されており、プロバイダ網間の接続インタ

フェースとして Ethernet （厳密には Ethernet over OTN を想定） を適用する。 

(a) 第一世代：Packet over SDH/SONET 

 UNI1.0 (SDH/SONET)、E-NNI1.0 (SDH/SONET) 

(b) 第二世代：Packet over Ethernet over SDH/SONET 

 UNI.2.0 (Ethernet) 、 E-NNI1.0 (SDH/SONET) 、 

E-NNI2.0 (SDH/SONET/OTN) 

(c) 第三世代：Packet over Ethernet over packet-transport 

 プロバイダ網の構成候補 

 PBB-TE (Traffic Engineering) 

 PBB-TE over OTN 

 MPLS-TP over Ethernet 

 MPLS-TP over Ethernet over OTN 

 MPLS-TP over SDH/OTN 

 

２．６．３ 第三世代に対する主要キャリアの取組 

OIF における主要なキャリアメンバは、アジア（CT、KDDI、NTT）、北米（AT&T、Verizon 

(VZ) ）、ヨーロッパ（DT、FT、TI）の８キャリアである。各社のパケットトランスポート

に対する基本スタンスは以下のように推測される。 

(a) AT&T：Packet over SONET/OTN over wavelength 指向 

 第二世代 + All Optical Network 

(b) CT：Packet over SDH 指向 
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 第一世代、第二世代のより一層の機能高度化 

(c) FT：PBB-TE 指向 

(d) DT、KDDI、NTT、TI、VZ：PBB-TE と MPLS-TP の両方に高い関心 

 PBB-TE と MPLS-TP は適材適所で使い分けを行う 

 ATM のマイグレーションに関しては、MPLS-TP が圧倒的に有利 

MPLS-TP に関しては、各社ごとにはある程度異なった要求を持っているが、一般的事項

として次のような要求が存在することを OIF キャリアメンバ間で合意している。 

(a) MPLS-TP は On-demand EVPL サービス実現のためのプラットホーム 

 UNI：Ethernet 

 E-NNI：Ethernet or Ethernet/OTN or OTN 

(b) MPLS-TP は SC、SPC、PC のサービスを提供 

 SC：CE - CE にシグナリングで、EVC を設定 

 UNI シグナリングを利用 

 MPLS-TP LSP は PE - PE に動的に設定され、EVC をマッピング 

 SPC：CE-PE 間は固定的な接続で設定 

ユーザ要求に対応して、PE-PE をシグナリングして EVC を設定 

 MPLS-TP LSP は、PE-PE に動的に設定され、EVC をマッピング 

 PC：CE-PE 間、PE-PE 間は固定的な接続で設定 

 MPLS-TP LSP は、PE-PE に静的に設定され、EVC をマッピング 

(c) PC サービスは基本機能であるため、OIF 的には興味の対象外 

 D-Plane の相互接続を確認する際には PC サービスとして静的な

MPLS-TP LSP を設定する試験も実施 

(d) MPLS-TP LSP の設定は Internal NNI (I-NNI)を適用 

 I-NNI は GMPLS プロトコルには拘らず、NMS からの設定も可 

 ベンダ独自のプロトコル仕様を I-NNI として容認 

I-NNI はベンダの差別化要因であり、標準とする必要無 

(e) ベンダアイランド間の相互接続は E-NNI で実施 

 E-NNI のサポートは必須事項 

 PE-PE 間のインタフェースは Ethernet 

Ethernet ベースの E-NNI は、Metro Ethernet Forum (MEF)が仕様制

定するため、OIF としては MEF E-NNI を流用 
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２．６．４ OIF ベンダメンバの MPLS-TP サポート状況 

MPLS-TP を謳う場合でも、2009 年時点では中身は ITU-T T-MPLS であることが多々あ

った。各ベンダとも、T-MPLS 向けに開発した機器からの MPLS-TP への改修を随時実行

し、MPLS-TP 化が完了したベンダが MPLS や iPOP での相互接続を行っている状況であ

る。2009 年のデモに向けた DP、CP、MP に対してベンダの対応状況を以下に示す。 

(a) DP に関して MPLS-TP/T-MPLS Ready 

 3 社 

(b) MP に関して MPLS-TP/T-MPLS Ready 

 3 社 

(c) CP に関して MPLS-TP/T-MPLS Ready 

 4 社 (I-NNI) 

 2 社 (UNI-N) 

 1 社 (UNI-C) 

2009 年に実施された OIF World-wide Interoperability Demonstration には、４社が参

加した。 

 

２．６．５ OIF 2009 World-wide Interoperability Demonstration [40] 

（１） デモンストレーション概要 

UNI2.0 (Ethernet Signaling IA 、 SDH/SONET Signaling IA) 、 E-NNI 2.0 

(SDH/SONET/OTN Signaling IA)、E-NNI2.0 (SDH/SONET/OTN Routing pre-IA)、 

E-NNI 2.0 restoration signaling demo implementation を利用して、EVPL service over 

MPLS-TP、EVPL service over PBB、Multi-domain restoration in SDH/SONET のマル

チベンダ、マルチドメイン環境でのサービスデモンストレーションを、CT、DT、FT、KDDI、

NTT、TI、VZ の７キャリアサイトを接続して行われた。各キャリアサイトは E-NNI で接

続 （DP は仮想リンク接続） され、サイト内ではベンダ間を E-NNI 接続 （DP は実リン

ク接続） した。OIF の定義する E-NNI は、Intra Carrier E-NNI と位置付けられており、

デモ全体として構築したのは単一キャリアのネットワークであり、インターキャリアのサ

ービスデモではないことに注意が必要である。図2.6-1に2009 World-wide Interoperability 

Demonstration におけるトポロジーと各キャリアサイトに参加したベンダを示す。 
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図 2.6-1  OIF 2009 Demonstration Global Topology 

 

（２） MPLS-TP デモンストレーション 

MPLS-TP に関する DP および MP の相互接続性検証が、DT、KDDI、NTT、TI の４キ

ャリアサイトで実施された。具体的には、Alcatel-Lucent と Ericsson (DT、TI)、

Alcatel-Lucent と NEC (NTT)、Alcatel-Lucent と Ericsson と NEC (KDDI)である。 

CP に関しては、DP サポートかつ UNI-N をサポートするベンダが１社のみであり、

E-NNI をサポートしているベンダが存在しなかったことから、KDDI、NTT の２キャリア

サイトでのみの相互接続試験が実施された。相互接続試験は、UNI-C – UNI-N の組合せの

みであるため、相互接続試験後にデモンストレーションに向けて DT および VZ サイトの

UNI-C から、NTT および KDDI サイトの UNI-N を経由した SC サービスの確認試験が実

施されている。図 2.6-2 に MPLS-TP 相互接続試験に参加したサイトとベンダを示す。 
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図 2.6-2 MPLS-TP 試験サイトおよび参加ベンダ 

 

MPLS-TP （T-MPLS） に関しての相互接続性検証試験項目を表 2.6-1 に示す。 

 

表 2.6-1 MPLS-TP 相互接続性検証試験項目 

Service 
Type 

Data Plane Test Case 
Category Description 

EPL 
MPLS-TP 
unidirectional TMP 
forwarding 

Forwarding plane functionality for 
uni-directional p2p Ethernet services 

EVPL type 
2 

MPLS-TP 
unidirectional TMC 
multiplexing 

MPLS-TP multiplexing for multiple 
uni-directional p2p Ethernet services 
over the same TMP 

EVPL type 
3 

MPLS-TP 
unidirectional TMC 
multiplexing/2 

MPLS-TP multiplexing for multiple 
uni-directional p2p Ethernet services 
over the same TMP 

EVPL type 
3 

MPLS-TP 
unidirectional TMC 
forwarding and 
switching 

MPLS-TP forwarding for 
uni-directional p2p Ethernet services 
with TMP between the edge 
T-MPLS/MPLS-TP switches of each of 
2 domains and TMC setup e2e and 
switched at the domain edges. 

EPL MPLS-TP bidirectional 
TMP forwarding 

Forwarding plane functionality for 
bi-directional p2p Ethernet services 
over a single- or multi-vendor network 

EVPL type 
2 

MPLS-TP bidirectional 
TMC multiplexing 

MPLS-TP multiplexing for multiple 
bi-directional p2p Ethernet services 
over the same TMP 

EVPL type 
3 

MPLS-TP bidirectional 
TMC multiplexing/2 

MPLS-TP multiplexing for multiple 
bi-directional p2p Ethernet services 
over the same TMP 
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Service 
Type 

Data Plane Test Case 
Category Description 

EVPL type 
3 

MPLS-TP bidirectional 
TMC forwarding and 
switching 

MPLS-TP forwarding for bi-directional 
p2p Ethernet services with TMP 
between the edge T-MPLS/MPLS-TP 
switches of each of 2 domains and TMC 
setup e2e and switched at the domain 
edges. 

EVPL type 
3 

MPLS-TP TMC 
Forwarding MS-PW at 
domain boundary 

Bi-directional p2p service with TMP is 
setup between the MPLS-TP switches 
of each domain and TMC is setup 
inside each domain and stitched 
together (MS-PW) at the edge switch. 

EVPL type 
3 

MPLS-TP TMC 
Forwarding with 
MAC/L2tag switching 

Bi-directional p2p service with TMP 
setup between edge MPLS-TP switches 
of each domain and TMC is setup 
inside each domain and forwarded at 
the edge switch based MAC/L2tag 
values. 

EPL QoS functionality at 
TMP level 

Forward Ethernet frames over 
multiple TMC and TMP between 
nodes, discard low priority traffic if 
congested, leaving high priority traffic 
unaffected. 

EVPL type 
3 

QoS functionality at 
TMC level 

Forward Ethernet frames over 
multiple TMC between nodes, discard 
low priority traffic if congested, leaving 
high priority traffic unaffected. 

EVPL type 
3 

QoS functionality both 
at TMP and TMC levels 
(hierarchical QoS) 

Forward Ethernet frames over 
multiple TMC and TMP between 
nodes, discard low priority traffic if 
congested, leaving the high priority 
traffic unaffected. 

EPL MPLS-TP TMP OAM 
Continuity Verification

Show ability of CV in detecting loss of 
continuity at each endpoint in 
bi-directional failure. 

EVPL type 
3 

MPLS-TP TMP OAM 
Continuity 
Verification/2 

Show ability of CV in detecting loss of 
continuity at each endpoint in 
bi-directional failure. 

EPL 
MPLS-TP TMP OAM 
Connectivity 
Verification 

Show ability of CV in detecting 
configuration errors in MEG, MEP and 
PHB settings and to block egress 
traffic. 

EPL 
MPLS-TP TMP OAM 
Remote Defect 
Indication 

Show ability to send RDI upstream 
after detecting loss of continuity due to 
uni-directional failure. 

EVPL type 
3 

MPLS-TP TMP OAM 
Remote Defect 
Indication/2 

Show ability to send RDI upstream 
after detecting loss of continuity due to 
uni-directional failure. 
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Service 
Type 

Data Plane Test Case 
Category Description 

Protected 
EPL 

MPLS-TP TMP 1:1 
Protection with APS 
(Link Failure) 

Show functioning of T-MPLS 1:1 Trail 
Protection using APS protocol to align 
the protection ends on unidirectional 
failure condition 

Protected 
EPL 

MPLS-TP TMP 1:1 
Protection with APS 
(Operator commands) 

Show functioning of MPLS-TP 1:1 Trail 
Protection using APS protocol to align 
the protection ends on operator 
commands 

E-Tree MPLS-TP E-Tree Show E-TREE (p2mp) service on the 
MPLS-TP network 

EPL MPLS-TP Tunnel OAM 
Continuity Verification

Show ability of BFD in detecting loss of 
continuity at each endpoint in 
bi-directional failure. 

Protected 
EPL 

MPLS-TP Tunnel 1:1 
Protection with APS 
(Link Failure) 

Show functioning of MPLS-TP 1:1 Trail 
Protection using APS protocol to align 
the protection ends on unidirectional 
failure condition 

Protected 
EPL 

MPLS-TP Tunnel 1:1 
Protection with APS 
(Operator commands) 

Show functioning of MPLS-TP 1:1 Trail 
Protection using APS protocol to align 
the protection ends on operator 
commands 

※TMC: T-MPLS Channel、TMP: T-MPLS Path (MPLS-TP では未定義)  

 

(4)  EVPL over MPLS-TP CP デモンストレーション 

図 2.6-3 に UNI-C を利用して EVPL サービスを MPLS-TP 上に実現したデモンストレー

ション例を示す。図 2.6-3 では、VZ の UNI-C から NTT の UNI-C までの EVPL と、NTT

の UNI-C から DT の UNI-C、DT の UNI-C から KDDI の UNI-C までの 3 本の EVPL が

設定されていることを示している。 
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図 2.6-3 EVPL over MPLS-TP デモンストレーション例 

 

デモンストレーションのシナリオ例を以下に示す。 

(a) EVPLs are established by intra-lab and inter-lab UNI signaling. 

 MPLS-based LSPs are statically configured.  

 Clients initiate service request using UNI 2.0 signaling 

 UNI-N devices create Ethernet pseudo wires over the existing MPLS LSPs 

 Single connection setup with single VLAN ID  

 1) Marben1 (NTT) - NEC1 (KDDI) - NEC3 (KDDI) - Marben2 (KDDI) 

 VLAN ID = 3,  Tunnel ID =1 

 2) Marben1 (KDDI) - NEC1 (NTT) - NEC2 (NTT) - Marben2 (NTT) 

 VLAN ID=3,   Tunnel ID =1 

(b) Multiple connection setup with different VLAN ID to different destination 

 3-1) Marben1 (NTT) - NEC1 (NTT) - NEC3 (NTT) - Marben2 (VZ)  

 VLAN ID=30,  Tunnel ID =2 

 3-2) Marben1 (NTT) - NEC1 (NTT) - NEC3 (NTT) - Marben1 (DT) 

 VLAN ID =40,  Tunnel ID = 3 

(c) Connection set up from Overseas UNI site 

 4-1) Marben2 (DT) - NEC1 (NTT) - NEC2 (NTT) - Marben2 (NTT) 

 VLAN ID =4,  Tunnel ID =1 

 4-2) Marben1 (DT) - NEC1 (KDDI) - NEC2 (KDDI) - Marben2 (KDDI) 



113 

 

 VLAN ID =2,  Tunnel ID =1 

(d) Connection Tear down  

 

 

２．７ まとめ 

高信頼かつ効率的なパケットベースのトランスポート技術として MPLS-TP の標準化が

進められており、NTT Communications ではサービスアグリゲーション網への適用が進め

られている。また、Verizon では、アグリゲーション網に加えて、コア網への適用も視野に

入れた検討が進められている。特に、Verizon や AT&T といった大規模網を保有している

キャリアは、リストレーションに代表されるダイナミック制御への関心が高く、ユーザ主

導の SC および SPC サービスの導入も進んでいる。 

現在 NMS によるスタティック運用が現実的とされている MPLS-TP に対しても、

IP/MPLS コア網との接続や RAN 等への適用によるダイナミック運用が期待されはじめて

おり、Unified MPLS による集中管理コントローラや OIF の UNI 等ダイナミック運用に対

するキャリア、ベンダ、および標準化団体の動向にますます注意が必要となる。 
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第３章  光ネットワークの制御技術の動向 

 

３．１ はじめに 

現在の光パスは、固定的な帯域でデータを伝送している。波長多重技術  （WDM: 

Wavelength Division Multiplexing） を用いた光ネットワークでは、最も伝送速度が大き

い光パスを想定して使用する波長間隔を設計している。複数の光パスの内、最大の伝送速

度が大きくなればなるほど、使用する波長間隔は狭くなる。伝送速度が小さい光パスに対

しては、波長領域を十分に活用していないことになる。つまり、固定的で一律な帯域のパ

スしか実現できない。これを解決するために、ノードにおいて光パス単位でスイッチング

する方式からパケット単位ですべてスイッチングする方式へと、光パケットスイッチング

ネットワークの研究が行われている [1]。 

 

３．２ エラスティック光パスネットワークアーキテクチャ 

電気におけるサーキットやとパケットと同様、光でも自由な帯域を実現できる。しかし、

パケット単位ですべて光スイッチングすることは、光バッファの実現や高速光スイッチン

グの実現が必要となり、現状では技術的な課題が残されている。ここでは、光パケットお

よび光バースト技術については省略し、最先端技術であるエラスティック光パスにフォー

カスすることとする。 

光スペクトルで自由にグリッドを変更することにより、フレキシブルな帯状を持った光

パスネットワーク  （エラスティック光パスネットワーク）  が Jinno らにより

Spectrum-sliced elastic optical path network (SLICE) として提案されている [2]。ここで

は、SLICE 技術および制御法について取り上げることとする。また、例えば高品位動画像

やディジタルシネマ、データセンターミラーリンク等のハイエンドのアプリケーションに

対して、現状の標準インタフェース速度より極めて大きいエンドツーエンドパスの容量 

（super-wavelength と呼ばれる） を提供するために optical virtual concatenation (OVC) 

が提案されている[3]。OVCは synchronous optical network/synchronous digital hierarchy 

(SONET/SDH) における virtual concatenateon (VCAT)の光領域のアナロジーである。

OVC では、広帯域低遅延アプリケーションの要求に対して複数の波長がグループ化され、

エンドツーエンドに割り当てられる。OVC は、もし元のデータトラヒックが小さい帯域の

波長に分割して転送できるのであれば、グループ化された sub-wavelength を用いてデータ

を転送することもできる。波長群スイッチングは、クロスコネクトにおいて１ポートを用

いて、グループ化された波長群をある一定の波長帯域に対して一度にスイッチングするも

のであり、管理の容易化とともにポート数を削減することができる。また、広い範囲のト



118 

ラヒックを収容するために、非均一な波長群を考慮した波長群スイッチングネットワーク

も提案されている [4]。しかし、波長群スイッチングのアプローチでは、波長を分割するた

めに波長スペクトル領域でバッファにより分割される必要がある。つまり、ある量子化さ

れた単位を複数個グループ化させて使うという発想であるため、波長スペクトルの使用効

率を低下させるという問題がある。 

SLICE はこれらの従来の問題を解決する。SLICE は、光スペクトル領域において柔軟な

粒度のグルーミングを導入することにより、スペクトル使用効率を向上させ拡張性のある

伝送サービスを提供する。SLICE は、SONET/SDH contiguous concatenation (CCAT) と

同様のアナロジーの技術であると言える。SONET/SDH CATT と異なるのは、カスタマイ

ズ可能な帯域を提供できる光スペクトルの arbitrary contiguous concatenationである点で

ある。SLICE のコンセプトは、エンドツーエンドの光パスに対して、固定的でないカスタ

マイズ可能な帯域を割り当てることである。光パスの帯域は、光スペクトルの使用効率が

高くなるように、トラヒック量やユーザの要求に応じてフレキシブルな帯域の割当が行わ

れる。 

図 3.2-1 に (a) 従来の固定的な波長パスと (b) エラスティック光パス （SLICE） の違

いを示す。SLICE は、光スペクトル資源の分離と結合が可能であり、複数のデータ転送速

度に対して効率的に光スペクトルを割り当てることができる。従来の技術では波長グリッ

ドが均一であるため、100Gbps と 10Gbps の光パスがネットワークに混在している場合、

100Gbps の伝送が可能なように波長グリッドを設計していた。そのため、10Gbps の光パ

スは波長スペクトルの一部の帯域しか使用していないので、波長使用効率が低下していた。 

 

 
図 3.2-1 SLICE と従来の固定波長パスの違い [2] 
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SLICE では、100Gbps の光パスを 50Gbps、20Gbps、30Gbps 等の光パスに分離するこ

とができる。また、100Gbps の３本の光パスを結合して、300Gbps の光パスとすることも

できる。 

図 3.2-2 に SLICE のネットワークモデルを示す。SLICE のネットワークは、可変帯域ト

ランスポンダと可変帯域 wavelength cross-connect (WXC) から構成される。光スペクトル

使用効率を上げるために、可変帯域トランスポンダは、隣接した光パス間のスペクトル分

離間隔を最小限にしながら、十分な光スペクトルリソースを生成する。同時に、光パス上

の全ての WXC は、トランスポンダで生成した光スペクトルに対応するように光パススイッ

チングを設定する。光パスの帯域の使用帯域が増加すると、トランスミッターはパス容量

を増加させ、当該光パスが WXC を通過できるように光パス上の WXC はスイッチングウィ

ンドウを拡張する。Optical orthogonal frequency division multiplexing (OFDM)、可変帯

域変調フォーマット、および連続可変波長選択スイッチ （WSS: wavelength selective 

switch） を使用することにより、従来の固定帯域 WDM ネットワークと比較して光スペク

トル利用効率を飛躍的に向上させる。 

 

 
図 3.2-2 SLICE のネットワークモデル [2] 

 

Ethernet over SONET/SDH や optical transport network (OTN) の場合と同様に、

SLICE のトランスポンダは３つの動作モード （framed-mapped, transparent-mapped, 

direct-mapped） で動作する。図 3.2-3 は OTN PHY と OFDM optics の実装例を示してい

る。図 (a) が電気的なアプローチであり、図 (b) が光のアプローチである。図からわかる

ように、光でのアプローチはシンプルで経済的であると言える。 
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図 3.2-3 OTN の PHY および OFDM のトランスミッターの構造 [2] 

 

図 3.2-4 は SLICE のノードモデルを示している。SLICE ノードでは、信号波長に応じて

入力ファイバから出力ファイバまで、自己ルーティングスイッチを実現する。従来の WXC

と比較して、SLICE ノードの特徴は、入力光信号に応じてセルフルーチングウィンドウの

光の帯域が連続的に設定されることである。 

 

 
図 3.2-4 SLICE のノードモデル [2] 

 

可変帯域 WXC の実装例は図 3.2-4 (a) に示しており、可変帯域 WSS が中継のためのグ
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ルーミング機能、ルーティング機能、およびローカル信号のための add-and-drop 機能を提

供するために、broadcast-and-select コンフィグレーションにおいて利用されている。一般

に、WSS（Wavelength Selective Switch）は、波長分離・多重機能と光スイッチング機能

を実現する。図 3.2-4 (b) に示すように、可変帯域 WSS では、様々な光帯域および中心周

波数を有する入力された光信号は、出力ファイバに出力される。帯域可変 WSS は、高分解・

高 fill factor MEMS-based WSS により実現される。 

エラスティック技術によってスペクトルの利用効率が向上し、その結果を SLISE ネット

ワークの性能評価結果として図 3.2-5 に示す。横軸に平均トラヒック転送速度を示す。縦軸

に３つのトラヒック割当技術を考慮したリンク使用効率を示す。SLICE の性能は、トラヒ

ックを固定帯域 2.5Gbit/s に分割して割り当てた場合と固定帯域 100Gbps に割り当てた場

合とで比較する。全体の使用可能な光スペクトルが占有されていると仮定すれば、SLICE

のトラヒック収容方式は、特に低ビットレートの場合には光スペクトル利用効率を劇的に

増加させている。トラヒックの速度が高ビットレートに近づくと、SLICE の光スペクトル

利用効率は、固定帯域 100Gbps に割り当てた場合の光スペクトル利用効率に近づく。ただ

し、トラヒックの速度が高ビットレートになっても、固定帯域 2.5Gbps に分割して割り当

てた場合は、光スペクトル利用効率は低いままである。 

 

 
図 3.2-5 スペクトルの利用効率 [2] 
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３．３ SLICE を利用した信頼化およびネットワーク実験 

SLICE を利用して、新しいネットワークの高信頼化技術  ”bandwidth squeezed 

restoration” が提案されている [5]。従来の光ネットワークでは、リンク故障が発生すると、

故障した光パスは迂回経路上に当該光パスの帯域以上の空き帯域が存在しなければ復旧で

きなかった。SLICE では、迂回経路上に十分な空き帯域が存在しなくても、現用の光パス

の帯域を squeeze (小さく) して復旧させることが可能である。これは SLICE における帯域

をエラスティックに変更できる特徴を利用している。bandwidth squeezed restoration の

コンセプトを図 3.3-1 に示す。 

 

 
図 3.3-1 Bandwidth squeezed restoration の原理図 [5] 

 

GMPLSネットワークに bandwidth squeezed restorationを実装して実験を行った結果、

復旧時間 100msecで bandwidth squeezed restoration が実現されることが確かめられてい

る。その実験結果を図 3.3-2 に示す[5]。 
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図 3.3-2 復旧の実験結果 [5] 

 

SLICE ネットワークにおいて、各チャネルの変調に OFDM 変調を利用した場合のエラ

スティック光パスの信号特性について調査した [6]。フィルタリング特性とマルチモード転

送におけるガード帯域について解析した。100Gbps 以上のイーサーネットサービスするネ

ットワークにおいて、OFDM 変調を利用したエラスティック光パスから構成される SLICE

アーキテクチャは、従来のネットワークアーキテクチャと比べて光スペクトル利用効率を

２倍に増加させることが示された。SLICE ネットワークの構成と各チャネルの状態を図

3.3-3 と図 3.3-4 に示す。 
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図 3.3-3 OFDM を用いた SLICE ネットワークの構成 [6] 

 

 
図 3.3-4 OFDM を用いた SLICE の各チャネルの状態 [6] 
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SLICE における光パス結合を提案し、実験的に実証することに成功している。複数の

OFDM 100Gbpsの光パスをスペクトル的に連続した１Tbpsの super-wavelength光パスを

形成するために、光領域で結合し、可変帯域波長光クロスコネクトネットワークにおいて

伝送している [7]。SLICE の特徴の一つは、量子化のグラニュアリティのフレキシブル化

と併せて複数のチャネルを自由に結合できることで、よりフレキシブルなネットワークと

なることである。実装的な課題を評価した結果、OFDM 光パスが１dB 以下の

signal-to-noise ratio (SNR) 比にて光領域で結合されることが確かめられた。１Tbps 伝送

における光パス結合の実験構成と実験結果を図 3.3-5 と図 3.3-6 に示す。 

 

 
図 3.3-5 光パス結合実験の構成 [7] 

 

 
図 3.3-6 光パス結合実験の結果 [7] 
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３．４ SLICE のリソース割当技術 

SLICE ネットワークにおける距離適応型光スペクトルリソース割当方式について研究さ

れている [8][9][10][11]。距離適応型光スペクトルリソース割当方式では、距離に応じて変

調フォーマットを変更する。従来の伝送方式では、最悪の伝送性能を考慮して、採用すべ

き変調方式が決定されていた。 

最悪の伝送性能を見積もる際に、光リピータの経由段数、reconfigurable optical add/drop 

multiplexer (ROADM) の経由段数、および WXC の経由段数について最大値を想定して最

悪値設計をしているため、例えば、40Gbps のデータを転送するたためには、differential 

quadrature phase shift keying (DQPSK) を用いるように設計され、すべての 40Gbps の

光パスに適用されていた。その場合、すべての光パスが占有する光スペクトルは、同じ幅

を有している。この光スペクトルの幅は、光パスの距離、光リピータ、ROADM、および

WXC の経由段数に関係なく設計されていた。その結果、距離が最大でない光パスの光スペ

クトル幅は、必要以上のマージンをもっていることになる。もし、多様な光インペアメン

トに適応できるメカニズムが光ネットワークに導入されれば、光スペクトル利用効率を向

上させることができる。 

リンクアダプテーションは、広帯域ワイヤレスデータネットワークやデジタル加入者回

線において、スペクトル使用効率を増加させるために用いられている。リンクアダプテー

ションの考え方は、回線の条件 （距離や通過段数、ノイズ等） に応じて、変調フォーマ

ットや符号化レベルの伝送パラメータを調整することである。リンクアダプテーションシ

ステムにおいて、データ速度の最大化や消費電力の最小化等の評価指標を考慮して、最も

効率の良い伝送パラメータが決定される。例えば、良い回線条件の場合は、スループット

を増加させるためにスペクトル効率を最適化する伝送パラメータが選択される。一方、悪

い回線条件の場合は、回線の接続性を確保するためにビットレートを小さくし、冗長ビッ

トを加えてロバスト性を最適化する。変調フォーマットアダプテーションの場合は、16-ary 

quadrature-amplitude modulation (QAM) が quadrature phase shift keying (QPSK) よ

り受信感度が悪いにも関わらず、より良いスペクトル使用効率を提供し、良い回線条件下

で２倍の転送レートを実現できる。 

光ネットワークにおいて、いくつかのリンクアダプテーション技術を導入する試みがな

されている [12][13]。OFDM サブキャリアのビット・パワーローディングを用いることに

より、回線品質に応じたデータレート動的適応制御が実験でデモンストレーションされた 

[12]。Opaque 光ネットワークにおいて、non-return-to-zero (NRZ) 変調フォーマットのお

けるシンボルレートチューニングのネットワーク性能について研究されている [13]。

Reach-dependent リンク容量制御の効果は、短距離トラヒック需要による追加された可用
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容量や低レート長距離トラヒック需要による削減された光電気インタフェースから取得し

ている。このような研究は、固定波長グリッドで定められた光ネットワークにおいて、短

距離リンクが大きい signal-to-noise ratio (SNR) マージンと nonlinear effect (NLE) マー

ジンを得ることから、データ速度を向上させることに基づいている。 

チャネルデータ速度を最大化する従来のリンクアダプテーション技術は、次の要素を考

慮している。データレートを一定に保ちながら、SNR マージンと NLE マージンを短いコ

ネクションに適用してスペクトル資源を削減する。同じデータレートに対しては、16QAM

は QPSK と比べてシンボルあたり２倍のビットを伝送する。つまり、16QAM は半分のシ

ンボルレートを要求し、結果的に半分のスペクトル幅を要求する。同様に、64QAM は QPSK

と比べてシンボルあたり３倍のビットを伝送する。つまり、16QAM は 1/3 のシンボルレー

トを要求し、1/3 のスペクトル幅を要求する。このように、同じデータレートを実現するの

に必要なシンボルレートを削減し、シンボル当たりのビット数を増加させることにより、

スペクトル幅が削減される。以上を説明する図を図 3.4-1 (a) に示す。 

 

 
図 3.4-1 シンボルとその特徴 [8] 

 

同じデータレートでスペクトル幅可変変調を実装するために、シングルキャリアもしく

はマルチキャリアのアプローチがある。QPSK、16QAM、64QAM の様々な変調レベルに



128 

対して、スペクトル幅を調整するパラメータのセットの比較を図 3.4-1 (a) (b) に示す。シ

ングルキャリアのアプローチでは、データレートを一定に保ちつつシンボルあたりのビッ

ト数を増加させながら、狭いスペクトル幅にするためにシンボルレートが削減させる。一

方、マルチキャリアのアプローチでは、スペクトル帯域を変更するために、シンボルレー

トとシンボル当たりのビット数を一定に保ちつつサブキャリアの数が変更される。 

SLICE では、シンボル当たりのビット数とスペクトル幅を調整する考え方を利用する。

これを距離適応型光スペクトルリソース割当方式と呼ぶ。距離適応型光スペクトルリソー

ス割当方式では、ある光パスに対して必要最低限の光スペクトル資源を割り当てる。割り

当てる光スペクトル資源は、データレートを一定に保ちながら、エンドツーエンドの物理

条件に適合するように調整される。図 3.4-2 にリング状の SLICE ネットワークにおける距

離適応型光スペクトルリソース割当方式のコンセプトを示す。それぞれの光パスは、距離

に応じて最適な変調フォーマットを選択する。Path A は 16QAM の変調フォーマットで３

スロット割り当てられている。Path B は QPSK の変調フォーマットで５スロット割り当て

られている。Path C、D は QPSK の変調フォーマットで４スロット割り当てられている。 

 

 
図 3.4-2 リング状の SLICE ネットワーク [8] 

 

図 3.4-3 に伝送評価に用いられた物理モデルを示す。(a) はノードとリンクモデルを、(b) 

は光フィルタモデルを示す。 
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図 3.4-3 伝送評価用物理モデル [8] 

 

図 3.4-4 に ONSR degradation と filter narrowing effect を考慮した光スペクトル資源割

当モデルを示す。(a) はマルチホップ伝送におけるビット誤り率を示し、(b) はノードホッ

プ数に対する割当される光スペクトル幅を示す。 

 

 
図 3.3-4 マルチホップ伝送におけるビット誤り率と、光スペクトル幅 [8] 

 

図 3.4-5 は光パス収容の効率の評価を示している。(a) は様々なシナリオに対する光スペ

クトル割当を、(b) はネットワークとトラヒック需要モデルを示している。(c) は従来方式

と SLICE 方式により必要な全光スペクトルを比較している。図より SLICE の効果がわか
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る。 

 

 
図 3.4-5 光パス収容効率の評価例 [8] 

 

図 3.4-6 にスペクトル資源設計方式を示す。(a) は現在の ITU-T DWDM 周波数グリッド、

(b)はグリッドアプローチにおけるシングルスロット、(c) は double-sided half slot アプロ

ーチを示している。 
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図 3.4-6 スペクトルの資源設計方法 [8] 
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３．５ SLICE における経路とスペクトル割当方法 

SLICE ネットワークにおいて、経路とスペクトル割当を決定する問題に関して研究され

ている[14][15][16][17]。 経路とスペクトル割当を決定する問題は routing and spectrum 

allocation (RSA) 問題と呼ばれる [14][16]。RSA 問題では、光ファイバで利用するスペク

トルスロット数の最大値 （目的関数） を最小化する問題が主として考えられる。また、

別の目的関数として、全ての光ファイバで利用するスペクトルスロット数の光景値を最小

化する問題がある。RSA 問題のネットワークモデルを図 3.5-1 に示す。 

このような RSA 問題は線形整数計画問題 （ILP: Integer Linear Programming） とし

て定式化された [14][16]。光ファイバで利用するスペクトルスロット数の最大値 （目的関

数） を最小化する ILP は、次のように定式化されている [16]。 

 

 
図 3.5-1 RSA ネットワークモデル [14] 
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ルート、スペクトルアロケーションの ILP モデル 

 

目的関数の c は、光ファイバで利用するスペクトルスロット数の最大値であり、これを最

小化する。式(1) は、各発着ノードペアに対して、利用スペクトル数が c を超えないという

制約条件である。式(2) は、各発着ノードペアに対して、１つのパスは１つのスペクトルス

ロットを用いるという制約条件である。 

しかし、この ILP 問題は NP-hardness であることが証明された。まず、ILP 問題の

upper/lower bound を解析的に求めている。次に、発見的な手法として経路の決定の際には

効率的な発見的アルゴリズムを適用し、maximum reuse spectrum allocation (MRSA) を

適用することが提案されている。経路の決定のアルゴリズムの一つは balanced load 

spectrum allocation (BLSA) であり、もう一つは shortest path with maximum spectrum 

reuse (SPSR) である。 

MRSA では、発着ノードペアに対するトラヒック需要の大きい順に並べ替える。スペク

トルスロットの割当において、トラヒック需要が大きいと連続したスペクトルスロットを

割り当てることが困難になるので、トラヒック需要の大きい発着ノードペアが高い優先順

位とする。MRSA のもとで BLSA では、割り当てられるスペクトルスロットができるだけ

均等になるように光パスの経路を選択する。SPSR アルゴリズムでは、最短経路で光パスの

経路を選択する。MRSA の疑似コードを以下に示す。 
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MRSA アルゴリズム [14] 

 

ネットワークモデルと最適値の計算結果を図 3.5-2 に示す [15]。ここでは、リングネッ

トワークに限定されていたものをより一般化することで、メッシュネットワークも扱える

ようになっている。また、最適解の上限値・下限値を一般的に求めている。評価結果より、

BLSA の方が SPSR と比較して、光ファイバで利用するスペクトルスロット数の最大値を

数パーセントの範囲で低減することがわかる。 

 



135 

 
図 3.5-2 メッシュネットワークモデルと最適値の計算結果 [15] 

 

SLICE ネットワークにおけ光スペクトルリソース割当において、距離を考慮して、RSA

問題に対して静的に経路とスペクトルのスロットを割り当てるアルゴリズムが開発された 

[18]。これを距離適応型光スペクトルリソース割当方式と呼ぶ。従来の光スペクトルリソー

ス割当方式では、距離に無関係に転送速度のみに依存したスペクトルスロット数が決めら

れていた。しかし、距離が長いほど信号が劣化しやすくなるため、距離が長い光パスに対

しては多くのスペクトルスロット数を割り当てる必要があり、距離が短い光パスに対して

は少ないスペクトルスロットを割り当てればよい。これにより、距離が短いにも関わらず、

過剰のスペクトルスロットを割り当てないようにすることができる。この距離適応型光ス

ペクトルリソース割当方式を採用することにより、必要な光スペクトルスロットを削減で

きることが確かめられた。その結果を図 3.5-3 に示す。 
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図 3.5-3 距離適応型光スペクトルリソース割当方式の効果例 [18] 

 

SLICE ネットワークにおける距離適応型光スペクトルリソース割当方式を考慮して、

RSA 問題に対して動的に経路とスペクトルのスロットを割り当てるアルゴリズムが開発さ

れた [19]。この方式にて、スロットフラグメンテーションの効果を無視して得られる光ス

ペクトル使用効率とほぼ同一の結果が得られることが確かめられた。研究結果を図 3.5-4 に

示す。 

 

 
図 3.5-4 動的に経路とスペクトルのスロット割当アルゴリズムの効果 [19] 
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３．６ マルチキャリア光源を用いた光ネットワーク 

トラヒック需要の急激な増加に対応するために、光ネットワークにおいて、大容量のト

ラヒックの伝送を可能にする WDM (Wavelength Division Multiplexing：波長分割多重) 

伝送システムの開発・導入が進められている。一方、経済的な WDM 伝送システムを実現

するために、多くの波長光源を生成する超多波長光源の研究が盛んに行われている。10,000

波の超波長多重数を生成する超多波長光源が報告され、WDM 伝送実証実験が実施されてい

る。しかし、超多波長光源は、特定の地点から特定の地点までのポイントツーポイント伝

送のみ適用されている。 

将来の光ネットワークの高度化に向けて、マルチキャリア光源を利用するという新しい

コンセプトに基づいた光ネットワークの構成法に関する研究がされている 

[20][21][22][23][24]。マルチキャリア光源技術を活用して生成されたマルチキャリアを各ノ

ードに分配し、ノードに配備する多数のレーザ光源を不要とすることで、ネットワーク全

体の革新的な低コスト化・省電力化を可能にするネットワーク技術である。光キャリアを

各ノードに分配するネットワーク構成では、ネットワーク内での光キャリアの再利用が困

難であるため、波長資源の利用効率が大きく低下してしまう。これに対してマルチキャリ

ア光源を分配するネットワークでは、データ信号から光キャリア抽出が可能な独自の光ノ

ード技術を用いることで、光キャリアの再利用が可能なネットワークを実現する。さらに、

トラヒック変動に応じて使用する光キャリアを動的制御することで、従来方式と比較して

抜本的な波長資源の利用効率が期待できる。 

図 3.6-1 にマルチキャリア光源分配型ネットワークにおける光ノードシステムの構成を

示す。基本構成は、WDM 方式とパス管理の技術を組み合わせ、超高速・大容量ネットワー

クの運用が容易な ROADM （Reconfigurable Optical Add/Drop Multiplexer：再構成可能

な光信号挿入・分岐回路） ネットワークで構成されている。この技術は広域エリアをカバ

ーするネットワーク網を柔軟に効率よく運用出来るため、実用性および将来性の高い WDM

伝送技術である。 
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図 3.6-1 マルチキャリア光源を用いる光ネットワークの構成図 [21] 

 

具体的なマルチキャリア光源の実験法を図 3.6-2、図 3.6-3 に示す。また、図 3.6-4 に示

すように、各ノードに組み込まれた ROADM において、必要な受信信号波長を Drop （分

岐）、送信信号波長を Add （挿入） することで、ノード間通信を行うことが可能である [24]。

同じ WDM でも提案方式と従来方式の大きな違いは、光キャリアを分配するためのキャリ

ア Drop 機能を有し、ネットワークでの光キャリア再利用を行うための光キャリア抽出回路

を兼ね備えていることである。これにより、マルチキャリアを分配し、光キャリアの再利

用も可能なネットワークを構築できる。 

 

 
図 3.6-2 マルチキャリア光源の実験法(1) [21] 
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図 3.6-3 マルチキャリア光源の実験法(2) [21] 

 

 
図 3.6-4 ROADM でのマルチ光源の利用法 [24] 

 

多波長 LD 光源を用いた従来型ネットワークと集中型マルチキャリア光源を用いた光キ

ャリア分型ネットワークのネットワークコストの比較を図 3.6-5 に示す。図に示したように、

光キャリア分配型ネットワークでは、多数の LD 光源が不要な反面、高価なマルチキャリア

光源、分配用光ファイバ伝送路、さらには可変 BPF や Cyclic AWG が必要になってくる。
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従来型ネットワークと光キャリア分配型ネットワークのコストに関する比較結果を示す。

ネットワークでの使用波長数、ならびに EN 数の増加に伴い、双方のネットワークコスト

は増大するが、従来型ネットワークと比較して光キャリア分配型ネットワークでは、使用

波長数の増大に伴い対コストが大きく抑えられている。また、図 3.5-5 より使用波長数が

30 波以上においては、ネットワーク内の EN の数によらず、光キャリア分配型ネットワー

クの方がコスト的に優位であることがわかる。 

 

 
図 3.6-5 多波長 LD 光源および集中型マルチキャリア光源を用いた 

ネットワークコスト比較[24] 

 

各コストパラメータの値を変化させた際の境界線を図 3.6-6 に示す。これは、図に示した

ような比較結果から従来型と光キャリア分配型とのクロスポイントを抽出し、対コスト効

果の境界線を示したものである。境界線を挟んで左側は従来型が、右側は光キャリア分配

型ネットワークがコスト的に優位であることを示しており、EN 数については、10、20、

30、40、50 の 5 ケースにおいて解析を行っている。（a）では、マルチキャリア光源(K1)と

可変 BPF（K2）のコストを変化させている。ネットワークに１台のマルチキャリア光源の

コストに対するすべての EN に必要な可変 BPF のコストは、ネットワークコストに大きな

影響を与え、境界線が大きく右側にシフトしているのがわかる。（b）では、光増幅器のコ

スト（K3）と分配用光ファイバの伝送距離（L）を変化させたときの境界線を示している。

EN 数と分配用ファイバの伝送距離に依存する損失補償用の光増幅器の有無により、境界線

が大きくシフトする箇所が見受けられるが、いずれの場合においても、使用波長数が 50 波

を超えるような WDM ネットワークでは、コストパラメータの値によらず、光キャリア分
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配型の方がコスト的に優位であることがわかる。 

 

 
図 3.6-6 コストパラメータの値を変化させた際の境界線 [21] 

 

コストのみではなく消費電力においても、集中型が有利であることがわかる。その評価

結果を図 3.6-7 に示す。 

 

 
図 3.6-7 消費電力と波長数の関係 [24] 

 

図 3.6-8 に示すような、マルチキャリア光源を用いたスター・リング型光ネットワークの

ネットワーク障害回復に関する構成法と評価の検討が行われている [25][26]。スター型ネ

ットワーク構成で光キャリアとデータ信号の光ファイバ切断による障害回復を実現するた
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めに、それぞれのネットワークでのファイバ型自動障害回復スイッチが提案されている。 

このスイッチを用いてネットワークでの障害回復のための構成法を検討し、独自の障害

回復構成において、単一および複数の光ファイバ切断障害に対して回復時間を大幅に低減

出来ることを明らかにしている。その評価結果を図 3.6-9 に示す。 

 

 
図 3.6-8 スター・リング型光ネットワークのトポロジー [26] 

 

 
図 3.6-9 傷害回復時間の特性 [26] 

 

このスイッチを用いてネットワークでの障害回復のための構成法を検討し、独自の障害
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回復構成において、単一および複数の光ファイバ切断障害に対して回復時間を大幅に低減

出来ることを明らかにしている。その評価結果を図 3.6-9 に示す。 

光キャリア再生可能なネットワークにおいて、 波長数を最小化する最適波長割当方式が

提案されている [27][28]。ネットワーク構成を図 3.6-10 に示す。 

通信トラフィックの急激な増加に対処するため、  WDM (wave-length division 

multiplexing) 信号の波長間隔幅を狭めて、利用可能な波長数すなわち利用可能なチャネル

の数を増やす方向で研究開発が進んでいる。一方、従来の帯域幅に余裕のある波長帯域で

は、無視できる僅かな波長の振動が波長間隔の狭い伝送システムにおいては光フィルタに

よって光信号が狭窄化されてしまうため、通信用光源に厳しい安定化制御を施す必要があ

る。このように、光源の安定化の需要が高まる状況下において、光ネットワークのすべて

のノードに通信用光源を配置することは、光源の管理・制御の煩雑さを増加させる。 

 

 
図 3.6-10 光キャリア再生可能ネットワークの構成図 [27] 

 

光キャリア再生可能なネットワークにおいて、波長数を最小化する最適波長割当問題は、

光キャリア再生を考慮して整数線形計画問題として次式のように定式化される。定式化の

際には、波長割当問題をグラフ彩色化問題に変えて定式化している。 

光キャリア再生可能なネットワークでは、光キャリア再生技術により光キャリアの再利

用が可能となり、波長の利用効率が改善される。一方で再生後の光キャリアの信号品質は、

再生前のそれと比較して僅かに悪化するため、１波長あたりの光キャリア再生回数を有限

回に制限する必要がある。性能評価の結果、１波長あたり２回の光キャリア再生は、それ

を用いない場合と比較して、最大で 60％以上の波長数を削減することを示している。 
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波長数を最小化する最適波長割当問題の定式化 

 

ネットワーク規模が大きくなると、定式化された ILP 問題を現実的な時間で解くことは

困難になる。そこで、発見的なアルゴリズムを導入する。ある光パスが P 本の光パスとリ

ンクを共有する時、リンクの競合度は P であると呼ばれ、競合度が大きい光パスほどネッ

トワークで利用される波長数に与える影響が大きい。そこで、本研究では、各々の波長の

再生回数を考慮しつつ 競合度の大きい光パスから順に波長を割り当てる、次式のような波

長割当アルゴリズム Extended Largest Degree First (ELDF) が開発されている。 

 

 
波長割当アルゴリズム 

 

計算機上の性能実験では、ネットワークの ENn = 5、10、15 の場合に対して、すべての

EN 間に０から９個の間で光パス確立要求をランダムに生成させ、すべての光パスを確立す
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るのに必要な波長数を算出した。表 3.6-1 および表 3.6-2 は、各波長あたりの最大光キャリ

ア再生回数と LDF によって得られた必要波長数の関係を示している。N_r、W_{ELDF}、

W_{low} は、それぞれ波長あたりの再生可能数、LDFによる波長数と理論的下界値である。

この結果から、波長数を削減するのは各々の波長再生数が２回までの場合でであり、それ

以上の再生回数は波長数を削減しないことが分かる。 

 

表 3.6-1 最大の光キャリア再生回数 [27] 

 
 

表 3.6-2 波長削減効果 [27] 
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3.７ 光ネットワークにおけるインタードメインピアリングとプロビジョニング 

キャリアグレードなトランスポート技術が進展するにつれて、スケーラブルで光伝送や

光スイッチングをベースにしたトランスポートレイヤをサポートするインタードメインル

ーティングの重要性が増している [29][30]。 

グリッドコンピューティングのような高性能コンピューティングの研究チームは、イン

タードメインプロビジョニングのためのアプリケージョンの要求条件を考慮して、インタ

ードメイン制御と管理の課題を研究している [31][32][33][34]。Global Lambda Integrated 

Facility は、波長リソースを制御する制御プレーンのインタフェースおよびプロトコルの

使用を決定するワーキンググループである [31]。カナダの実験ネットワークにおいて、ユ

ーザが制御可能な光パス User Controlled LightPaths （UCLP) の制御のデモンストレー

ションが実証されている  [32]。次世代ネットワークの技術開発プロジェクトである

Internet2 では、インタードメイン間の光パスの設定制御のアーキテクチャについて検討が

進められている [33]。 

一方、IETF では、Generalized Multi-Protocol Label Switching (GMPLS) や GMPLS 

controlled Ethernet Label Switching (GELS) の標準化が進められている [35]。また、産

業界や大学の研究者の別のグループは、インターキャリアの課題、ポリシーや Service Level 

Agreements (SLA)の課題に取り組んでいる [36]。 

光ネットワークのインタードメインネットワーク構成を図3.7-1に、そのモデルを図3.7-2

に示す。基本的な考え方としては、ハイアラーキカルにネットワークを考えるものであり、

その構造を図 3.7-3 に示す。ドメイン間の接続において、WDM、SDH/SONET、キャリア

グレード Ethernet などの技術を用いられている。ドメイン同士を相互接続するためには、

伝送レイヤにおいて、波長数、伝送速度などのインタフェース条件や伝送プロトコルを一

致させる必要がある。また、制御プレーンレイヤにおいて、 GMPLS、Automatically 

Switched Optical Networks (ASON) などの IETF や ITU-T で標準化された制御プレーン

の相互接続を確保する必要がある。また、ネットワーク運用者がドメインごとに異なるた

め、ネットワーク資源を使用するポリシー（ルーティング方式、受付制御、リンクコスト

の与え方） が異なる。そのため、光パスを設定する際に、各ネットワーク運用者が設定す

るパラメータやポリシーを考慮しなければならない。 

インタードメインのプロビジョニングの特徴について述べる。インタードメインのプロ

ビジョニングの機能は、主にルーティング、QoS プロビジョニング、シグナリング、プロ

テクション、およびインタードメイン制御プレーン接続に分類される。これらの機能は相

互に密接に関係している。 

インタードメインにおけるルーティングは、ネットワーク規模とトポロジー情報の秘匿
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という観点から克服すべき課題がある。各ネットワーク事業者は、自ドメインにおけるト

ポロジー情報 （リンクの接続状態、リンクコスト等） を他のドメインに対して公開しな

い。できるだけドメイン間のトポロジー情報を交換することなしに、ルーティングを制御

することが望まれている。２つのピアリングドメイン間にて最小限の情報を交換すること

によって、ナッシュバーゲンと双対分解というコンセプトに基づいて、ルーティングを解

決する理論的なアプローチが示されている [37]。ただし、この方式は効率性と公平性の点

で優れているが、２つのピアリングドメインのみの接続を対象としており、 中継ドメイン

を網経由するルーティングを考慮していない。また、別の理論的アプローチとして、グロ

ーバル最適化問題をラグランジアン分解による解決法も示されている [38]。このアプロー

チでは、ドメインに流入/流出するフローを交換することを要求しており、情報取得の同期

を必要とする制約を課している。さらに、実用的には、交換すべき情報量は拡張性という

点で限界になる。そこで、前者と後者の２つのアプローチの利点を生かすように、２つの

方式を組み合わせることが良いと考えられる。 

 

 
図 3.7-1 光インタードメインネットワークの構成 

 

現在、運用されているインタードメインルーティング方式として、大きく２つの機能が

ある。１つ目は、トポロジー情報を伝達する機能である。2 つ目は、与えられたトポロジー

情報を用いて、エンドツーエンドのインタードメインパスの経路を決定する機能である。 

トポロジー情報の伝達では、現実のトポロジー情報を抽象化するトポロジー集約の技術

が用いられる。図 3.7-2 はトポロジー集約の例を示している。QoS および分散インタードメ
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インパスを計算するときに用いられるいくつかのトポロジー集約の方法が提案されおり 

[39][40][41]、集約されたトポロジー情報のみにを用いて、要求されるQoSを満足する経路、

AS 間のダイバース経路を選択できるようになっている。集約されたトポロジー情報は、信

頼されるドメインや集中サーバに伝達される。後者の場合、集約されたトポロジー情報を

受け取った集中サーバは、当該情報を処理し、リーチャビリティ情報はすべてのドメイン

に送付される。 

 

 
図 3.7-2 インタードメインネットワークのモデル [29] 

 

WDM ネットワークにおいて、単一ノード集約方式とフルメッシュ集約方式の場合の性能

が比較されている [42][43]。この性能比較では、WDM ネットワークでは、ドメインのエ

ッジノードに波長変換機能がある場合においても、単一ノード集約方式は、リソース活用

の点で効率的でないことが分かっている。一方、フルメッシュ集約方式では、ドメインの

エッジノード数を M とすると、トポロジー更新メッセージサイズは O(M2) のオーダとなる

が、リソースを効率良く活用でき、光パス設定のブロッキング率を低減することができる。

ASON ネットワークに対するフルメッシュトポロジー集約の方式が提案されている [44]。

この提案では、フルメッシュトポロジー集約の中にエッジノード間の光パスの遅延、ホッ

プ数、および使用可能波長の情報が含まれており、エンドツーエンドパスの決定に使用さ

れる。ただし、ネットワーク規模が大きくなると、フルメッシュトポロジー集約の情報量
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は増大する。 

フルメッシュトポロジー集約の問題を解決するために、双方向シャッフルネットトポロ

ジーが用いられている [45]。各ドメインのエッジノードは、genetic アルゴリズムを用いて

シャッフルネットトポロジーにマッピングされる。シャッフルネットトポロジーは、フル

メッシュトポロジーと比較して必要なリンク数を削減されているため、トポロジー情報の

サイズを小さくしている。 

エンドツーエンドの独立経路を設定するために、独自のトポロジー集約方法が提案され

ている [46]。このトポロジー集約の規模のオーダは O(M4) であり、フルメッシュトポロジ

ー集約に基づいている。エンドツーエンドの独立経路の決定には、Suurballe アルゴリズム

をリンク独立経路の決定に用る方式が用いられる [47]。Suurballe アルゴリズムは、２つ

の計算ステップから構成される。第１ステップでは、エンドツーエンドの最短経路パスを

求める。第２ステップでは、第１ステップで求められたエンドツーエンドの最短経路パス

で使用したリンクを逆方向に設定したトポロジーを新たに作成し、そのトポロジーのもと

で、エンドツーエンドの最短経路パスを求める。第１ステップと第２ステップで計算され

た２つのパスを統合すると、エンドツーエンドの独立経路を求めることができる。その

Suurballe アルゴリズムを用いるために、トポロジー集約において、第１ステップで用いら

れるフルメッシュ集約トポロジーにおけるリンクは、第１ステップで計算された結果が反

映させるように、第２ステップで用いられるで用いられるフルメッシュ集約トポロジーと

関連付けられている。 

与えられたトポロジー情報を用いて、エンドツーエンドのインタードメインパスの経路

を決定する技術において、Path Computation Element (PCE) を用いる経路計算のフレー

ムワーク・プロトコルが、主流の技術の一つとして開発されている [48][49]。PCE はトポ

ロジー情報を保持し、経路を決定するネットワークのエンティティである。従来、パス計

算機能はノードの一部の機能として実装されてきた。しかし、ネットワーク内で複数のド

メイン (Area、AS、Layer) を考慮して高度なパス計算を行う場合、パス計算は複雑化する。

そこで、パス計算を専用とする機能ブロックをノードとは分離して、ネットワーク内にお

けるエレメントとして PCE として位置付けるようになった。図 3.7-3 は、ハイアラーキカ

ルなインタードメインネットワークにおいて各ドメインに PCE を配置し、PCE 間が連携を

とり、エンドツーエンドのパス計算が実行される。 
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図 3.7-3 ハイアラーキカルなインタードメインネットワーク [29] 
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３．８ マルチレイヤトラヒックエンジニアリング 

予測困難なトラヒックの需要変動に対する柔軟性の向上や故障・災害時において、高信

頼なネットワークサービスを提供しつつ、ネットワーク資源を効率的に利用することがで

きるような柔軟性と信頼性を両立させるネットワークが求められている。 

マルチレイヤエンジニアリングは、上位レイヤ＋下位レイヤからなるネットワーク、例

えば IP ネットワークと光パスネットワークから構成される IP 光ネットワークにおいて、

高度なネットワーク資源を効率的に利用するための技術である。 

IP 光ネットワークを例にして考える。IP ネットワークとマルチレイヤエンジニアリング

では、IP ルータと伝送系装置のネットワーク資源を一元的に管理し、光 IP 網の経路の計算

を行う。また、トラヒックの需要変動や故障時のネットワーク状態の急激な変化に対して

即座に柔軟に対応するために、IP 網トポロジーを動的に再構成する。このようなネットワ

ーク運用の高度化に加え、安定した高信頼なネットワークサービスを提供するために、必

要なネットワーク資源を有効利用する。 

マルチレイヤネットワークの構成と Photonic MPLS ルータの構成を図 3.8-1 に示す。図

にあるように、Photonic MPLS ルータは Packed switch と Lambda switch を連携して持

ち、マルチレイヤを効率よくオペレーションできる特徴がある。 

 

 
図 3.8-1 マルチレイヤ構成と Photonic MPLS ルータ [72] 

 

マルチレイヤエンジニアリングは、光 IP 網トポロジー情報を基に、パスの最適な経路を

計算するパス計算や適切な区間にパスを設定するパス制御などの機能要素から構成される。

さらに、パス制御については論理的網 （IP 網） トポロジーを再構成することが可能であ
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る。論理トポロジーは Virtual Network Topology （VNT） と呼ばれている。IETF にお

いて、VNT 制御についてフレームワーク・要求条件が議論され、必要なプロトコルが規定

されている [50][51]。マルチレイヤエンジアリングの最新動向である物理トポロジーと波

長ルーティングを図 3.8-2 に示す [52]。 

 

 
図 3.8-2 物理トポロジーと波長ルーティング [52] 

 

波長に従って光クロスコネクトでスイッチングし、光パスが設定される光パスネットワ

ークのトラヒックエンジニアリングについて、図 3.8-3 に示すような形での研究がされてい

る [53][54][55][56][57][58][59]。 
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図 3.8-3 マルチレイヤネットワークのレイヤードグラフ [54] 

 

また、IP トラヒック需要に応じて光パスから構成される VNT を制御する技術であるマ

ルチレイヤトラヒックエンジアリングも図 3.8-4 に示すように広く行われている 

[60][61][62]。 IEFT で標準化されている Generalized Multi-Protocol Label Switch 

(GMPLS) プロトコル群を用いて、VNT を分散的に制御する方式が述べられている [60]。 
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図 3.8-4 GMPLS による VNT 計算例 [60] 

 

インターネットトラヒックの急増に従って、ピアツーピアネットワーク、Voice over IP、

ビデオオンデマンドのようなアプリケーションレイヤサービスの出現により、大きなトラ

ヒック変動が起きる。そして、急激なトラヒック変動に対応できる仮想ネットワークトポ

ロジ（VNT）制御技術は、色々と研究されている [63][64][65]。 

VNT を制御するアプローチは、オフライン制御とオンライン制御に大きく分類できる。 

オフライン制御では、予め発着ノード間のトラヒック需要が分かっている場合に適用で

きる。トラヒック変動に応じて VNT を制御すると、ネットワーク使用効率が向上すること

が示されている [63]。発着ノード間のトラヒック量が小さい場合は、多くの光パスを設定

すると光パスの使用率が低下する。この場合は、設定する光パスの本数をなるべく少なく

して、トラヒックを集約して、光パスの使用率を向上させるようにする。一方、発着ノー

ド間のトラヒック量が大きい場合は、光パスの使用効率は十分に大きくなる。もし、光パ

スの本数が少ないと経由する中継ルータが多くなり、各ルータで多くのトラヒックを処理

すためパケット処理のコストが増大する。この場合は、設定する光パスの本数を多くする。

このように、トラヒック需要に応じて、最適な光パス配置することがネットワーク運用コ

ストの削減につながる。 

オフライン制御による VNT 制御は他にも研究されている [66][67][68]。ただし、トラヒ

ック需要が時々刻々変動する状況下では、オフライン制御はトラヒック輻輳を招く恐れが

あるので、オンライン制御が必要になってくる。 

オンライン制御では、トラヒックの要求において VNT を制御したり、周期的にトラヒッ

クを計測したりすることで、より適切な VNT になるように変更する制御を行う。オンライ

ン制御に関する VNT 制御の研究は多々行われている [69][70][71][72][73]。その研究の一

例を紹介する。 

VNTの上位レイヤがMPLSのようなパケットパスを動的に設定するネットワークにおい

ては、VNT を制御するいくつかの制御ポリシーが提案され、パケットパスの要求条件やト
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ラヒック需要に応じて制御ポリシーの適用領域が示されている [72][73]。図 3.8-5 に示すに

ように、２つの制御ポリシーがある。ポリシー１では、パケット （上位レイヤ） パスの

設定要求に対して、なるべく既存光パス （下位レイヤ） に新規パケットパスを収容でき

るようにする。もし、既存光パスが使用不可の場合、光パスを新設する。ポリシー２では、

新設パケット設定要求に対してなるべく１ホップ光パスを使う。１ホップ光パスが存在し

ない場合は、光パスを新設する。パケットレイヤと光パスレイヤを処理できる Photonic 

MPLS ルータにおいて、Packet Switching Capable (PSC) ポート最大同時使用可能数が十

分大きい場合、つまり、IP リソースの制限より波長リソースの制限の方がボトルネックと

なっている場合は、なるべく対地間にダイレクトに OLSP を設定するのを優先するポリシ

ー２の方が、ポリシー１より多くのトラヒックを収容できる。PSC ポート最大同時使用可

能数が少ない場合は、波長リソースの制限より IP リソースの制限の方がボトルネックにな

っており、なるべく少ない光パスでパケットパスを束ねるポリシー１の方が、ポリシー２

より多くのトラヒックを収容できる。波長数が固定の場合、PSC ポート最大同時使用可能

数に応じて、ポリシーの適用領域があることが示されている。 

ネットワーク運用管理の観点から、現状の VNT から移行すべき VNT に制御する際に、

設定変更すべき光パスの本数を制約条件として考慮すべきである。この制約条件を考慮し

て、VNT 制御問題が線形計画問題として定式化されている [69]。周期的にトラヒックを計

測することにより、発見的なアルゴリズムにより最適計算を行うことで NT を制御している 

[70][71]。 

 

 
図 3.8-5 ポリシーによって VNT の変更を行う例 [72] 

 

これまでの VNT 制御において、図 3.8-6 に示すように、トラヒック需要のモデルは周期

的に変動すると仮定していることが多い [74]。トラヒック需要は、急激に変化したり周期
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的に変動したりするとは限らない。そこで、図 3.8-7 に示すように、生物学的アプローチに

よるアトラクター選択を用いた VNT 制御を提案されている [52]。この方式では、生物の振

る舞いを表す微分方式を VNT 制御に取り入れている。これにより、急激に変化するトラヒ

ック需要に対して、簡易に効率的に VNT を制御できることを示している。 

 

 
図 3.8-6 VNT 制御におけるトラヒック需要モデル [74] 

 

 
図 3.8-7 生物学的モデルによる VNT 制御 [52] 

 

Path Computation Element (PCE) を用いて、マルチレイヤトラヒックエンジニアリン

グに適用することが検討されており、IETF では PCE マルチレイヤトラヒックエンジニア

リングのフレームワークと要求条件が策定された [75][76]。PCE プロトコルである PCEP

のマルチレイヤ拡張の標準化が進められている [77]。 

PCE マルチレイヤトラヒックエンジニアリングのフレームワークを紹介する。図 3.8-8
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に示すように、上位レイヤ（MPLS ネットワーク）と下位レイヤ （GMPLS ネットワーク） 

から構成されるネットワークを考える。GMPLS ネットワーク内の GMPLS パスを設定す

ると、当該パスは MPLS ネットワークに対して、リンクとして扱うことができる。 

発 MPLS ルータから着 MPLS ルータまで、エンドツーエンドの MPLS のパス計算をす

ることを考える。MPLS ネットワークと GMPLS ネットワークのルーティングドメインが

分離されている場合、MPLS ルータは GMPLS ネットワーク内の TE トポロジーを知るこ

とができない。そこで、PCE は、両ルーティングドメインから TE トポロジー情報を収集

し、GMPLS ネットワーク内のリソースを勘案しながら MPLS パスのルートを算出する。

H2-H4 間に MPLS リンクが設定されていない場合、シングルレイヤのパス計算では MPLS

パスを探索できない。インターレイヤパス計算では、GMPLS ネットワーク内のリソース情

報を有しているので、H2-H4 間に GMPLS パスの新設を判断することにより、エンドツー

エンドの MPLS パスの経路を算出する。 

 

 
図 3.8-8  VNT Manager 駆動モデル 

 

PCE によるパス制御モデルを図 3.8-8 と図 3.8-9 に示す。GMPLS パスを制御する方式と

して、VNTM (Vitrual Network Topology Manager) 駆動モデル (図 3.8-8) と上位レイヤ

シグナリング駆動モデル (図 3.8-9) がある。両モデルにおいて、PCE はインターレイヤパ

ス計算を行い、GMPLS パスの新設の判断まで行う。 

VNTM 駆動モデルでは、GMPLS パスの新設を実施するエレメントを VNTM として定義

する。下位レイヤのパス (GMPLS パス) の集合は VNT を構成する。MPLS ルータ H1 は、

H5 までのパス計算を PCE に依頼する。PCE によるパス計算の結果、GMPLS パスの新設

が必要と判断された場合は、VNTM を介して MPLS ネットワークと GMPLS ネットワーク

の境界に位置するボーダルータ H2 に GMPLS パス新設制御を行う。GMPLS パスが設定

された後、PCE は MPLS パス経路 H1-H2-H4-H5 を H1 に返答し、H1 は MPLS パスシグ

ナリングを開始する。 

上位レイヤシグナリング駆動モデルでは、PCE によるパス計算の結果、GMPLS パスの
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新設を MPLS シグナリングの途中で行う。PCE は MPLS パス経路と GMPLS パス経路を

含む経路 H1-H2-L3-H4-H5 を H1 に回答し、H1 は MPLS パスシグナリングを開始する。

MPLS シグナリングメッセージを受け取ったボーダルータ H2 は、GMPLS シグナリングを

開始し、GMPLS パス設定が完了後、MPLS シグナリングが H2 より再開される。 

 

 
図 3.8-9  上位レイヤシグナリング駆動モデル 

 

 

３．９ まとめ 

光ネットワークの制御技術に関して報告する。今後最も重要なテクノロジとなる光エラ

スティックパス技術について、その概要と基本的な研究動向を示した。また、本技術を使

って光スペクトルの効率を上げて、それぞれ仮想的にネットワークと分離する SLICE の技

術についても述べ、その設計法や信頼性に対する取り組みについて述べた。制御技術とし

ては、GMPLS を利用しており、割り当てに関しては ILP の応用について述べた。 
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あとがき 

 

アクセス技術、トランスポート技術、および光ネットワークの制御技術について述べた。 

アクセス技術に関しては、単なる経済化としてのアクセスではなく、QoS や信頼性、さ

らにサービスに対するフレキシビリティが重要となっている。従来のようなホームユース

を中心としたデータアクセス（インターネット）から、モバイルバックホールやビジネス

のミッションクリティカルな専用線サービスまでを統合するアクセスネットワークのアー

キテクチャが重要である。今後はエネルギーを削減したアーキテクチャへの発展が期待さ

れる。 

トランスポート技術に関しては、パケットをベースとしたトランスポートが近年ホット

である。特に、MPLS-TP は MPLS をベースとしたトランスポートプロトコルとして、実

用化を含めて急速に進展している。本技術に関しては、標準化動向やキャリアの戦略を含

めて解説を試みており、特に日本がテクニカルなリーダーシップをもっている部分でもあ

る。米国でもインタオペラビリティが行なわれており、国内でも PIF が共催している iPOP

において公開実験が企画されている。光パスと組み合わせて、今後の重要な技術である。 

最後の光ネットワークの制御技術であるが、エラスティック光パス技術の進展により、

光スペクトルのよりダイナミックで効率的な利用法が進んでいる。それに合わせてネット

ワークの仮想化技術が進展し、制御や設計技術にインパクトを与えている。制御技術とし

て、この波長や周波数領域の技術進展について解説を試みた。 

以上のことから、本報告書では、特にトランスポートよりも上位層を中心として解説を

試みており、より詳細な物理層やデバイスは今後に譲ることとした。 
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